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○上尾市建設工事等請負業者審査委員会設置規程 

昭和48年９月29日訓令第10号 

本庁 

出先機関 

上尾市建設工事等請負業者審査委員会 

改正 

昭和58年３月15日訓令第２号 

昭和58年９月10日訓令第10号 

昭和59年７月７日訓令第20号 

昭和63年４月11日訓令第５号 

平成元年３月30日訓令第18号 

平成11年３月30日訓令第２号 

平成11年９月21日訓令第15号 

平成18年３月31日訓令第１号 

平成19年３月30日訓令第９号 

平成19年６月18日訓令第13号 

平成21年４月１日訓令第８号 

平成21年10月27日訓令第14号 

平成24年11月27日訓令第17号 

平成26年４月１日訓令第９号 

令和２年３月31日訓令第11号 

令和４年３月31日訓令第10号 

上尾市建設工事等請負業者審査委員会設置規程 

（設置） 

第１条 市が締結する契約に関し、公正かつ適正な履行を確保するため、上尾市建設工事等請負業

者審査委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（定義） 

第２条 この規程において「建設工事等」とは、次に掲げるものをいう。 

(１) 建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事並びに建設工事に係る

設計、監理、測量及び調査の委託 
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(２) 物品の製造の請負、買入れ、修繕、借入れ及び売払い 

(３) 清掃、警備、検査その他の役務の提供 

(４) ソフトウェア等の借入れ又は使用許諾 

（委員会における審査事項） 

第３条 委員会において審査する事項は、次に掲げるものとする。 

(１) 設計金額が1,000万円以上の建設工事等の契約に係る次のアからオまでに掲げる事項 

ア 契約の相手方の決定方法 

イ 条件付一般競争入札に付する場合における当該競争入札の参加資格 

ウ 総合評価落札方式による競争入札に付する場合における当該競争入札の落札者決定基準 

エ 指名競争入札に付する場合における当該競争入札の指名業者の選定 

オ 随意契約によろうとする場合における当該随意契約とする理由 

(２) 上尾市低入札価格取扱要綱（平成12年９月22日市長決裁）の規定に基づく低入札価格の入

札をした落札候補者に係る落札者の決定の判定に関する事項 

(３) 談合に係る情報の信ぴょう性の判断及び不正行為の有無の確認に関する事項 

(４) 本市の競争入札に参加する資格を有する者に係る上尾市の契約に係る入札参加停止等の措

置要綱（平成６年７月26日市長決裁）の規定に基づく入札参加停止の措置等に関する事項 

(５) 本市の競争入札に参加する資格を有する者が暴力団関係者であること等が判明した場合に

おける上尾市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成８年８月９日市長決裁）

の規定に基づく入札参加除外の措置等に関する事項 

(６) 上尾市建設工事優秀建設業者表彰要綱（平成24年上尾市告示第442号）に定める優秀建設業

者の表彰に係る候補者の選定に関する事項 

(７) その他建設工事等の契約に係る重要な事項 

（組織） 

第４条 委員会は、委員長、副委員長及び委員６人をもって組織する。 

２ 委員長は、副市長の職にある者をもってこれに充てる。 

３ 副委員長は、総務部長の職にある者をもってこれに充てる。 

４ 委員は、別表に掲げる職にある者をもってこれに充てる。 

（職務） 

第５条 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職
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務を代理する。 

（付議手続） 

第６条 第３条の審議に付する事項があるときは、主務課長はその案及び参考資料を委員長に提出

しなければならない。 

（会議） 

第７条 委員長は、会議を招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 第２項の規定による会議の定足数については委員長及び副委員長を、前項の規定による議事の

定足数については副委員長をそれぞれ委員として計算するものとする。 

５ 委員会は、急施を要すると認めたときは、各委員に合議して会議に代えることができる。 

６ 委員は、やむを得ない理由があるときは、委員長の承認を受けて他の職員を代理人として出席

させることができる。この場合において、第２項及び第３項の規定の適用については、当該委員

が出席したものとみなす。 

（関係職員の出席及び関係資料の提出） 

第８条 委員会は、必要があると認めたときは、関係職員の出席及び関係資料の提出を求めること

ができる。 

（審議事項の特例） 

第９条 主務課長は、設計金額が第３条第１号に規定する金額に満たない建設工事等のうち特別の

事由がある場合において、委員会の審議に付することが適当と認められるときは、同号の規定に

かかわらず、審議に付することができる。 

（審議結果の報告） 

第10条 委員長は、審議の結果について、会議終了後速やかに市長に報告しなければならない。 

（庶務） 

第11条 委員会の庶務は、総務部契約検査課において処理する。 

（委任） 

第12条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定める。 

附 則 

この訓令は、昭和48年10月１日から施行する。 

附 則（昭和58年訓令第２号） 
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この訓令は、昭和58年４月１日から施行する。 

附 則（昭和58年訓令第10号） 

この訓令は、昭和58年10月１日から施行する。 

附 則（昭和59年訓令第20号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和63年訓令第５号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成元年訓令第18号） 

この訓令は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年訓令第２号） 

この訓令は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年訓令第15号） 

この訓令は、平成11年10月１日から施行する。 

附 則（平成18年訓令第１号） 

この訓令は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年訓令第９号） 

この訓令は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年訓令第13号） 

この訓令は、平成19年７月１日から施行する。 

附 則（平成21年訓令第８号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成21年訓令第14号） 

この訓令は、平成21年11月１日から施行する。 

附 則（平成24年訓令第17号） 

この訓令は、平成25年１月１日から施行する。ただし、第３条の改正規定（同条中第６号を第７

号とし、第５号の次に１号を加える部分に限る。）は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年訓令第９号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月31日訓令第11号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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附 則（令和４年３月31日訓令第10号） 

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

行政経営部長 市民生活部長 環境経済部長 都市整備部長 上下水道部長 総務部法務監 
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この条例は、市政が市民の厳粛な信託によるものであることに鑑み、市長、副市長及び教育長が、その権限又は地位の影響
力を不正に行使して自己又は特定の者の利益を図ることのないよう必要な措置を講ずることにより、市政に対する市民の信頼に応えるとともに、市民が市政に対する
正しい認識と自覚を持ち、もって公正で開かれた民主的な市政の発展に寄与することを目的とする。

条例の目的

上 尾 市 長 等 政 治 倫 理 条 例

上尾市西貝塚環境センターの入札に関する事件に対する第三者調査委員会から「今回のような事件を再び起こさないようにす
るため、市長や市議会議員等政治家が業者との不適切な関係を持たず、その清廉性及び透明性を確保するため政治倫理条例を制定することが不可欠。」といっ
た提言がなされたことによるもの。

制定の経緯

1. 政治倫理基準

 地位を利用した金品の授受の禁止
 市が行う請負契約や指定管理者の指定に関し、特定の事業者に
有利な取り計らいの禁止

 職員の公正な職務を妨げ、その職権を不正に行使することの禁止
 職員の採用に関する権限・影響力行使の禁止
 政治活動に関する道義的批判を受けるおそれのある寄附受領の禁止

2. 請負辞退・指定禁止

3. 資産公開

 市長等が役員、または実質的に経営に携わっている法人
①資本金等の3分の1以上出資
②経営方針や主な取引に関与

 市長等の配偶者、2親等内及び同居の親族が役員をしている法人

 資産等報告書等の審査

 市民の調査請求権に係る
事案の調査

 その他、政治倫理確立の
ため必要な事項について、答申・建議

 説明会の開催

条 例 の 骨 子

逮捕等のあと、引き続きその職にとどまろうとするときの説明会の開催について
 逮捕後、開催を求めることができる。
 起訴、または1審有罪判決後、開催しなければならない。
※開催されないときは、有権者50人以上の連署で開催請求が可能

◎資産等報告書等を提出し、閲覧に供する

 市長の「資産、所得、関連会社、税の納付状況」
※必要な証明書を添付

次の法人は、市発注の請負契約等の辞退、指定管理者の候補者の選定
の禁止

5. 政治倫理審査会

委員は任期2年、5人以内とし、次の職務を行う。

◎報告書の提出
要旨を速やかに公表
し、閲覧に供する

有罪判決の宣告後、刑の確定したときは、辞職するものとする。

市 長 等 の 責 務

資産等報告書等に疑義

政治倫理基準に違反の疑い

有権者100人以上
の連署

４. 市民の調査請求権

遵守するための仕組み

請負辞退等に違反の疑い

市長等が職務関連犯罪による逮捕等の後、その職にとどまろうとするとき

 市長は、逮捕後、市民に対する説明会を開催することができる。
 市長は、起訴、または有罪判決後、市民に対する説明会を開催しなければなら
ない。
※開催されないときは、有権者50人以上の連署で開催請求が可能

有罪判決の宣告後、刑の確定したときは、退職・辞職するものとする。
※退職・辞職しないときは、解職、または議会の同意を得て罷免する。

6. 問責制度

※疑いを証する資料を添付
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○上尾市長等政治倫理条例 

令和２年10月９日条例第36号 

改正 

令和２年10月９日条例第41号 

上尾市長等政治倫理条例 

（目的） 

第１条 この条例は、市政が市民の厳粛な信託によるものであることに鑑み、その受託者たる市長、

副市長及び教育長（以下「市長等」という。）が、その権限又は地位の影響力を不正に行使して

自己又は特定の者の利益を図ることのないよう必要な措置を講ずることにより、市政に対する市

民の信頼に応えるとともに、市民が市政に対する正しい認識と自覚を持ち、もって公正で開かれ

た民主的な市政の発展に寄与することを目的とする。 

（市長等及び市民の責務） 

第２条 市長等は、その市政を執行する権能が市民の信託によるものであることを深く自覚し、誠

実に職務を執行しなければならない。 

２ 市民は、主権者として市政に参加し、公共の利益を実現する自覚を持ち、市長等に対し、その

権限又は地位の影響力を不正に行使するよう働きかけてはならない。 

（政治倫理基準） 

第３条 市長等は、次に掲げる政治倫理基準を遵守しなければならない。 

(１) その地位を利用していかなる金品も授受しないこと。 

(２) 市（市が設立した公社及び市が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上

を出資し、又は拠出している会社その他の法人を含む。次条第１項において同じ。）が行う工

事等の請負契約（下請負に係るものを含む。）、業務委託契約及び物品納入契約（以下「請負

契約等」という。）並びに指定管理者の指定に関して特定の業者を推薦、紹介する等有利な取

り計らいをしないこと。 

(３) 職員の公正な職務の遂行を妨げ、又はその職権を不正に行使するよう働きかけないこと。 

(４) 職員の採用に関して、その地位による権限又は影響力を不正に行使しないこと。 

(５) 政治活動に関して道義的批判を受けるおそれのある寄附を受けないこと。 

２ 市長等は、前項各号に掲げる政治倫理基準に違反する事実があるとの疑惑を持たれたときは、

自ら疑惑の解明に当たるとともに、その責任を明らかにしなければならない。 

（請負契約等の辞退） 
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第４条 市長等が役員をし、若しくは実質的に経営に携わっている法人又は市長等の配偶者、２親

等内の親族若しくは同居の親族が役員をしている法人は、市と締結する請負契約等を辞退するよ

う努めなければならない。 

２ 前項に規定する「実質的に経営に携わっている法人」とは、次に掲げるものをいう。 

(１) 市長等が資本金、基本金その他これらに準ずるものの３分の１以上を出資し、又は拠出し

ている法人 

(２) 市長等がその経営方針又は主要な取引に関与している法人 

３ 市長等は、第１項の規定に該当する場合にあっては、責任をもって同項の規定に該当する法人

に請負契約等の辞退届を作成させ、これを市長に提出するよう努めなければならない。 

４ 辞退届は、市長等の任期開始の日又は当該事由の発生した日から起算して30日を経過する日ま

でに、市長に提出するものとする。 

５ 市長は、前項に定める期間経過後速やかに、辞退届の提出状況を公表しなければならない。 

（指定管理者の候補者の選定の禁止） 

第５条 市長は、前条第１項の規定に該当する法人を地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の

２第３項に規定する指定管理者の候補者に選定しないものとする。ただし、他に適当な団体がな

い等やむを得ない事情のあるときは、この限りでない。 

（資産等報告書等の提出） 

第６条 市長は、その任期開始の日（再選挙により市長となった者にあってはその選挙の期日とし、

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第259条の２の規定の適用がある者にあっては当該者の退職

の申立てがあったことにより告示された選挙の期日とし、更正決定又は繰上補充により当選人と

定められた市長にあってはその当選の効力発生の日とする。次項において同じ。）において有す

る次の各号に掲げる資産等について、当該資産等の区分に応じ当該各号に掲げる事項を記載した

資産等報告書を、同日から起算して100日を経過する日までに、作成し、市長に提出しなければな

らない。 

(１) 土地（信託している土地（自己が帰属権利者であるものに限る。）を含む。） 所在、面

積及び固定資産税の課税標準額並びに相続（被相続人からの遺贈を含む。以下同じ。）により

取得した場合は、その旨 

(２) 建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権 当該権利の目的となっている土地の所

在及び面積並びに相続により取得した場合は、その旨 

(３) 建物 所在、床面積及び固定資産税の課税標準額並びに相続により取得した場合は、その
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旨 

(４) 預金（当座預金及び普通預金を除く。）及び貯金（普通貯金を除く。） 預金及び貯金の

額 

(５) 有価証券（金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第２条第１項及び第２項に規定する有

価証券に限る。） 種類及び種類ごとの額面金額の総額（株券にあっては、株式の銘柄及び株

数） 

(６) 自動車、船舶、航空機及び美術工芸品（取得価額が100万円を超えるものに限る。） 種類

及び数量 

(７) ゴルフ場の利用に関する権利（譲渡することができるものに限る。） ゴルフ場の名称 

(８) 貸付金（生計を一にする親族に対するものを除く。） 貸付金の額 

(９) 借入金（生計を一にする親族からのものを除く。） 借入金の額 

２ 市長は、その任期開始の日後毎年新たに有することとなった前項各号に掲げる資産等であって

12月31日において有するものについて、当該資産等の区分に応じ同項各号に掲げる事項を記載し

た資産等補充報告書を、その翌年の４月１日から同月30日までの間に、作成し、市長に提出しな

ければならない。 

３ 第１項の資産等報告書及び前項の資産等補充報告書には、規則の定めるところにより、必要な

証明書を添付しなければならない。 

（所得等報告書の提出） 

第７条 市長（前年１年間を通じて市長であった者（任期満了により市長でない期間がある者で当

該任期満了による選挙により再び市長となったものにあっては、当該市長でない期間を除き前年

１年間を通じて市長であった者）に限る。）は、次の各号に掲げる金額、課税価格及び税の納付

状況を記載した所得等報告書を、毎年、４月１日から同月30日までの間（当該期間内に任期満了

により市長でない期間がある者で当該任期満了による選挙により再び市長となったものにあって

は、同月１日から再び市長となった日から起算して30日を経過する日までの間）に、作成し、市

長に提出しなければならない。 

(１) 前年分の所得について同年分の所得税が課される場合における当該所得に係る次に掲げる

金額（当該金額が100万円を超える場合にあっては、当該金額及びその基因となった事実） 

ア 総所得金額（所得税法（昭和40年法律第33号）第22条第２項に規定する総所得金額をいう。）

及び山林所得金額（同条第３項に規定する山林所得金額をいう。）に係る各種所得の金額（同

法第２条第１項第22号に規定する各種所得の金額をいう。） 
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イ 租税特別措置法（昭和32年法律第26号）の規定により、所得税法第22条の規定にかかわら

ず、他の所得と区分して計算された所得の金額であって規則で定めるもの 

(２) 前年中において贈与により取得した財産について同年分の贈与税が課される場合における

当該財産に係る贈与税の課税価格（相続税法（昭和25年法律第73号）第21条の２に規定する贈

与税の課税価格をいう。） 

(３) 前年分の所得税及び事業税並びに前年度分の市県民税、固定資産税、都市計画税、国民健

康保険税、自動車税及び軽自動車税の４月１日における納付状況 

２ 前項の規定により提出する所得等報告書には、規則の定めるところにより、必要な証明書を添

付しなければならない。 

（関連会社等報告書の提出） 

第８条 市長は、毎年、４月１日において報酬を得て会社その他の法人（法人でない社団又は財団

で代表者又は管理人の定めがあるものを含む。以下この条において同じ。）の役員、顧問その他

の職に就いている場合には、当該会社その他の法人の名称及び住所並びに当該職名を記載した関

連会社等報告書を、同月２日から同月30日までの間（当該期間内に任期満了により市長でない期

間がある者で当該任期満了による選挙により再び市長となったものにあっては、同月２日から再

び市長となった日から起算して30日を経過する日までの間）に、作成し、市長に提出しなければ

ならない。 

２ 前項の規定により提出する関連会社等報告書には、規則の定めるところにより、必要な証明書

を添付しなければならない。 

（資産等報告書等の保存及び閲覧） 

第９条 市長は、前３条の規定により提出された資産等報告書及び資産等補充報告書、所得等報告

書並びに関連会社等報告書（以下「資産等報告書等」という。）を、これらを作成すべき期間の

末日の翌日から起算して５年を経過する日まで保存しなければならない。 

２ 何人も、市長に対し、前項の規定により保存されている資産等報告書等の閲覧を請求すること

ができる。ただし、第６条第３項、第７条第２項及び前条第２項の規定により添付された証明書

は、閲覧の対象としない。 

３ 前項の規定により閲覧した者は、閲覧により知り得たことをこの条例の目的に沿うよう適正に

利用しなければならない。 

（資産等報告書等の審査） 

第10条 市長は、資産等報告書等の写しを、これらを作成すべき期間の末日の翌日から起算して15
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日を経過する日までに次条に規定する審査会に提出し、審査を求めなければならない。 

（審査会の設置） 

第11条 資産等報告書等の審査その他の処理を行うため、地方自治法第138条の４第３項の規定に基

づき、上尾市政治倫理審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

（審査会の組織及び運営） 

第12条 審査会の委員は、５人以内とし、法令に関し専門的知識を有する者又は識見を有する者の

うちから、市長が議会の同意を得て委嘱する。 

２ 審査会の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任の委員が委嘱されるまで引き続きその職務を

行うものとする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 審査会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

６ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

７ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

８ 審査会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

９ 審査会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

10 審査会の会議は、公開とする。ただし、出席委員の３分の２以上の者の同意が得られたときは、

非公開とすることができる。 

11 審査会の委員は、自己、配偶者若しくは３親等内の親族の一身上に関する事件又は自己若しく

はこれらの者の従事する業務に直接の利害関係がある事件については、その審査に加わることが

できない。 

12 審査会は、必要があると認めるときは、関係者に対して、会議への出席を求めて、その意見又

は説明を聴くことができる。 

13 審査会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす

る。 

14 審査会の庶務は、総務部において処理する。 

15 前各項に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、審査会が定める。 

（審査会の職務） 

第13条 審査会は、次に掲げる職務を行う。 
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(１) 資産等報告書等を審査し、審査報告書を市長に提出すること。 

(２) 第17条第１項の規定による調査の請求に係る事案を調査し、調査報告書を市長に提出する

こと。 

(３) 第19条第４項の規定による説明会を開催すること。 

(４) その他政治倫理の確立を図るため、市長の諮問を受けた事項について答申し、又は建議す

ること。 

２ 審査会は、前項各号に掲げる職務のほか、上尾市議会議員政治倫理条例（令和２年上尾市条例

第41号）第７条各号に掲げる職務を行う。 

（審査報告書等の公表） 

第14条 審査会は、第10条及び第17条第２項の規定により審査又は調査を求められた日から90日以

内に、審査又は調査の結果及び意見を記載した審査報告書又は調査報告書を作成し、市長に提出

しなければならない。 

２ 市長は、前項の審査報告書及び調査報告書（以下「審査報告書等」という。）の提出を受けた

ときは、その要旨を速やかに公表するとともに、第17条第１項の規定による調査の請求を行った

市民に通知しなければならない。 

３ 第９条の規定は、審査報告書等の保存及び閲覧について準用する。この場合において、同条第

１項中「これらを作成すべき期間の末日」とあるのは、「市長が審査報告書等の提出を受けた日」

と読み替えるものとする。 

（審査等協力義務） 

第15条 市長等は、審査会の審査及び調査に協力しなければならない。 

２ 審査会は、市長等が審査会の審査及び調査に協力しなかったとき、又は虚偽の報告をしたとき

は、審査報告書等にその旨を記載しなければならない。 

（条例違反に対する措置） 

第16条 審査会は、この条例に違反する事実を認定したときは、審査報告書等にその旨を記載しな

ければならない。 

２ 市長は、第14条第１項の規定により提出された審査報告書等に前項の規定による記載があった

ときは、審査会の意見を尊重して、自ら必要な措置を講じ、又は副市長若しくは教育長に必要な

措置を講ずることを求めなければならない。 

３ 前項の規定により必要な措置を講ずることを求められた副市長又は教育長は、必要な措置を講

ずるとともに、その旨を市長に報告しなければならない。 
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（調査請求権） 

第17条 市民は、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、公職選挙法第22条第１項又

は第３項の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において上尾市の選挙人名簿に登録されて

いる者100人以上の連署をもって、当該各号に掲げる疑い又は疑義があることを証する資料を添付

した調査請求書を市長に提出し、その調査を請求することができる。 

(１) 第３条第１項各号に掲げる政治倫理基準に違反する疑いがあるとき。 

(２) 請負契約等の辞退に係る第４条第１項若しくは第３項の規定又は指定管理者の候補者の選

定の禁止に係る第５条の規定に違反する疑いがあるとき。 

(３) 資産等報告書等の記載事項に疑義があるとき。 

２ 前項の規定による調査の請求があったときは、市長は、当該請求に係る調査請求書の写しを審

査会に提出し、調査を求めなければならない。 

３ 地方自治法第74条第７項から第９項まで、第74条の２第１項及び第６項並びに第74条の３の規

定は、第１項の規定による請求者の署名について準用する。 

（逮捕後の説明会） 

第18条 市長等が刑法（明治40年法律第45号）第197条から第197条の４まで及び第198条に規定する

罪並びに公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律（平成12年法律第130号）

第１条に規定する罪その他職務に関連する犯罪（以下「職務関連犯罪」という。）の容疑により

逮捕された後、その職にとどまろうとするときは、市長は、市民に対する説明会を開催すること

ができる。 

（起訴後の説明会） 

第19条 市長等が職務関連犯罪により起訴された後、その職にとどまろうとするときは、市長は、

市民に対する説明会を開催しなければならない。 

２ 前条又は前項の規定による説明会の開催がされないときは、市民は、公職選挙法第22条第１項

又は第３項の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において上尾市の選挙人名簿に登録され

ている者50人以上の連署をもって、説明会の開催を請求することができる。 

３ 前項の規定による説明会の開催請求は、逮捕後の説明会にあっては起訴又は不起訴の処分がさ

れるまでの間に、起訴後の説明会にあっては起訴された日から50日以内に、市長に対して行うも

のとする。 

４ 第２項の規定による説明会の開催請求があったときは、市長は、説明会の開催請求書の写しを

速やかに審査会に送付し、説明会の開催を求めなければならない。 
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５ 地方自治法第74条第７項から第９項まで、第74条の２第１項及び第６項並びに第74条の３の規

定は、第２項の規定による請求者の署名について準用する。 

（第１審有罪判決後の説明会） 

第20条 前条の規定は、市長等が職務関連犯罪により第１審において有罪の判決の言渡しを受けた

後、その職にとどまろうとする場合に準用する。この場合において、前条第３項中「逮捕後の説

明会にあっては起訴又は不起訴の処分がされるまでの間に、起訴後の説明会にあっては起訴され

た日」とあるのは、「第１審において有罪の判決の言渡しを受けた日」と読み替えるものとする。 

（刑の確定後の措置） 

第21条 市長等が職務関連犯罪により有罪判決の宣告を受け、刑が確定したときは、公職選挙法第

11条第１項の規定に該当することにより失職する場合を除き、当該市長等は、退職し、又は辞職

するものとする。 

２ 前項の規定により退職し、又は辞職すべき者が、自ら退職し、又は辞職しない場合には、市長

は、その者を解職し、又は議会の同意を得て罷免するものとする。 

（委任） 

第22条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条から第17条まで及び第19条第２項から第

５項まで並びに次項から第８項までの規定は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内にお

いて規則で定める日から施行する。（令和３年規則第１号で令和３年４月１日から施行） 

（経過措置） 

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の日（以下「一部施行日」という。）において市長である

者は、一部施行日において有する第６条第１項各号に掲げる資産等について、当該資産等の区分

に応じ当該各号に掲げる事項を記載した資産等報告書を、一部施行日から起算して100日を経過す

る日までに、作成し、市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定により資産等報告書を提出した者が引き続き市長である場合（一部施行日以後に任

期満了による選挙により再び市長となった場合を除く。）における第６条第２項の規定の適用に

ついては、一部施行日の属する年においては同項の規定にかかわらず、資産等補充報告書の作成

及び提出は要しないものとし、一部施行日の属する年の翌年においては同項中「その任期開始の

日」とあるのは「一部施行日」とする。 
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４ 第２項の規定により提出する資産等報告書には、規則の定めるところにより、必要な証明書を

添付しなければならない。 

５ 第２項の規定により提出された資産等報告書は、第６条第１項の規定により提出された資産等

報告書とみなし、この条例の規定を適用する。ただし、第９条第１項中「前３条」とあるのは「前

３条及び附則第２項」と、同条第２項ただし書中「前条第２項」とあるのは「前条第２項並びに

附則第４項」と読み替えるものとする。 

（上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

６ 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年上尾市条例第

17号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

（政治倫理の確立のための上尾市長の資産等の公開に関する条例の廃止） 

７ 政治倫理の確立のための上尾市長の資産等の公開に関する条例（平成７年上尾市条例第29号）

は、廃止する。 

（政治倫理の確立のための上尾市長の資産等の公開に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

８ 一部施行日の前日において、前項の規定による廃止前の政治倫理の確立のための上尾市長の資

産等の公開に関する条例第５条第１項の規定により保存されている資産等報告書及び資産等補充

報告書、所得等報告書並びに関連会社等報告書の保存及び縦覧については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年10月９日条例第41号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第７条から第11条まで及び次項の規定は、上尾

市長等政治倫理条例附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日から施行する。 
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○上尾市長等政治倫理条例施行規則 

令和３年３月31日規則第22号 

改正 

令和３年10月20日規則第85号 

上尾市長等政治倫理条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、上尾市長等政治倫理条例（令和２年上尾市条例第36号。以下「条例」という。）

第22条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（請負契約等の辞退届の様式） 

第２条 条例第４条第３項の請負契約等の辞退届は、第１号様式によるものとする。 

（資産等報告書等） 

第３条 条例第６条第１項各号に掲げる資産等には、外国にある資産等を含むものとする。 

２ 条例第６条第１項第５号の有価証券の種類は、国債証券、地方債証券、社債券、株券、金銭信

託及びその他とする。 

３ 条例第６条第１項第６号の自動車の種類は、普通自動車、小型自動車、軽自動車及びその他と

する。 

４ 条例第６条第１項第６号の船舶の種類は、汽船、帆船及びその他とする。 

５ 条例第６条第１項第６号の航空機の種類は、飛行機、回転翼航空機、滑空機及びその他とする。 

６ 条例第６条第１項第６号の美術工芸品の種類は、絵画、彫刻、書、陶器、磁器、漆器、ガラス

器、刀剣及びその他とする。 

第４条 条例第６条第１項の資産等報告書は、第２号様式によるものとする。 

２ 条例第６条第２項の資産等補充報告書は、第３号様式によるものとする。 

３ 条例第６条第３項の証明書は、次のとおりとする。 

(１) 不動産に係る固定資産税の課税標準額を証する書類 

(２) 預金及び貯金の残高を証する書類 

(３) 条例第６条第１項第６号に掲げる資産等の種類を証する書類 

(４) 貸付金の額、残高等を証する書類 

(５) 借入金の額、残高等を証する書類 

（所得等報告書） 

第５条 条例第７条第１項第１号イの規則で定める所得の金額は、租税特別措置法（昭和32年法律
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第26号）第８条の４の規定に基づく上場株式等の配当等に係る利子所得及び配当所得、同法第28

条の４の規定に基づく土地等の譲渡等に係る事業所得及び雑所得、同法第31条の規定に基づく長

期譲渡所得、同法第32条の規定に基づく短期譲渡所得、同法第37条の10の規定に基づく一般株式

等の譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得、同法第37条の11の規定に基づく上場株式等の譲

渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得並びに同法第41条の14の規定に基づく先物取引による事

業所得、譲渡所得及び雑所得の所得の金額とする。 

第６条 条例第７条第１項の所得等報告書は、第４号様式によるものとする。 

２ 条例第７条第１項の所得等報告書の作成は、納税申告書の写しを作成することにより行うこと

ができる。この場合において、同項１号ア又はイに掲げる金額が100万円を超えるときは、その基

因となった事実を付記しなければならない。 

３ 条例第７条第２項の証明書は、次のとおりとする。 

(１) 収入を証する書類又は確定申告書等の写し 

(２) 所得税及び事業税の前年分の納付状況を示すもの 

(３) 市県民税、固定資産税、都市計画税、国民健康保険税、自動車税及び軽自動車税の前年度

分の納付状況を示すもの 

（関連会社等報告書） 

第７条 条例第８条第１項の報酬とは、金銭による給付をいう。 

２ 条例第８条第１項の関連会社等報告書は、第５号様式によるものとする。 

３ 条例第８条第２項の証明書は、商業登記簿謄本とする。 

（期限の特例） 

第８条 条例第６条第１項の資産等報告書、同条第２項の資産等補充報告書、条例第７条第１項の

所得等報告書及び条例第８条第１項の関連会社等報告書（以下「資産等報告書等」という。）の

提出の期限が、上尾市の休日を定める条例（平成２年上尾市条例第17号）第１条第１項に規定す

る市の休日に当たるときは、その日の翌日をもってその期限とみなす。 

（資産等報告書等の訂正） 

第９条 資産等報告書等を訂正しようとする場合には、市長は、訂正届を作成し、訂正の箇所に認

印するとともに、その氏名及び訂正年月日を記載しなければならない。この場合において、削っ

た部分は、これを読むことができるように字体を残さなければならない。 

（資産等報告書等の閲覧） 

第10条 条例第９条第２項の規定による資産等報告書等の閲覧は、総務部総務課において、午前８
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時30分から午後５時までの間（正午から午後１時までの間を除く。）にしなければならない。た

だし、特別の事情があると市長が認める日にあっては、これを短縮することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、上尾市の休日を定める条例第１条第１項に規定する市の休日におい

ては、資産等報告書等を閲覧することができない。 

３ 前項に定める日のほか、市長が特別の事情があると認める日は、資産等報告書等を閲覧するこ

とができない日とすることができる。 

４ 資産等報告書等は、第１項本文の場所以外に持ち出すことができない。 

５ 資産等報告書等は、丁重に取り扱い、破損、汚損又は加筆等の行為をしてはならない。 

６ 資産等報告書等を閲覧しようとする者は、閲覧者記録簿に氏名及び住所を記入しなければなら

ない。 

７ 閲覧者は、資産等報告書等を複写し、又は撮影してはならない。 

８ 閲覧者は、静粛を旨とし、他の閲覧者の迷惑となるような行為をしてはならない。 

９ 閲覧者は、職員の指示に従わなければならない。 

10 市長は、第１項本文、第４項、第５項又は第７項から前項までの規定に違反する者に対しては、

その閲覧を中止させ、又は閲覧を禁止することができる。 

11 前各項の規定は、条例第14条第３項において準用する条例第９条第２項の規定による審査報告

書及び調査報告書の閲覧について準用する。この場合において、第１項から第７項までの規定中

「資産等報告書等」とあるのは、「審査報告書及び調査報告書」と読み替えるものとする。 

（調査請求の手続） 

第11条 条例第17条第１項の規定による調査の請求（以下「調査請求」という。）をしようとする

市民の代表者（以下「調査請求代表者」という。）は、調査請求者署名簿（第６号様式）に調査

請求書（第７号様式）又はその写しを付して、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第22条第１項

又は第３項の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において上尾市の選挙人名簿に登録され

ている者（以下「選挙権を有する者」という。）に対し、署名（盲人が公職選挙法施行令（昭和

25年政令第89号）別表第１に定める点字で自己の氏名を記載することを含む。以下同じ。）を求

めなければならない。 

２ 前項の署名は、次項の規定により調査請求者署名簿を上尾市選挙管理委員会（以下「選挙管理

委員会」という。）に提出する日前60日以内にされたものでなければならない。ただし、その期

間に条例第17条第３項において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第７項の規定

により署名を求めることができないこととなった期間がある場合には、当該期間を除き、当該調
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査請求者署名簿を提出する日前60日以内とする。 

３ 調査請求者署名簿に署名した者の数が100人以上となったときは、調査請求代表者は、調査請求

者署名簿（署名簿が２冊以上に分かれているときは、これらを一括したもの）を選挙管理委員会

に提出しなければならない。 

４ 選挙管理委員会は、前項の規定による提出を受け、調査請求者署名簿の署名の有効無効を決定

する場合において、同一人に係る２以上の有効署名があるときは、そのいずれかを有効と決定し

なければならない。 

５ 選挙管理委員会は、署名審査録を作製し、署名の効力の決定に関し、関係人の出頭及び証言を

求めた次第並びに無効と決定した署名についての決定の次第その他必要な事項をこれに記載し、

調査請求者署名簿を返付するまでの間、これを保存しなければならない。 

６ 調査請求者署名簿に署名した者は、調査請求代表者が第２項の規定により調査請求者署名簿を

選挙管理委員会に提出するまでの間は、調査請求代表者を通じて、当該署名簿の署名を取り消す

ことができる。 

７ 選挙管理委員会は、条例第17条第３項において準用する地方自治法第74条の２第１項の規定に

よる署名簿の署名の証明が終了したときは、直ちに調査請求者署名簿に署名した者の総数及び有

効署名の総数を告示し、かつ、公衆の見やすい方法により掲示しなければならない。 

８ 選挙管理委員会は、条例第17条第３項において準用する地方自治法第74条の２第６項の規定に

より調査請求者署名簿を調査請求代表者に返付する場合においては、当該署名簿の末尾に、署名

した者の総数並びに有効署名及び無効署名の総数を記載しなければならない。 

９ 調査請求は、調査請求者署名簿の返付を受けた日から５日以内に、これを行おうとする調査請

求代表者が調査請求書に条例第17条第１項各号に掲げる疑い又は疑義があることを証する資料、

選挙権を有する者100人以上の者の有効署名があることを証明する書面及び調査請求者署名簿を

添えてこれをしなければならない。 

10 調査請求があった場合において、調査請求者署名簿の有効署名の総数が100人に達しないときは、

市長は、これを却下しなければならない。 

11 調査請求があった場合において、その請求が適法な方式を欠いているときは、市長は、相当の

期間を定め、これを補正させなければならない。 

12 前項の場合において調査請求代表者が同項の期間内に不備を補正しないとき、又は調査請求が

不適法であって補正することができないことが明らかなときは、市長は、これを却下することが

できる。 
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13 第10項又は前項の規定により調査請求を却下する場合は、市長は、その旨及び理由を、調査請

求代表者に対し、遅滞なく通知するものとする。 

（審査会の調査等） 

第12条 条例第11条の上尾市政治倫理審査会（以下「審査会」という。）は、条例第17条第２項の

規定により調査を求められたときは、条例に違反する事実の存否に関する調査の必要性を十分に

検討し、調査を行う場合はその旨及び着手の時期を、調査を行わない場合はその旨及び理由を、

調査請求代表者に対し、遅滞なく通知するものとする。 

２ 審査会は、利害関係を有する者のプライバシー等に配慮しつつ、遅滞なく調査を行うものとす

る。 

３ 審査会の庶務は、総務部総務課において処理する。 

（説明会開催請求の手続） 

第13条 条例第19条第２項（条例第20条において準用する場合を含む。）の規定による説明会の開

催の請求（以下「説明会開催請求」という。）は、これを行おうとする市民の代表者（以下「説

明会開催請求代表者」という。）が説明会開催請求書（第８号様式）により行わなければならな

い。 

２ 第11条の規定は、説明会開催請求について準用する。この場合において、同条第１項中「調査

請求者署名簿（第６号様式）」とあるのは「説明会開催請求者署名簿（第９号様式）」と、同条

第２項から第10項までの規定中「調査請求者署名簿」とあるのは「説明会開催請求者署名簿」と、

同条第３項、第９項及び第10項中「100人」とあるのは「50人」と読み替えるものとする。 

（説明会の開催） 

第14条 審査会は、条例第19条第４項（条例第20条において準用する場合を含む。）の規定により

説明会の開催を求められたときは、当該説明会を開催する日時、場所その他必要な事項を説明会

の開催日の７日前までに市長、副市長又は教育長に書面により通知するとともに、説明会開催請

求代表者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、条例附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日（令和３年４月１日）から施

行する。 

（経過措置） 

２ 条例附則第２項の規定により作成する資産等報告書については、第３条及び第４条第１項の規
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定を準用する。 

３ 条例附則第４項の証明書は、第４条第３項各号に掲げる書類とする。 

（政治倫理の確立のための上尾市長の資産等の公開に関する条例施行規則の廃止） 

４ 政治倫理の確立のための上尾市長の資産等の公開に関する条例施行規則（平成７年上尾市規則

第27号）は、廃止する。 

（政治倫理の確立のための上尾市長の資産等の公開に関する条例施行規則の廃止に伴う経過措

置） 

５ この規則の施行の日の前日において、上尾市長等政治倫理条例附則第７項の規定による廃止前

の政治倫理の確立のための上尾市長の資産等の公開に関する条例（平成７年上尾市条例第29号）

第５条第１項の規定により保存されている資産等報告書及び資産等補充報告書、所得等報告書並

びに関連会社等報告書の訂正については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年10月20日規則第85号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年11月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の上尾市長等政治倫理条例施行規則（以下「新規則」という。）第３条

第２項及び第４条第３項の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に提出

する上尾市長等政治倫理条例（令和２年上尾市条例第36号。以下「条例」という。）第６条第１

項の資産等報告書及び同条第２項の資産等補充報告書について適用し、施行日前に提出した同条

第１項の資産等報告書及び同条第２項の資産等補充報告書については、なお従前の例による。 

３ 新規則第４号様式の規定は、施行日以後に提出する条例第７条第１項の所得等報告書について

適用し、施行日前に提出した同項の所得等報告書については、なお従前の例による。 
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市民からの調査請求に対する事務手順

市
民

調
査
請
求
代
表
者

⑦ 調査報告書の要旨を通知

⑦' 調査報告書の公表・閲覧　(調査報告書の提出を受けた日から5年)

署名審査

③ 調 査 請 求　(返付を受けた日から5日以内)

補正の要求又は却下。却下の場合、その旨と理由を通知

提出日前60日以
内に集めたもの

署名総数、有効・
無効の数を記載

要件審査

　⑤通知　　調査を行う時は「その旨と着手の時期」、行わない時は「その旨と理由」

選
挙
管
理
委
員
会

市
長

（
総
務
課

）

① 提 出

② 返 付　(提出日から20日以内)

調査審議

政
治
倫
理
審
査
会

⑥ 調査報告書
(調査付託された日から90日以内)

④ 提 出 (調査付託)

調査請求者

署名簿

(100人以上)

違反等の疑いを

証する資料

調査請求者

署名簿

(100人以上)

調査請求書
署名有効を証明す

る書面

調査請求者

署名簿

(100人以上)

調査請求書(写)
違反等の疑いを

証する資料(写)
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　⑤' 通 知 (説明会の開催)

(開催日の7日前まで)

市民からの説明会開催請求に対する事務手順

選
挙
管
理
委
員
会

政
治
倫
理
審
査
会

要件審査

③ 調 査 請 求　(返付を受けた日から5日以内)

署名審査

① 提 出

② 返 付　(提出日から20日以内)

署名総数、有効・
無効の数を記載

副市長
教育長

説
明
会
開
催
請
求
代
表
者

市
長

（
総
務
課

）

④ 提 出 (開催請求)

補正又は却下。却下の場合、その旨と理由を通知 　⑤ 通 知　(説明会の開催)

説明会開催

請求者署名簿

(50人以上)

説明会開催

請求者署名簿

(50人以上)

説明会開催請求

書

署名有効を証明す

る書面

説明会開催

請求者署名簿

(50人以上)

説明会開催請求

書(写)

・逮捕後の説明会 ⇒ 起訴又は不起訴の処分がされるまで

・起訴後の説明会の説明会 ⇒ 起訴された日から50日以内

・第1審有罪判決後の説明会 ⇒ 第1審有罪判決の日から50日以内

-23-



 

○上尾市議会議員政治倫理条例 

令和２年10月９日条例第41号 

上尾市議会議員政治倫理条例 

上尾市議会は、平成29年10月の議長逮捕を踏まえ自ら議会改革を推し進め、議会の権能を更に高

めていくことを決意し、議員は住民の代表であることを自覚し、議員と市民との信頼関係の確立に

向け、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、上尾市議会議員（以下「議員」という。）が、その職務が市民の信託による

ものであることに鑑み、市民全体の奉仕者であることを認識し、その権限又は地位の影響力を不

正に行使して自己又は特定の者の利益を図ることのないよう議員倫理に関する基準を定めるとと

もに、必要な措置を講ずることにより、もって公正で民主的な市政の発展に寄与することを目的

とする。 

（議会の役割） 

第２条 議会は、市民の意見及び要望に真摯に耳を傾け、市政の共同運営者として政策を提案し、

条例、予算等を議決し、及び市政運営が適正に行われているかを点検し、監視する。 

（議員の責務） 

第３条 議員は、市民から負託を受けた者として、自らの役割を深く自覚し、品位と名誉を守り、

その使命の達成及び倫理の向上に努めなければならない。 

２ 議員は、政治倫理に反する事実があるとの疑惑を持たれた場合には、その疑惑を解明し、責任

を明らかにするよう努めなければならない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、議員に対し、その地位による影響力を不正に行使するよう働きかけを行ってはな

らない。 

２ 市民は、主権者として自覚を持ち、自らも市政を担い、共に公共の利益を実現するために積極

的に市政運営に参加する。 

（議員倫理基準） 

第５条 議員は、次に掲げる議員倫理に関する基準（以下「議員倫理基準」という。）を遵守しな

ければならない。 

(１) 市政への不信を招くことのないよう品位及び名誉を損なう一切の行為を慎み、その職務に

対して不正の疑惑を持たれるおそれのある行為をしないこと。 
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(２) その権限又は地位を利用していかなる金品も授受しないこと。 

(３) 市が行う工事等の請負契約（下請負に係るものを含む。次条第１項において同じ。）、業

務委託契約及び物品納入契約並びに指定管理者の指定に関し、特定の業者が有利となる取り計

らいをしないこと。 

(４) 人事（職員等の採用、昇任、降任及び転任をいう。）の公正を害する行為を行わないこと。 

(５) 職員の公正な職務執行を妨げ、又はその職権を不正に行使するよう働きかけないこと。 

(６) 補助金等の不正な受給に関与しないこと。 

（市の契約に対する遵守事項） 

第６条 議員、その配偶者若しくは当該議員の一親等内の血族若しくは同居の親族が経営する企業

又は議員が実質的に経営に関与する企業は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第92条の２の規

定の趣旨を尊重し、市が行う工事等の請負契約、業務委託契約及び物品納入契約を辞退するよう

努めなければならない。ただし、災害その他の特別な事情が生じ、それに対応するときは、この

限りでない。 

２ 前項に規定する「議員が実質的に経営に関与する企業」とは、次に掲げるものをいう。 

(１) 議員がその経営方針に関与している企業 

(２) 議員が資本金その他これに準ずるものの３分の１以上を出資している企業 

３ 第１項の規定に該当する議員は、市民に疑惑の念を生じさせないため、責任をもって当該企業

の辞退届を提出するよう努めなければならない。 

４ 前項の辞退届は、議員の任期開始の日又は当該事実の発生した日から起算して30日以内に市長

に提出するものとし、その写しを上尾市議会議長（以下「議長」という。）に送付しなければな

らない。 

（上尾市政治倫理審査会による調査等） 

第７条 議長は、上尾市長等政治倫理条例（令和２年上尾市条例第36号）第11条に規定する上尾市

政治倫理審査会（以下「審査会」という。）に、市長を通じて次に掲げる職務を行わせるものと

する。 

(１) 次条第１項の規定による請求に係る調査を行い、その結果を報告すること。 

(２) 前号に掲げるもののほか、議員に係る政治倫理の確立を図るため、諮問を受けた事項につ

いて調査し、若しくは答申し、又は建議すること。 

（調査の請求） 

第８条 市民又は議員は、次に掲げる事由があると認めるときは、市民にあっては公職選挙法（昭
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和25年法律第100号）第22条第１項又は第３項の規定による選挙人名簿の登録が行われた日におい

て上尾市の選挙人名簿に登録されている者の総数の500分の１以上の連署をもって、議員にあって

は議員の定数の３分の２以上の連署をもって、議長に調査を請求することができる。 

(１) 議員が議員倫理基準に違反した疑いがあるとき。 

(２) 議員が市の契約に対する遵守事項に違反した疑いがあるとき。 

２ 前項の規定により調査を請求しようとする者は、同項各号に掲げる疑いがあることを証する資

料を添付した調査請求書を議長に提出しなければならない。 

３ 議長は、第１項の規定による調査の請求があったときは、市長を経由して、審査会による調査

を求めなければならない。 

（調査協力義務） 

第９条 議員は、審査会の調査に協力しなければならない。 

２ 議員が審査会の調査に協力しなかったとき、又は虚偽の報告をしたときは、審査会は、調査報

告書にその旨を記載しなければならない。 

（審査会の調査結果） 

第10条 審査会は、第８条第３項の規定による調査を求められた日から100日以内に、調査の結果に

ついて調査報告書を作成し、市長を経由して、議長に報告しなければならない。 

２ 議長は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに調査報告書の写しを請求した者の代

表者及び調査の対象となった議員に送付するとともに、当該調査報告書を市民に公表しなければ

ならない。 

（調査結果の尊重） 

第11条 議会は、審査会の調査報告書において、調査の対象となった議員が議員倫理基準及び市の

契約に対する遵守事項に違反したと認められるときは、これを尊重して、市民の信頼を回復する

ために必要な措置を講ずるものとする。 

（説明会の開催等） 

第12条 議員は、次に掲げる場合において、引き続きその職にとどまろうとするときは、市民に対

する説明会（以下「説明会」という。）の開催を議長に請求することができる。この場合におい

て、第３号に該当する議員が説明会の開催を請求することができる期間は、判決のあった日から

30日を経過した日以後20日以内とする。 

(１) 議員が、刑事犯の容疑により逮捕された場合 

(２) 議員が、刑事犯の容疑により起訴された場合 
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(３) 議員が、刑事犯で１審有罪判決の宣告を受けた場合 

２ 議長は、前項の規定による請求があったときは、説明会を開催しなければならない。 

３ 市民は、第１項各号のいずれかに該当する場合であって、説明会が開催されないときにおいて、

議員が引き続きその職にとどまろうとするときは、公職選挙法第22条第１項又は第３項の規定に

よる選挙人名簿の登録が行われた日において上尾市の選挙人名簿に登録されている者50人以上の

連署をもって、説明会の開催を議長に請求することができる。 

４ 議長は、前項の請求があったときは、説明会を開催しなければならない。この場合において、

議員は、説明会に出席し釈明しなければならない。 

５ 市民は、前項の規定により開催された説明会において議員に質問することができる。 

（刑の確定後の措置） 

第13条 議員が刑法（明治40年法律第45号）第197条から第197条の４まで及び第198条に規定する罪

並びに公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律（平成12年法律第130号）

第１条に規定する罪その他職務に関連する犯罪により有罪判決の宣告を受け、刑が確定したとき

は、公職選挙法第11条第１項及び地方自治法第127条第１項の規定により失職する場合を除き、当

該議員は、辞職するものとする。 

（議長職務の代行） 

第14条 議長が第８条第１項又は第12条第１項若しくは第３項の規定による対象となったときは副

議長が、議長及び副議長がともに当該対象となったときは年長の議員が、この条例に規定する議

長の職務を行うものとする。 

（委任） 

第15条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、議長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第７条から第11条まで及び次項の規定は、上尾

市長等政治倫理条例附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日から施行する。（令和３年規

則第１号で令和３年４月１日から施行） 

（上尾市長等政治倫理条例の一部改正） 

２ 上尾市長等政治倫理条例の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

（検討） 
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３ 議会は、この条例の施行後、社会情勢の変化等により必要があると認めるときは、この条例の

規定について検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。 
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○上尾市議会議員政治倫理条例施行規程 

令和２年10月９日議会訓令第１号 

上尾市議会議員政治倫理条例施行規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、上尾市議会議員政治倫理条例（令和２年上尾市条例第41号。以下「条例」と

いう。）第15条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（調査請求の手続等） 

第２条 条例第８条第１項の規定による調査の請求（以下「調査請求」という。）は、これを行お

うとする市民の代表者又は議員が、同条第２項の調査請求書を提出してこれを行わなければなら

ない。 

２ 調査請求書には、調査請求をしようとする市民又は議員が署名（盲人が公職選挙法施行令（昭

和25年政令第89号）別表第１に定める点字で自己の氏名を記載することを含む。以下同じ。）を

しなければならない。この場合において、調査請求書にする署名は、調査請求がなされる日前１

か月以内にされたものでなければならない。 

３ 条例第８条第２項の調査請求書は、次の各号に掲げる調査請求の区分に応じ、当該各号に定め

る様式とする。 

(１) 市民による調査請求 市民調査請求書（第１号様式）及び市民調査請求者署名簿（第２号

様式） 

(２) 議員による調査請求 議員調査請求書（第３号様式） 

（調査請求書の受理後の手続） 

第３条 議長は、調査請求書の提出があったときは、直ちに選挙管理委員会に対し、調査請求をし

た市民が本市の選挙人名簿に登録された者であるか否かの確認を求めるものとする。 

２ 議長は、調査請求が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該調査請求に係る審査会の調査

を求めないことを決定するものとする。ただし、次項の規定により命じた補正が適正になされた

場合は、この限りでない。 

(１) 調査請求書に調査請求日の直近の本市の選挙人名簿に登録されている者の総数の500分の

１以上の者の署名がないとき。 

(２) 調査請求をすることができない対象についてされたものであるとき。 

(３) 調査請求書の記載事項に不備があるとき、又は調査請求書に条例第８条第２項に規定する

疑いがあることを証する資料の添付がないとき。 
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３ 議長は、調査請求が前項各号のいずれかに該当する場合において補正することができるもので

あるときは、相当の期限を定めて、調査請求をした市民の代表者にその補正を命じなければなら

ない。 

４ 議長は、第２項の規定による決定をしたときは、その旨を調査請求をした市民の代表者に書面

により通知するものとする。 

（説明会の開催請求手続） 

第４条 条例第12条第１項の規定による説明会の開催の請求は、議員説明会開催請求書（第４号様

式）を議長に提出してこれを行わなければならない。 

２ 条例第12条第３項の規定による説明会の開催の請求（以下「市民開催請求」という。）は、こ

れを行おうとする市民の代表者が、市民説明会開催請求書（第５号様式）及び説明会開催請求者

署名簿（第６号様式）を提出してこれを行わなければならない。 

３ 市民説明会開催請求書には、市民開催請求をしようとする市民が署名をしなければならない。 

（市民説明会開催請求書の受理後の手続） 

第５条 議長は、市民説明会開催請求書の提出があったときは、直ちに選挙管理委員会に対し、市

民開催請求をした市民が本市の選挙人名簿に登録された者であるか否かの確認を求めるものとす

る。 

２ 議長は、市民説明会開催請求書に、市民が、市民説明会開催請求書を提出して、説明会の開催

を議長に請求した日の直近の本市の選挙人名簿に登録されている者50人以上の署名がないことそ

の他市民開催請求が条例又はこの規程に定める要件を満たしていないものであるときは、当該市

民開催請求を却下する。ただし、次項の規定により命じた補正が適正になされた場合は、この限

りでない。 

３ 議長は、市民開催請求が条例又はこの規程に定める要件を満たしていないものである場合にお

いて補正することができるものであるときは、相当の期限を定めて、市民開催請求をした市民の

代表者にその補正を命じなければならない。 

４ 議長は、第２項の規定による却下をしたときは、その旨を市民開催請求をした市民の代表者に

書面により通知するものとする。 

（説明会の開催の広報等） 

第６条 議長は、条例第12条第２項又は第４項の規定により同条第１項に規定する説明会（以下「説

明会」という。）を開催することを決定したときは、やむを得ない場合を除き、説明会を開催す

る日の14日前までに、説明会を開催すること並びにその日時及び場所を市民に周知しなければな
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らない。 

２ 議長は、条例第12条第４項の規定により説明会を開催するときは、市民開催請求をした市民の

代表者に通知しなければならない。 

（補佐人による議員の説明の補佐） 

第７条 議員は、補佐人を説明会に出席させて、説明を補佐させることができる。 

２ 議員は、補佐人を説明会に出席させようとするときは、あらかじめ書面でその旨を議長に通知

するものとする。 

（議長の議事整理権） 

第８条 議長は、説明会の議事を整理し、説明会の場の秩序を保持し、説明会に関する事務を統括

する。 

２ 説明会に出席した市民は、議長が前項の規定に基づいて行う指示に従わなければならない。 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第３条の規定は、上尾市議会議員政治

倫理条例附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日から施行する。（令和３年規則第１号で令

和３年４月１日から施行） 

-31-



-32-



-33-



-34-



戸尋) 1編〕|

|]=i[|      |う ■1:|
熙や 義 |    

“

″ 菫 |

上尾市告示第 249号

上尾市長等政治倫理条例 (令 和 2年 上尾市条例第 36号 )第 14条 第 1項

の規定によ り上尾市政治倫理審査会 (以 下 「審査会」 とい う。 )か ら審査報

告書の提 出を受 けたため、同条第 2項 の規定によ り、その要 旨を次の とお り

公表す る。

令和 5年 6月 28日                       ・. ~ ■~1

上尾市長  畠 山  稔

1 会議 の経過                     1__ _
令和 5年 6月 2日  第 1回 会議

2 審査の方法

資産等補充報告書、所得等報告書及び関連会社等報告書 (以 下 「資産等

補充報告書等」 とい う。 )に 記載 されている内容 と証明書の符合 を中心に

書面審査 を行 った。

3 審査会か らの意見

資産等補充報告書等の内容については適正に記載 されてお り、証明書 と

も記載 されている内容が符合 していた。

4 審査の結果

市長か ら提 出された資産等補充報告書等は、上尾市長等政治倫理条例に

基づ き作成 されているもの と認 め られ、適正である。
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上尾 市告 示 第 199号

上尾 市長 等政 治 倫 理 条例 (令 和 2年上尾 市 条例 第 36号 )第 4条 第 5項 の

規 定 に よ り、同条 第 3項 の請 負 契約 等 の辞 退届 の提 出状 況 (令 和 4年 1月 1

6日 以後 に提 出 され た もの に限 る。 )を 次 の とお り公 表 す る。

令 和 5年 5月 12日

上尾 市 長   畠  山

市長

稔

提 出 した 法 人 の 名 称
役員 等

の氏名
関 係 辞 退 届 の 受 理 年 月 日

上尾伊奈資源循環組合 畠山 稔 本 人 令 和 5年 4月 10日
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遵守すべき職務に係る倫理原則の明記

この条例は、職員の職務に係る法令の遵守及び倫理の保持に関して必要な措置を講ずることにより、職務の遂行の公正さに対する市民の疑惑や不
信を招くような行為の防止を図り、もって公務に対する市民の信頼を確保することを目的とする。

条例制定の目的

上 尾 市 職 員 倫 理 条 例

平成２９年度に発生した上尾市西貝塚環境センターの入札に関する事件に対する第三者調査委員会からの再発防止策の提言を受けて、令和２
年６月定例会に上程、閉会中の継続審議となり、その後、計３度の委員会で審議を開催、９月定例会で否決となった。その際の審議内容や審議
中に発覚したブロック塀問題への調査特別委員会の提言を受け、修正した条例案を令和２年３月定例会に再度上程し、可決となった。

条例制定の経緯

第三者調査委員会から提言

 【職員倫理条例の制定】

① 職員倫理基準の明示
② 内部通報制度の見直し
③ 不当な要求を断れる組織体制
の確立

 【コンプライアンス意識の徹底】

④ 市長、市議を含めた職員への
コンプライアンス等に関する研修
の実施 （少なくとも年１回）

市長・副市長・教育長を含めた職員が遵守すべき職務に係る倫理原則を明記。

外部委員によるコンプライアンス審査会の設置
外部組織として、弁護士等で構成する外部委員による審査会を設置し、不当要求行為等
への対応や職員のコンプライアンスに係る調査等を行う。

『不当要求行為』への組織的対応

不当要求があった場合に、その対応手順や体制について定める。

外部に公益通報窓口を設置
これまでの公益通報(内部通報)に関する要綱において、通報窓口は内部にしかなかったため、
外部委員による通報窓口を設置し、公益通報の実効性を高める。

コンプライアンス推進委員会及びコンプライアンス担当部署の設置

内部組織として、職員で構成される推進委員会を設置し、コンプライアンスの保持を図る。
不当要求行為等を受けた報告先として、特定任期付職員（弁護士）を配置する「コンプライ
アン担当部署」を設置。直接、上司を通さず報告する仕組みとし、組織内の情報共有を図る。

『特別職からの働きかけ』への組織的対応

市長、議員等から市職員に対する、過度な働きかけを防止するための対応手順を定め、
職員の公正な職務の遂行を妨げる行為の防止を図る。

施行日：附則により、以下のとおり施行。
職員等の倫理原則(第1～６条):令和２年４月1日
組織的対応・公益通報(第７条以降):規則で定める日

条例の主なポイント

調査特別委員会から提言

 議員及び上司からの要望、指示を
全て記録・保存

 上司を通さず、直接外部機関へ報
告する仕組みを構築すること

 面会記録作成の徹底

要望等の記録・報告
職員の職務に対して行われる要望等について、原則記録・保存する。-41-



 

○上尾市職員倫理条例 

令和２年３月26日条例第11号 

上尾市職員倫理条例 

（目的） 

第１条 この条例は、職員が市民全体の奉仕者であってその職務は市民から負託された公務である

ことに鑑み、職員の職務に係る法令（条例及び規則を含む。以下同じ。）の遵守及び倫理の保持

に関して必要な措置を講ずることにより、職務の遂行の公正さに対する市民の疑惑や不信を招く

ような行為の防止を図り、もって公務に対する市民の信頼を確保することを目的とする。 

（定義等） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 職員 次のアからウまでに掲げる者をいう。 

ア 市長、副市長及び教育長 

イ 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第３条第２項に規定する一般

職に属する職員 

ウ 特別職（アに掲げる者を除き、法第３条第３項第１号及び第３号に掲げる職（議会の議員

を除く。）に限る。）に属する職員 

(２) 職員等 次のアからエまでに掲げる者をいう。 

ア 職員 

イ 特別職（法第３条第３項第２号、第３号の２及び第５号に掲げる職に限る。）に属する職

員 

ウ 市と請負契約その他の契約を締結している事業に従事する労働者 

エ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指定管理者が行う公の施

設の管理業務に従事する労働者 

(３) 任命権者 法第６条第１項に規定する任命権者（同条第２項の規定により同条第１項に規

定する権限の一部を委任された者を含む。）をいう。 

(４) 事業者等 法人（法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものを含む。

以下同じ。）その他の団体及び事業を行う個人（当該事業の利益のためにする行為を行う場合

における個人に限る。）をいう。 

(５) コンプライアンス 職員が、法令を遵守することを基本に、次条に規定する倫理原則に基

づき、高い倫理観を持って、市民のために積極的、自主的かつ誠実に職務を遂行することをい
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う。 

(６) 要望等 職員に対して行われる当該職員の職務に関する要望、請求、要請その他名称のい

かんを問わず職員の作為又は不作為を求める一切の行為をいう。 

(７) 不当要求行為等 要望等のうち、次のアからオまでに掲げる行為をいう。 

ア 市が行う許認可その他の行政処分又は請負契約その他の契約に関し、正当な理由なく、特

定の法人その他の団体又は個人に対し、有利な取扱いをし、又は不利な取扱いをするよう要

求する行為 

イ 入札の公正を害し、又は公正な契約事務の遂行を妨げる行為 

ウ 人事（職員（第１号アに掲げる者を除く。）の採用、任用、昇任、降任、転任等をいう。）

の公正を害する行為 

エ 暴力、乱暴な言動その他の社会常識を逸脱した手段により要求の実現を図り、又は公正な

職務の遂行に支障を生じさせる行為 

オ アからエまでに掲げるもののほか、正当な理由なく、特定の法人その他の団体又は個人に

対し、有利な取扱いをし、又は不利な取扱いをするよう要求する行為 

(８) 働きかけ行為 要望等のうち、職員（第１号イに掲げる者に限る。）に対し、職務に関し

正当な理由なく、特別職（法第３条第３項第１号に掲げる職に限る。）に属する職員が行う規

則に定める行為で、職員の公正又は正当な職務の遂行を妨げることを働きかける行為（不当要

求行為等に該当する行為を除く。）をいう。 

(９) 公益通報 公益を守るために、職員等が、知り得た市政運営に関する違法行為又は違法の

おそれのある行為について通報することをいう。ただし、不正の利益を得る目的、他人に損害

を加える目的その他の不正な目的で行うものを除く。 

２ この条例の規定の適用については、事業者等の利益のためにする行為を行う場合における当該

事業者等の役員、従業員、代理人その他の者は、事業者等とみなす。 

（職員が遵守すべき職務に係る倫理原則） 

第３条 職員は、市民全体の奉仕者であり、市民の一部の者に対してのみの奉仕者ではないことを

自覚し、職務上知り得た情報について市民の一部の者に対してのみ有利な取扱いをする等市民に

対し不当な差別的取扱いをしてはならない。 

２ 職員は、法令遵守の重要性を深く認識するとともに、倫理意識の高揚に努め、常に公正な職務

の遂行に当たらなければならない。 

３ 職員は、職務の遂行に当たっては、市民その他市政に関わりのある者に対して業務に関する説
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明を十分に行い、理解と協力を得るよう努めなければならない。 

４ 職員は、常に公私の別を明らかにし、いやしくもその職務や地位を自らや自らの属する組織の

ための私的利益のために用いてはならない。 

５ 職員は、法令により与えられた権限の行使に当たっては、規則で定める利害関係者との関係に

注意を払い、市民の疑惑や不信を招くような行為として規則で定めるものをしてはならない。 

６ 職員は、職務の遂行に当たっては、公共の利益の増進を目指し、全力を挙げてこれに取り組ま

なければならない。 

７ 職員は、勤務時間外においても、自らの行動が公務の信用に影響を与えることを常に認識して

行動しなければならない。 

（管理監督者の責務） 

第４条 職員を管理し、又は監督する地位にある職員（第13条第３項において「管理監督者」とい

う。）は、その職務の重要性を自覚し、率先して自らを律するとともに、所属職員への適切な指

導及び監督を行い、公正な職務の遂行及び厳正な服務規律の確保を図らなければならない。 

（任命権者の責務） 

第５条 任命権者は、職員の職務に係る倫理の保持に資するため、研修その他必要な措置を講じな

ければならない。 

（体制の整備及び調整等） 

第６条 市は、コンプライアンスの推進及び保持を図るための体制の整備その他必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 職員の職務に関するコンプライアンスの推進及び保持を図るため、コンプライアンスを監理す

る担当部署（以下「コンプライアンス担当部署」という。）を置く。 

３ コンプライアンス担当部署は、職員に対しその職務に係るコンプライアンスに関する指導、助

言その他必要な措置を講ずるものとする。 

（コンプライアンス審査会） 

第７条 コンプライアンスの推進を図るための体制の確立を図り、公正な職務の遂行を確保するた

め、地方自治法第138条の４第３項の規定により、上尾市コンプライアンス審査会（以下「審査会」

という。）を設置する。 

２ 審査会の所掌事務は、次に掲げる事項とする。 

(１) 不当要求行為等の調査、報告等に関すること。 

(２) 働きかけ行為の調査、報告等に関すること。 
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(３) 公益通報の調査、報告等に関すること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、コンプライアンスの推進に関し必要な事項 

３ 審査会は、委員３人をもって組織する。 

４ 委員は、弁護士及びその他の法令に関し専門的知識を有する者又は識見を有する者のうちから、

市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 審査会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

８ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

９ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

10 審査会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

11 審査会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

12 審査会の行う調査等の手続は、公開しない。 

13 審査会は、必要があると認めるときは、関係者に対して、会議への出席を求めて、その意見又

は説明を聴くことができる。 

14 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

15 審査会の庶務は、総務部において処理する。 

16 前各項に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、審査会が定める。 

（コンプライアンス推進委員会） 

第８条 市におけるコンプライアンスを組織的に推進するため、上尾市コンプライアンス推進委員

会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会の所掌事務は、次に掲げる事項とする。 

(１) 市におけるコンプライアンスの確保に関すること。 

(２) 不当要求行為等に関すること。 

(３) 働きかけ行為に関すること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、コンプライアンスの推進に関すること。 

３ 委員会は、規則で定める職員をもって構成する。 

４ 前３項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 
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（要望等に対する基本原則） 

第９条 職員は、市民の市政への参画と協働を実現するため、市政運営に対する要望等の重要性を

十分に理解し、誠実にその内容を受け止め、適正に対応しなければならない。 

２ 職員は、特定のものを特別に扱うことを求める要望等に対しては、他のものの権利及び利益を

害さないよう十分に留意し、正当な理由なく、特定のものに対して便宜又は利益を図ることにな

らないよう慎重かつ適切に対応しなければならない。 

３ 職員は、不当要求行為等及び働きかけ行為が行われた場合（不当要求行為等及び働きかけ行為

が行われるおそれがあると認める場合を含む。）は、公正な職務の執行及び職員の安全の確保を

図るため、複数の職員により組織的に毅(き)然とした態度で冷静に対応しなければならない。 

（要望等の記録） 

第10条 職員は、要望等を書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られた記録を含む。以下同じ。）以外の方法により受けたときは、その内容

を記録しなければならない。この場合において、当該記録をするに当たっては、不実又は虚偽の

記載をしてはならない。 

２ 要望等の記録に関し必要な事項は、規則で定める。 

（記録の例外） 

第11条 職員は、前条第１項前段の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、当

該要望等の内容を記録しないことができる。 

(１) 公式又は公開の場における要望等であって、議事録その他これに類するものとして別途記

録がなされるとき。 

(２) 要望等の内容が事実関係の確認又は単なる問い合わせ、意見等にすぎないことが明白であ

るとき。 

(３) 職員の職務について一定の作為又は不作為を求めるものでないとき。 

(４) 公職者（国会議員、地方公共団体の議会の議員及び他の地方公共団体の長（これらの者の

秘書、代理人及び使者を含む。）をいう。）以外の者からの要望等であって、その内容が次の

いずれかに該当するとき（当該要望等の内容が自ら又は特定のものに特別の利益又は不利益を

与えることを求めるものであって、公正な市政運営を阻害するおそれがあると認めるときを除

く。）。 

ア 日常的に行われる営業活動に係るもの 

イ 多数の者が利用する公の施設における利用者その他の関係者との間で日常的になされるも
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の 

ウ 職員が多数の要望者に順次応対するような場合であって、記録することが困難なもの 

エ その場で用件が終了し、職員が要望者に対して改めて対応し、又は回答する必要がないも

の 

（要望等の報告） 

第12条 職員は、第10条第１項前段の規定による記録をしたとき、及び要望等（申請（行政手続法

（平成５年法律第88号）第２条第３号及び行政手続条例（平成10年上尾市条例第４号）第２条第

４号に規定する申請をいう。）を除く。）が書面でなされたときは、規則で定めるところにより、

これらの記録若しくは書面又はこれらの写しを、速やかに任命権者に提出しなければならない。 

（不当要求行為等への組織的対応） 

第13条 職員（市長を除く。）は、不当要求行為等を受け、又は不当要求行為等に関する事実を知

ったとき（不当要求行為等が行われるおそれがあると認める場合を含む。）は、直ちに当該不当

要求行為等の内容を記録し、コンプライアンス担当部署に報告しなければならない。ただし、必

要があると認められるときは、審査会に対し直接報告することができる。 

２ コンプライアンス担当部署は、前項本文の規定による報告を受けたときは、公正な職務を遂行

し、及びコンプライアンスを保持するために必要な対策を講ずるとともに、当該報告の内容を委

員会に報告しなければならない。ただし、必要があると認められるときは、審査会に対し直接報

告することができる。 

３ コンプライアンス担当部署は、前項本文の規定による報告をするときは、第１項本文の規定に

よる報告を行った職員の上司又は管理監督者（規則で定める職員を除く。以下「所属長」という。）

に報告し、必要に応じて、当該報告に係る対策について指導、助言その他必要な措置を講ずるよ

う支援するものとする。 

４ 所属長は、前項の規定による報告を受けたときは、公正な職務を遂行するために必要な対策を

講ずるものとする。 

５ 委員会は、第２項本文の規定による報告を受けたときは、事実関係についての調査を行い、当

該報告を行ったコンプライアンス担当部署及び第３項の規定による報告を受けた所属長に対し、

必要に応じて対策を指示するものとする。 

６ 委員会は、前項の規定による調査の結果、不当要求行為等を行った者（第８項ただし書及び次

条において「行為者」という。）に対して文書で警告する必要があると認めるときは、審査会に

通知するとともに、市長及び当該事案に係る任命権者（以下「市長等」という。）に報告しなけ
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ればならない。ただし、市長等に報告することが適当でないときは、審査会に対する通知のみを

行うことができる。 

７ 審査会は、第１項ただし書若しくは第２項ただし書の規定による報告又は前項の規定による通

知を受けたときは、必要な調査を行い、その結果を市長等に報告するものとする。この場合にお

いて、審査会は、市長等が行う措置について意見を述べることができる。 

８ 審査会は、前項の規定による調査の結果、必要があると認めるときは、次条第２項に規定する

事項を公表することができる。ただし、同条第１項に規定する警告が行われない場合にあっては、

当該行為者の氏名、前項後段に規定する意見の内容その他の事項について公表することができる。 

（不当要求行為等の行為者に対する措置） 

第14条 市長等は、前条第７項の規定による報告が文書で警告する必要がある旨のものであるとき

は、当該報告に基づいて、行為者に対し、文書で警告を行うものとする。 

２ 市長等は、前項の警告を行う場合において必要があると認めるときは、当該行為者の氏名、警

告の内容その他の事項について公表することができる。 

３ 市長等は、第１項の警告を行ったにもかかわらず当該不当要求行為等が中止されないときは、

市の事務又は事業（第17条において「事務事業」という。）において、必要な措置を講ずること

ができる。 

４ 市長等は、前３項の規定による措置を講ずるときは、前条第７項後段に規定する意見を尊重し

なければならない。 

（働きかけ行為への組織的対応） 

第15条 前２条の規定は、職員（第２条第１項第１号イに掲げる者に限る。）が働きかけ行為を受

けた場合について準用する。この場合において、前２条中「不当要求行為等」とあるのは、「働

きかけ行為」と読み替えるものとする。 

（不当要求行為等及び働きかけ行為を受けた職員の保護） 

第16条 市長等は、第13条第１項（前条において準用する場合を含む。）の規定による報告を行っ

た職員又は第13条第２項（前条において準用する場合を含む。）の規定による報告を行ったコン

プライアンス担当部署に所属する職員に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱

いをしてはならない。 

（公益通報の対象） 

第17条 公益通報は、市の事務事業若しくは市から事務事業を受託し、若しくは請け負った事業者

等における当該事務事業に関する事実、市の施設の指定管理者における当該施設の管理運営に関
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する事実又は職員に関する事実で、次の各号のいずれかに該当するものを対象とする。 

(１) 法令に違反する事実 

(２) 人の生命、身体、財産若しくは生活環境を害し、又はこれらに重大な影響を与える事実 

(３) 前２号に該当するおそれのある事実 

（公益通報の方法） 

第18条 職員等は、市政の運営に関し、前条に規定する事実（以下「通報対象事実」という。）が

生じ、又はまさに生じようとしていることを知り得たときは、審査会に対して公益通報をするも

のとする。 

２ 職員等は、公益通報をする場合は、原則として実名により行わなければならない。ただし、職

員等により違法な行為又は違法であるおそれが高い行為がなされていることが明確であって、か

つ、通報対象事実が確実にあると信ずるに足りる相当の根拠が示された場合は、この限りでない。 

３ 職員等は、公益通報をするに当たっては、確実な資料に基づき誠実に行わなければならない。 

４ 職員等は、公益通報の濫用により、いたずらに公務の運営に支障を生じさせてはならない。 

（公益通報の対象となる事実に関する審査会の調査等） 

第19条 審査会は、前条第１項の規定による公益通報を受けたときは、通報対象事実の存否に関す

る調査の必要性を十分に検討し、調査を行う場合はその旨及び着手の時期を、調査を行わない場

合はその旨及び理由を、当該公益通報をした職員等（以下「通報者」という。）に対し、遅滞な

く通知するものとする。 

２ 審査会は、公益通報の概要及び対応方針を市長等に報告するものとする。 

３ 審査会は、通報者の秘密を守るため、通報者が特定されないよう十分に配慮しつつ、遅滞なく

調査を行い、当該調査の結果を市長等に報告するものとする。 

４ 審査会は、利害関係を有する者のプライバシー等に配慮しつつ、通報者に対し、調査の進捗状

況について適宜通知するとともに、当該調査の結果を遅滞なく通知するものとする。 

５ 前条第２項ただし書の規定に該当することにより公益通報が実名により行われなかった場合は、

第１項及び前項の規定による通知は行わないものとする。 

（公益通報の調査結果に基づく措置の実施） 

第20条 市長等は、前条第３項の規定により通報対象事実があると認める報告を受けたときは、速

やかに是正措置、再発防止策等（以下「是正措置等」という。）を講ずるとともに、その内容を

審査会に通知するものとする。この場合において、市長等は、必要があると認めるときは、当該

事案に係る関係者の処分を行うものとする。 
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２ 市長等は、前項の規定により是正措置等を講じたときは、必要に応じて、その内容の全部又は

一部を適宜公表するものとする。 

（公益通報の通報者への是正措置等の通知） 

第21条 審査会は、前条第１項の規定により市長等が是正措置等を講じたときは、その内容を、利

害関係を有する者のプライバシー等に配慮しつつ、通報者に対し、遅滞なく通知するものとする。

ただし、第18条第２項ただし書の規定に該当することにより公益通報が実名により行われなかっ

た場合は、この限りでない。 

（公益通報の通報者等の保護） 

第22条 市長等は、通報者及び通報対象事実の存否に関する調査に協力した者に対し、公益通報を

し、又は当該調査に協力したことを理由として不利益な取扱いをしてはならない。 

（職員等以外の者による公益目的通報） 

第23条 職員等以外の者は、通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていることを知り得た

ときは、審査会に対して公益を目的とする通報をすることができる。 

２ 職員等以外の者は、公益を目的とする通報をする場合は、原則として実名により行わなければ

ならない。ただし、職員等により違法な行為又は違法であるおそれが高い行為がなされているこ

とが明確であって、かつ、通報対象事実が確実にあると信ずるに足りる相当の根拠が示された場

合は、この限りでない。 

３ 第18条第３項及び第４項並びに第19条から前条までの規定は、第１項に規定する公益を目的と

する通報について準用する。この場合において、これらの規定中「職員等」とあるのは「職員等

以外の者」と、「公益通報」とあるのは「公益を目的とする通報」と、第19条第１項中「前条第

１項」とあるのは「第23条第１項」と、同条第５項中「前条第２項ただし書」とあるのは「第23

条第２項ただし書」と、第21条ただし書中「第18条第２項ただし書」とあるのは「第23条第２項

ただし書」と読み替えるものとする。 

（職員等の協力） 

第24条 職員等は、この条例の規定に基づき審査会が行う調査に誠実に協力しなければならない。 

（公表） 

第25条 市長は、毎年度、職員の職務に係る倫理の保持に関する状況及び職員の職務に係る倫理の

保持に関して任命権者が講じた措置について、市民に公表するものとする。 

（委任） 

第26条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第７条から第25条まで及び次項の規定

は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。（令和

２年規則第66号で令和２年９月25日から施行） 

（上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年上尾市条例第

17号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 
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○上尾市職員倫理条例施行規則 

令和２年３月31日規則第45号 

改正 

令和２年９月24日規則第65号 

令和３年３月31日規則第35号 

令和３年７月30日規則第71号 

上尾市職員倫理条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、上尾市職員倫理条例（令和２年上尾市条例第11号。以下「条例」という。）

第26条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則で使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（条例第２条第１項第８号の規則で定める行為） 

第３条 条例第２条第１項第８号の規則で定める行為は、次に掲げることを求める行為とする。 

(１) 職務上知り得た秘密を漏らすこと。 

(２) 職務の遂行の公正さに対する市民の疑惑や不信を招くようなことを行うこと。 

(３) 前２号に掲げるもののほか，職員としての倫理に反することを行うこと。 

（条例第３条第５項の規則で定める利害関係者） 

第４条 条例第３条第５項の規則で定める利害関係者は、職員（条例第２条第１項第１号に規定す

る職員をいう。以下同じ。）が職務として携わる次の各号に掲げる事務の区分に応じ、当該各号

に定めるもの（そのものの、役員、従業員、代理人等を含む。）をいう。 

(１) 許認可等（行政手続法（平成５年法律第88号）第２条第３号及び上尾市行政手続条例（平

成10年上尾市第４号）第２条第４号に規定する許認可等をいう。以下この号において同じ。）

をする事務 当該許認可等を受けて事業を行っているもの、当該許認可等の申請をしているも

の及び当該許認可等の申請をしようとしていることが明らかであるもの 

(２) 補助金等（上尾市補助金等交付規則（昭和54年上尾市規則第４号）第２条第１号に規定す

る補助金等をいう。以下この号において同じ。）を交付する事務 当該補助金等の交付を受け

て当該交付の対象となる事務又は事業を行っているもの、当該補助金等の交付の申請をしてい

るもの及び当該補助金等の交付の申請をしようとしていることが明らかであるもの 

(３) 立入検査等（法令の規定に基づき行われるものに限る。）をする事務 当該立入検査等を
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受けるもの 

(４) 不利益処分（行政手続法第２条第４号及び上尾市行政手続条例第２条第５号に規定する不

利益処分をいう。）をする事務 当該不利益処分をしようとする場合における当該不利益処分

の相手方となるべきもの 

(５) 行政指導（行政手続法第２条第６号及び上尾市行政手続条例第２条第７号に規定する行政

指導をいう。）をする事務 当該行政指導により現に一定の作為又は不作為を求められている

もの 

(６) 契約に関する事務 当該契約を締結しているもの、当該契約の申込みをしているもの及び

当該契約の申込みをしようとしていることが明らかであるもの 

(７) 市の機関が所掌する事務（前各号に掲げる事務を除く。） 当該事務に係る事業を行って

いるもの 

（条例第３条第５項の規則で定めるもの） 

第５条 条例第３条第５項の規則で定めるものは、次に掲げる行為とする。 

(１) 利害関係者との間において行う行為であって、次のアからケまでのいずれかに該当するも

の 

ア 金銭、小切手、商品券、不動産、物品等の贈与を受けること。 

イ 会食をすること。 

ウ 遊技（スポーツを含む。）をすること。 

エ 旅行（公務のための旅行を除く。）をすること。 

オ 講演、出版物への寄稿等に伴い、謝礼又は報酬を受けること。 

カ 適正な対価を支払わずに役務の提供を受けること。 

キ 適正な対価を支払わずに物品又は不動産の貸付けを受けること。 

ク 金銭の貸付け（業として行われる金銭の貸付けにあっては、無利子のもの又は利率が通常

より著しく低いものに限る。）を受けること。 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、一切の利益や便宜の供与を受けること。 

(２) 入札談合等（入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべ

き行為の処罰に関する法律（平成14年法律第101号）第２条第４項に規定する入札談合等をいう。

ア及びオにおいて同じ。）に関与する行為であって、次のアからカまでのいずれかに該当する

もの 

ア 事業者等に入札談合等を行わせること。 
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イ 事業者等の働きかけに応じ、又は事業者等に自ら働きかけ、受注者を指名し、又は受注を

希望する業者名を教示し、若しくは示唆すること。 

ウ 事業者等に対して、公開していない予定価格を漏えいすること。 

エ 事業者等以外の第三者の求めに応じて、公開していない予定価格を漏えいすること。 

オ 指名競争入札において、事業者等からの依頼を受け、又は事業者等に自ら働きかけ、特定

の事業者等を入札参加者として指名すること。 

カ アからオまでに掲げるもののほか、入札談合等に関与する行為であって、入札等の公正を

害すべき一切の行為を行うこと。 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する行為は、同項第１号の行為に

は該当しないものとみなす。 

(１) 親族関係、個人的な友人関係その他の私的な関係に基づく行為であって、職務に関係のな

いもの 

(２) 職務上必要な会議等における会食その他職務の執行の公正さを損なうおそれがないと任命

権者が認めた行為 

(３) 市が主催する行事に伴って行う前項第１号イからエまでに掲げる行為 

(４) 社会通念上儀礼の範囲内と認められる香典、見舞金等を受ける行為 

（コンプライアンス担当部署の組織） 

第６条 条例第６条第２項に規定するコンプライアンス担当部署は、総務部法務監及び総務部総務

課の職員のうちから市長が指名する職員をもって組織する。 

（条例第８条第３項の規則で定める職員） 

第７条 条例第８条第３項の規則で定める職員は、副市長の職にある者、総務部長の職にある者及

び市長が指名する職員とする。 

（委員会の組織） 

第８条 条例第８条第１項に規定する委員会（以下「委員会」という。）は、委員長、副委員長及

び委員５人をもって組織する。 

２ 委員長は、副市長の職にある者をもって充てる。 

３ 副委員長は、総務部長の職にある者をもって充てる。 

４ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職

務を代理する。 
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（委員会の会議） 

第９条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員会を組織する者の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 委員長、副委員長及び委員は、自己に関係する議事に参与することができない。 

４ 委員会の会議の議事は、出席した委員会を組織する者（議長を除く。）の過半数をもって決し、

可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（庶務） 

第10条 委員会の庶務は、総務部職員課において処理する。 

（要望等の記録） 

第11条 条例第10条第１項前段の規定による記録は、要望等記録兼報告書（第１号様式）に必要な

事項を記載して行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、職員が、同項の要望等記録兼報告書に代えて、要望等記録兼報告書

に記載すべき事項が記載された書面を作成したときは、当該書面を要望等記録兼報告書とみなす。 

（要望等の移送） 

第12条 職員は、当該職員以外の職員の職務に関する要望等を受けたときは、当該要望等を所管す

る部署の職員に適切に移送するものとする。 

２ 前項の規定による移送を受けた職員は、条例及びこの規則の規定に基づき、当該移送された要

望等を適切に処理するものとする。 

（要望等の報告等） 

第13条 条例第12条の規定による要望等（不当要求行為等又は働きかけ行為に該当するものを除

く。）の報告は、条例第10条第１項前段の規定による記録をしたときにあっては要望等記録兼報

告書（第10条第２項の規定により要望等記録兼報告書とみなされる書面を含む。第14条において

同じ。）を、要望等（申請（行政手続法（平成５年法律第88号）第２条第３号及び上尾市行政手

続条例（平成10年上尾市条例第４号）第２条第４号に規定する申請をいう。）を除く。以下この

条において同じ。）が書面でなされたときにあっては当該書面又は当該書面の写しを、次の各号

に掲げる要望等の区分に応じ、当該各号に定める職にある者まで、順次直属の上司を経て提出す

ることにより行わなければならない。 

(１) 重要なもの 市長及び任命権者 

(２) 一般的なもの 上尾市事務専決規程（昭和48年上尾市訓令第２号）第２条第４号に規定す

る部長、市長政策室長、消防長、会計管理者及び任命権者が指名する職員 
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(３) 定例又は軽易なもの 上尾市事務専決規程第２条第６号に規定する課長、新型コロナウイ

ルス対策室長、子ども家庭総合支援センター所長、発達支援相談センター所長、西貝塚環境セ

ンター所長、出納室長及び任命権者が指名する職員 

（条例第13条第３項の規則で定める職員） 

第14条 条例第13条第３項の規則で定める職員は、上尾市組織規則（昭和59年上尾市規則第11号）

第１条の２第２項に規定するリーダー及びこれに準ずる者で任命権者が指名する職員とする。 

（不当要求行為等の報告等） 

第15条 条例第13条第１項本文の規定による報告は、要望等記録兼報告書により行うものとする。

ただし、この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。 

２ 条例第13条第１項ただし書及び第２項ただし書の規定による条例第７条第１項に規定する審査

会（以下「審査会」という。）に対する報告は、審査会への不当要求行為等報告書（第２号様式）

により行うものとする。 

３ 条例第13条第２項本文の規定による報告は、不当要求行為等報告書（第３号様式）により行う

ものとする。 

４ 条例第13条第６項の規定による通知は、不当要求行為等に関する調査結果通知書（第４号様式）

により行うものとする。 

５ 第１項ただし書の規定は、前３項の報告書及び通知書の様式について準用する。 

（不当要求行為等に係る調査） 

第16条 審査会及び委員会は、条例第13条第５項及び第７項の規定による調査を行うときは、不当

要求行為等を受けた職員その他の関係者に対し、必要な資料の提出を求め、説明及び意見を聴く

ことができる。 

２ 審査会及び委員会は、条例第13条の規定に基づく調査を行うときは、不当要求行為等を行った

疑いのある者に対し、意見陳述の機会を付与するものとする。ただし、当該機会を付与すること

ができないことに関し正当な理由があるときは、この限りでない。 

３ 前項の意見陳述は、書面により行うことができる。 

（不当要求行為等に係る審査会の調査結果の報告） 

第17条 審査会は、条例第13条第７項の規定による報告を行うときは、その理由を明らかにして行

うものとする。 

２ 条例第13条第７項の規定による報告は、不当要求行為等に関する調査結果報告書（第５号様式）

により行うものとする。 
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３ 第15条第１項ただし書の規定は、前項の報告書の様式について準用する。 

（不当要求行為等の行為者に対する警告） 

第18条 条例第14条第１項の規定による警告は、不当要求行為等に対する警告書（第６号様式）に

より行うものとする。 

２ 第15条第１項ただし書の規定は、前項の警告書の様式について準用する。 

（働きかけ行為の報告等） 

第19条 第14条から前条までの規定は、職員が働きかけ行為を受けた場合について準用する。 

（公益通報の方法等） 

第20条 条例第18条第１項の規定による公益通報及び第23条第１項の規定による通報（以下「公益

通報等」という。）は、郵送又はファクシミリにより行うものとする。 

２ 公益通報等は、公益（目的）通報書（第７号様式）により行うものとする。 

３ 第15条第１項ただし書の規定は、前項の通報書の様式について準用する。 

４ 公益通報等の処理に従事する者は、自己に関係する事案の処理に関与してはならない。 

（公益通報等の受付等） 

第21条 審査会は、公益通報等を受けたときは、通報受付票（第８号様式）及び通報案件管理台帳

（第９号様式）を作成するものとする。 

２ 審査会は、条例第19条第１項（条例第23条第３項において準用する場合を含む。）の規定によ

る通知をするときは、公益（目的）通報の調査に係る通知（第10号様式）により行うものとする。 

３ 審査会は、条例第19条第２項（条例第23条第３項において準用する場合を含む。）の規定によ

る報告をするときは、第１項の通報受付票を添付して行うものとする。 

（公益通報等に係る調査） 

第22条 審査会は、条例第19条第３項（条例第23条第３項において準用する場合を含む。次条第１

項及び第２項において同じ。）の規定による調査を行うときは、通報対象事実に係る行為をした

とされる者に対し、意見陳述の機会を付与するものとする。 

２ 第15条第２項ただし書及び第３項の規定は、前項の規定により意見陳述の機会を付与する場合

について準用する。 

（公益通報に係る調査結果の報告） 

第23条 審査会は、条例第19条第３項の規定による報告を行うときは、その理由を明らかにして行

うものとする。 

２ 条例第19条第３項の規定による報告は、公益（目的）通報に係る調査結果報告書（第11号様式）
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により行うものとする。 

３ 条例第19条第４項（条例第23条第３項において準用する場合を含む。）の規定による通知は、

公益（目的）通報に係る調査の進捗状況及び結果報告書（第12号様式）により行うものとする。 

（是正措置等の通知） 

第24条 条例第20条第１項（条例第23条第３項において準用する場合を含む。）の規定による通知

は、公益（目的）通報に係る是正措置等に関する通知（第13号様式）により行うものとする。 

２ 審査会は、条例第21条（条例第23条第３項において準用する場合を含む。）の規定による通知

をするときは、公益（目的）通報に係る是正措置等通知書（第14号様式）により行うものとする。 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年９月24日規則第65号） 

この規則は、令和２年９月25日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日規則第35号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年７月30日規則第71号） 

この規則は、令和３年８月１日から施行する。 
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上尾市職員倫理条例第１０条に基づく要望等の記録・保存 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「要望等の記録・保存」について周知（各課窓口） 
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令和２年度 上尾市職員倫理条例に係る運用状況の公表について                 

≫ 職員倫理条例の運用状況                             

上尾市職員倫理条例（令和２年３月 26 日条例第 11 号）第２５条の規定に基づき、次の

とおり公表します。 

 

１ 要望等                                    

 

【要望等の記録の件数】 

年度 受理件数 

令和２年度（※） 962  

（※ 令和２年９月２５日～令和３年３月３１日） 

要望等とは                                    

職員に対して行われる職務に関する要望、請求、要請その他名称のいかんを問わず職員の

作為又は不作為を求める一切の行為をいいます。 

 なお、その場で用件が終了したものや回答する必要がないものなど、条例第１１条に規定

する記録の例外に該当したものについては除きます。 

 

 

２ 不当要求行為等                                 

 

【不当要求行為等の件数】 

年度 報告件数 警告を行った件数 

令和２年度（※） 6  0  

（※ 令和２年９月２５日～令和３年３月３１日） 

不当要求行為等とは                                    

次のアからオまでに掲げる行為をいいます。 

ア 市が行う許認可その他の行政処分又は請負契約その他の契約に関し、正当な理由な

く、特定の法人その他の団体又は個人に対し、有利な取扱いをし、又は不利な取扱い

をするよう要求する行為 

イ 入札の公正を害し、又は公正な契約事務の遂行を妨げる行為 

ウ 人事（職員の採用、任用、昇任、降任、転任等をいう。）の公正を害する行為 

エ 暴力、乱暴な言動その他の社会常識を逸脱した手段により要求の実現を図り、又は

公正な職務の遂行に支障を生じさせる行為 

オ アからエまでに掲げるもののほか、正当な理由なく、特定の法人その他の団体又は

個人に対し、有利な取扱いをし、又は不利な取扱いをするよう要求する行為 
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３ 働きかけ行為                                  

 

【働きかけ行為の件数】 

年度 報告件数 警告を行った件数 

令和２年度（※） 0  0  

（※ 令和２年９月２５日～令和３年３月３１日） 

働きかけ行為とは                                    

職員に対し、職務に関し正当な理由なく、特別職に属する職員が行う職員の公正又は正

当な職務の遂行を妨げることをいいます。 

 

 

４ 公益（目的）通報                                

 

【公益（目的）通報の件数】 

年度 受理件数 調査に着手した件数 備考 

令和２年度（※） 2  1  継続審査中  

（※ 令和２年９月２５日～令和３年３月３１日） 

公益通報とは                                    

公益を守るために、職員等が、知り得た市政運営に関する違法行為又は違法のおそれのあ

る行為について通報することをいいます。 

 

公益目的通報とは                                    

市民等が職員等に準じて行う通報をいいます。 

 

 

５ 法曹有資格者の配置・活用                                

  

法曹有資格者の配置                                    

 弁護士資格を有する特定任期付職員１名を「法務監」として総務部に配置し、職員が法

律上の課題について相談しやすい体制を整えました。 

 

【法務監による法務相談件数】 

年度 相談件数 

令和２年度 １0３  
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６ 職員研修                                

 

【職員研修の実施状況】 

年度 対象 受講者数 形式 

令和２年度 管理職（市長等を含む）  117  講演  

コンプライアンス推進員  104  ｅラーニング 

その他職員（※）  全職員  職場内研修 

※コンプライアンス推進員を配する全所属の職員 
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上尾市職員倫理条例に係る運用状況の公表について(令和 3 年度分） 

≫ 職員倫理条例の運用状況                             

上尾市職員倫理条例（令和２年３月 26 日条例第 11 号）第２５条の規定に基づき、次の

とおり公表します。 

 

１ 要望等                                    

【要望等の記録の件数】 

年度 受理件数 

令和 3 年度 2,291  

 

要望等とは                                    

職員に対して行われる職務に関する要望、請求、要請その他名称のいかんを問わず職員の

作為又は不作為を求める一切の行為をいいます。 

 なお、その場で用件が終了したものや回答する必要がないものなど、条例第１１条に規定

する記録の例外に該当したものについては除きます。 

 

 

２ 不当要求行為等                                 

【不当要求行為等の件数】 

年度 報告件数 警告を行った件数 

令和 3 年度 2  0  

 

不当要求行為等とは                                    

次のアからオまでに掲げる行為をいいます。 

ア 市が行う許認可その他の行政処分又は請負契約その他の契約に関し、正当な理由な

く、特定の法人その他の団体又は個人に対し、有利な取扱いをし、又は不利な取扱い

をするよう要求する行為 

イ 入札の公正を害し、又は公正な契約事務の遂行を妨げる行為 

ウ 人事（職員の採用、任用、昇任、降任、転任等をいう。）の公正を害する行為 

エ 暴力、乱暴な言動その他の社会常識を逸脱した手段により要求の実現を図り、又は

公正な職務の遂行に支障を生じさせる行為 

オ アからエまでに掲げるもののほか、正当な理由なく、特定の法人その他の団体又は

個人に対し、有利な取扱いをし、又は不利な取扱いをするよう要求する行為 
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３ 働きかけ行為                                  

【働きかけ行為の件数】 

年度 報告件数 警告を行った件数 

令和 3 年度 0  0  

 

働きかけ行為とは                                    

職員に対し、職務に関し正当な理由なく、特別職に属する職員が行う職員の公正又は正

当な職務の遂行を妨げることをいいます。 

 

４ 公益（目的）通報                                

【公益（目的）通報の件数】 

年度 受理件数 調査に着手した件数 備考 

令和 3 年度 0  0   

 

公益通報とは                                    

公益を守るために、職員等が、知り得た市政運営に関する違法行為又は違法のおそれのあ

る行為について通報することをいいます。 

公益目的通報とは                                    

市民等が職員等に準じて行う通報をいいます。 

 

５ 法曹有資格者の配置・活用                                

法曹有資格者の配置                                    

 弁護士資格を有する特定任期付職員１名を「法務監」として総務部に配置し、職員が法

律上の課題について相談しやすい体制を整えました。 

 

【法務監による法務相談件数】 

年度 相談件数 

令和 3 年度 75  

 

６ 職員研修                                   

【職員研修の実施状況】 

年度 対象 受講者数 形式 

令和 3 年度 管理職（市長等を含む）  112  講演  

全職員 全職員  ｅラーニング 

全職員  全職員  職場内研修(事例検討) 
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上尾市職員倫理条例に係る運用状況の公表について(令和４年度分） 

≫ 職員倫理条例の運用状況                             

上尾市職員倫理条例（令和２年３月 26 日条例第 11 号）第２５条の規定に基づき、次の

とおり公表します。 

 

１ 要望等                                    

【要望等の記録の件数】 

年度 受理件数 

令和 4 年度 2,151  

 

要望等とは                                    

職員に対して行われる職務に関する要望、請求、要請その他名称のいかんを問わず職員の

作為又は不作為を求める一切の行為をいいます。 

 なお、その場で用件が終了したものや回答する必要がないものなど、条例第１１条に規定

する記録の例外に該当したものについては除きます。 

 

 

２ 不当要求行為等                                 

【不当要求行為等の件数】 

年度 報告件数 警告を行った件数 

令和 4 年度 2  0  

 

不当要求行為等とは                                    

次のアからオまでに掲げる行為をいいます。 

ア 市が行う許認可その他の行政処分又は請負契約その他の契約に関し、正当な理由な

く、特定の法人その他の団体又は個人に対し、有利な取扱いをし、又は不利な取扱い

をするよう要求する行為 

イ 入札の公正を害し、又は公正な契約事務の遂行を妨げる行為 

ウ 人事（職員の採用、任用、昇任、降任、転任等をいう。）の公正を害する行為 

エ 暴力、乱暴な言動その他の社会常識を逸脱した手段により要求の実現を図り、又は

公正な職務の遂行に支障を生じさせる行為 

オ アからエまでに掲げるもののほか、正当な理由なく、特定の法人その他の団体又は

個人に対し、有利な取扱いをし、又は不利な取扱いをするよう要求する行為 
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３ 働きかけ行為                                  

【働きかけ行為の件数】 

年度 報告件数 警告を行った件数 

令和 4 年度 0  0  

 

働きかけ行為とは                                    

職員に対し、職務に関し正当な理由なく、特別職に属する職員が行う職員の公正又は正

当な職務の遂行を妨げることをいいます。 

 

４ 公益（目的）通報                                

【公益（目的）通報の件数】 

年度 受理件数 調査に着手した件数 備考 

令和 4 年度 0  0   

 

公益通報とは                                    

公益を守るために、職員等が、知り得た市政運営に関する違法行為又は違法のおそれのあ

る行為について通報することをいいます。 

公益目的通報とは                                    

市民等が職員等に準じて行う通報をいいます。 

 

５ 法曹有資格者の配置・活用                                

法曹有資格者の配置                                    

 弁護士資格を有する特定任期付職員１名を「法務監」として総務部に配置し、職員が法

律上の課題について相談しやすい体制を整えました。 

 

【法務監による法務相談件数】 

年度 相談件数 

令和 4 年度 49  

 

６ 職員研修                                   

【職員研修の実施状況】 

年度 対象 受講者数 形式 

令和 4 年度 管理職（市長等を含む）  111  講演  

全職員 全職員  ｅラーニング 

全職員  全職員  職場内研修(事例検討) 
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○上尾市交際費支出基準 

平成12年11月24日市長決裁 

改正 

平成18年４月１日市長決裁 

平成20年３月18日市長決裁 

平成26年３月27日市長決裁 

令和４年２月１日市長決裁 

令和５年９月29日市長決裁 

上尾市交際費支出基準 

第１ 目的 

この基準は、市交際費の支出対象等を明示することにより、市交際費の適正な支出を確保する

ことを目的とする。 

第２ 市交際費 

市交際費とは、市を代表して交際、交渉等を行う上で特に必要であると市長が認める場合に、

予算の範囲内で支出する経費をいう。 

第３ 表意者の範囲 

原則として市長とする。ただし、市長以外の職員については、その職務上特に必要と認められ

る場合に限り、市長政策室長と協議のうえ支出できるものとする。 

第４ 市交際費の支出区分等 

市交際費の支出区分、支出対象及び支出額は、別表のとおりとする。 

第５ その他 

１ 別表の支出額については、地域の慣習等特別な事情により同表に定める支出額により難い場

合には、市長政策室長と協議の上、当該支出額を調整できるものとする。 

２ 市交際費は、その支出内容や金額が常に市民感覚に合致したものとなるよう、社会経済情勢

の変化等に十分配慮して執行するとともに、その適正な執行のため、支出区分、支出対象及び

支出額について適宜見直しを行うものとする。 

附 則 

この基準は、決裁の日から施行する。 

附 則（平成18年４月１日市長決裁） 

この基準は、決裁の日から施行する。 
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附 則（平成20年３月18日市長決裁） 

この基準は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月27日市長決裁） 

この基準は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年２月１日市長決裁） 

この基準は、決裁の日から施行する。 

附 則（令和５年９月29日市長決裁） 

この基準は、令和５年10月１日から施行する。 

別表（第４、第５関係） 

支出区分 支出対象 支出額 

会費 総会、研修会及び懇談会等で飲食を伴うもの 参加費の額（参加費が決まってい

ない場合は、１万円以内で相当と

認められる額） 

弔慰 香典等 原則として１万円以内の額 

見舞い 病気、災害、事故等 原則として１万円以内の額 

協賛 市民の福利厚生等に関する事業 原則として１万円以内の額 

その他 上記に掲げるもののほか、市政推進上市長が

特に必要と認めたもの 

社会通念上妥当と認められる額 
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○上尾市庁舎管理規則 

平成３年１月５日規則第１号 

改正 

平成５年５月31日規則第24号 

平成６年１月12日規則第２号 

平成10年10月27日規則第45号 

平成11年３月２日規則第５号 

平成11年４月１日規則第20号 

平成12年３月13日規則第３号 

平成17年３月７日規則第３号 

平成18年２月20日規則第８号 

平成19年３月30日規則第22号 

平成19年11月28日規則第54号 

平成21年３月31日規則第14号 

平成23年４月１日規則第31号 

平成26年３月31日規則第14号 

平成26年４月１日規則第20号 

平成31年４月１日規則第30号 

令和元年６月３日規則第４号 

上尾市庁舎管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、庁舎の管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

２ 庁舎の管理については、この規則に定めるもののほか、上尾市財産規則（昭和40年上尾市規則

第16号）の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 庁舎 行政財産のうち、市の事務若しくは事業に供し、又は供するものと決定した建物及

びその附帯施設並びにこれらの敷地をいう。 

(２) 課等 上尾市組織規則（昭和59年上尾市規則第11号）第３条各号に定める課及び同規則第

５条の表に掲げる出先機関、上尾市会計管理者の補助組織設置規則（昭和60年上尾市規則第14
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号）第１条の出納室、議会事務局の課、教育委員会事務局の課、選挙管理委員会事務局、監査

委員事務局並びに農業委員会事務局をいう。 

(３) 課等の長 前号に掲げる課等の長の職にある者をいう。 

（庁舎管理者等） 

第３条 庁舎には、別表に定める庁舎管理者を置き、総務部長がこれを総括する。 

２ 庁舎管理者を補助するため、課等（出先機関を除く。）に室管理者を置き、その長をもってこ

れに充てる。 

（庁舎管理者等の職務） 

第４条 庁舎管理者又は室管理者は、当該庁舎について、次に掲げる職務を行わなければならない。 

(１) 秩序の維持に関すること。 

(２) 災害、盗難等の予防に関すること。 

(３) 清掃及び整とんに関すること。 

(４) 設備の保全に関すること。 

(５) 使用の規制に関すること。 

(６) その他管理に関すること。 

（職員の協力義務） 

第５条 職員は、庁舎の維持保全について積極的に協力しなければならない。 

（庁舎開閉時刻等） 

第６条 本庁舎（上尾市役所の位置に関する条例（昭和30年上尾市条例第２号）に定める庁舎をい

う。以下この条において同じ。）の玄関（職員通用口を除く。）の開閉時刻は、次の表のとおり

とする。ただし、庁舎管理者が特に必要があると認めたときは、この限りでない。 

区分 開扉時刻 閉扉時刻 

平日 午前８時 午後５時30分 

市の休日 終日閉扉 

２ 閉扉後に庁舎に出入りしようとする者は、時間外出入者名簿（第１号様式）に所要事項を記載

し、又は電子計算機に入力し、当直員の許可を受けなければならない。 

３ 本庁舎以外の庁舎において玄関の開閉時刻を定める必要があるときは、それぞれ当該庁舎管理

者が市長の承認を得てこれを定めることができる。 

（事務室への立入制限） 
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第６条の２ 職員以外の者は、職員の承認なく事務室に立ち入ってはならない。 

２ 職員以外の者が事務室に立ち入るときは、職員は職務上の秘密が漏えいしないための必要な措

置を講じなければならない。 

（許可を要する行為） 

第７条 庁舎内において次の各号のいずれかに該当する行為をしようとする者は、事前に庁舎管理

者の許可を受けなければならない。 

(１) 物品の販売及び宣伝、保険の勧誘その他これらに類する行為 

(２) 市の機関以外の者が主催して集会、宣伝会等を開催すること。 

(３) 面会、陳情、見学等を集団で行うこと。 

(４) 仮設工作物の設置その他庁舎を一時的かつ特別に使用すること。 

(５) 上尾市役所尾山台出張所別館会議室を使用すること。 

２ 前項第１号の行為に係る許可申請は物品販売等許可申請書兼許可書（第２号様式）を、同項第

２号及び第３号の行為に係る許可申請は立入等許可申請書（第３号様式）を、同項第４号及び第

５号の行為に係る許可申請は庁舎使用許可申請書（第４号様式）を庁舎管理者に提出して行うも

のとする。 

３ 庁舎管理者は、第１項の規定による許可をするに当たり、必要があると認めるときは、当該許

可に条件を付すことができる。 

４ 庁舎管理者は、前項の条件に違反する者があるときは、その者に対して違反事項の是正を命ず

ることができる。 

（承認を要する行為） 

第８条 庁舎内において、次の各号のいずれかに該当する行為をしようとする課等の長は、事前に

庁舎管理者の承認を受けなければならない。 

(１) ポスター、看板、旗、懸垂幕、印刷物その他これらに類する物を掲示し、又は配布するこ

と。 

(２) 広場、通路、廊下等の共用部分を独占的に使用すること。 

(３) 駐車場を使用すること。 

２ 前項各号に規定する行為に係る承認申請は、庁舎使用承認申請書（第５号様式）を庁舎管理者

に提出して行うものとする。 

（禁止行為） 

第９条 庁舎内においては、次に掲げる行為をしてはならない。 
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(１) 銃器、凶器、爆発物その他危険のおそれがある物品を携行し、又は搬入すること。 

(２) 職員に面会を強要すること。 

(３) 庁舎その他の物件を汚損し、又はき損すること。 

(４) 示威又はけん騒にわたる行為をすること。 

(５) 通行の妨害となる行為をすること。 

(６) 喫煙設備のない場所において喫煙すること。 

(７) 事務の妨害となる行為をすること。 

(８) 前各号に掲げるもののほか、庁舎の秩序の維持又は災害の防止に支障を来すような行為を

し、又はしようとすること。 

(９) 所定の場所以外に自動車、自転車等を置くこと。 

（違反者に対する措置） 

第10条 庁舎管理者は、次に掲げる者又はそのおそれが明らかである者に対し、庁舎への立入り若

しくは使用を禁止し、当該行為を制止し、庁舎から退去若しくは物件の撤去を命じ、又は許可を

取り消すことができる。 

(１) 第６条第２項、第７条第１項又は前条の規定に違反した者 

(２) 第７条第３項の規定により付された条件に違反した者 

２ 庁舎管理者は、物件の所有者が前項の規定による命令に従わないとき、若しくはその者が判明

しないとき、又は庁舎における秩序の維持、庁舎の適正な管理若しくは災害の防止のため緊急の

必要があると認めるときは、自らこれを撤去することができる。 

３ 前項の規定による撤去をした場合において、撤去に要した費用は、所有者等の負担とする。 

（遺失物の届出） 

第11条 庁舎内において、金銭又は物品を拾得した者は、速やかに市長に届け出なければならない。 

（被害の届出） 

第12条 各課等において、盗難又は物件の損壊等の被害があったときは、当該各課等の長は、直ち

に被害届（第６号様式）を庁舎管理者を経て市長に提出しなければならない。 

（その他） 

第13条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 
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（上尾市庁中取締規則の廃止） 

２ 上尾市庁中取締規則（昭和33年上尾市規則第５号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際、現に従前の規則の規定に基づいてなされている手続その他の行為は、こ

の規則に基づいてなされた手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成５年規則第24号） 

この規則は、平成５年７月１日から施行する。 

附 則（平成６年規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成10年規則第45号） 

この規則は、平成10年11月１日から施行する。ただし、別表の改正規定は、公布の日から施行す

る。 

附 則（平成11年規則第５号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年規則第20号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年規則第３号） 

この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年規則第３号） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年規則第８号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年規則第22号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年規則第54号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成21年規則第14号抄） 
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（施行期日） 

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年規則第31号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年規則第14号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年規則第20号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成31年４月１日規則第30号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年６月３日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表（第３条関係） 

庁舎の区分 庁舎管理者 

本庁舎 第３別館 文書倉庫 総務課長 

その他の庁舎 主管の長 
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○上尾市上下水道部庁舎管理規程 

昭和58年４月１日水道事業管理規程第３号 

改正 

平成２年12月26日水道事業管理規程第７号 

平成６年３月31日水道事業管理規程第３号 

平成13年３月30日水道事業管理規程第３号 

平成14年３月29日水道事業管理規程第１号 

平成26年３月31日水道事業管理規程第１号 

令和３年７月20日水道事業管理規程第５号 

上尾市上下水道部庁舎管理規程 

（目的） 

第１条 この規程は、上尾市上下水道部庁舎（庁舎構内及び附属建物を含む。以下「庁舎」という。）

の秩序を維持し、事務能率の増進を図ることを目的とする。 

（職員の遵守事項） 

第２条 職員は環境の整備に留意し、庁舎の秩序維持に努めなければならない。 

（庁舎管理責任者） 

第３条 庁舎の管理に関する事務を総括するため、庁舎管理責任者を置く。 

２ 庁舎管理責任者は、上下水道部長の指揮監督を受ける。 

３ 庁舎管理責任者は、経営総務課長の職にある者をもって、これに充てる。 

（室内管理責任者） 

第４条 庁舎内の各課の事務室（倉庫等を含む。）を管理するため、室内管理責任者を置く。 

２ 室内管理責任者は、次に掲げる職務を行う。 

(１) 秩序の維持に関すること。 

(２) 盗難、災難等に関すること。 

(３) 清潔及び整とんに関すること。 

３ 室内管理責任者は、経営総務課長、業務課長及び水道施設課長並びに下水道施設課長をもって、

これに充てる。 

（面接等のための出入り） 

第５条 面接等のため、多人数をもって庁舎に出入りしようとする者は、あらかじめ、その日時、

用務、人員、代表者の氏名、面会先等を庁舎管理責任者に届け出て、その許可を受けなければな
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らない。 

（商行為） 

第６条 庁舎において商行為を行おうとする者は、あらかじめ、商行為許可申請書（第１号様式）

により庁舎管理責任者に申請し、その許可を受けなければならない。 

２ 庁舎管理責任者は、前項の規定による許可をしたときは、商行為許可章を貸与するものとする。 

３ 商行為の許可を受けた者は、商行為を行うときは、前項の規定による許可章を着用し、終了後

直ちに返納しなければならない。 

（出入り者の遵守事項） 

第７条 庁舎に出入りする者は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 執務を妨害するような行為をしないこと。 

(２) 善良な管理者の注意をもって庁舎及びその設備の保全に努めること。 

(３) 建物を汚損するおそれのある物品を携行又は搬入しないこと。 

(４) 前３号に定めるもののほか、庁舎管理責任者の指示する事項 

（会議室等の使用） 

第８条 会議室等を使用しようとする者は、あらかじめ、庁舎管理責任者に申し込み、その承認を

受けなければならない。 

（掲示） 

第９条 庁舎に公告物、ポスター、懸垂幕等（以下「公告物等」という。）を掲示しようとする者

は、庁舎管理責任者の許可を得て、これを行わなければならない。 

２ 庁舎管理責任者は、前項の規定による許可を与えたときは、許可済の旨を明らかにするため、

公告物等に検印を押すものとする。 

（庁舎放送） 

第10条 庁内放送を利用しようとする者は、庁内放送依頼書を庁舎管理責任者に提出しなければな

らない。ただし、緊急又は軽易なものについては、電話又は口頭で依頼することができる。 

（駐車の制限） 

第11条 職員は、庁舎に市有車両以外の車両を駐車してはならない。ただし、特別の場合で庁舎管

理責任者が認めたときは、この限りでない。 

（盗難の届出） 

第12条 各課において盗難が発生したときは、室内管理責任者は、直ちに盗難品の品名、数量、保

管状況、施設及び物品の損傷の程度等を庁舎管理責任者に届け出なければならない。 

-76-



 

２ 庁舎管理責任者は、前項の届出を受けたときは、速やかに上下水道部長に報告しなければなら

ない。 

（遺失物拾得の届出） 

第13条 職員は、庁舎において遺失物を拾得し、又は職員以外の者から拾得物の引渡しを受けたと

きは、遺失物拾得届出書（第２号様式）を添えて庁舎管理責任者に届け出なければならない。 

（損害賠償） 

第14条 庁舎に出入りする者は、その責めに帰すべき理由により、庁舎及びその設備を損傷し、又

は備品を忘失し、若しくは損傷したときは、その損害を賠償しなければならない。 

（違反に対する措置） 

第15条 この規程又はこの規程に基づく指示に違反する事実があるとき若しくは違反する事実の発

生するおそれのある場合は、庁舎管理責任者は上下水道部長の指揮を受けて、当該事態に係る者

の出入りを禁止し、退去、掲示物等の撤去を命じ、その他必要な措置を講じることができる。 

（その他） 

第16条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年水管規程第７号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成６年水管規程第３号） 

この規程は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年水管規程第３号抄） 

（施行期日） 

１ この規程は、平成13年４月１日から施行する。 

（上尾市水道事業庁舎管理規程の一部改正に伴う経過措置） 

６ この規程の施行の際、前項の規定による改正前の第１号様式及び第２号様式による用紙で現に

残存するものは、当分の間、これに所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（平成14年水管規程第１号） 

この規程は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年水管規程第１号抄） 

（施行期日） 
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１ この規程は、平成26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

３ この規程の施行の際、第３条の規定による改正前の上尾市水道部文書取扱規程、第４条の規定

による改正前の上尾市企業職員被服貸与規程、第５条の規定による改正前の上尾市水道事業庁舎

管理規程、第６条の規定による改正前の上尾市水道部指定給水装置工事事業者規程、第７条の規

定による改正前の上尾市水道事業における給水装置の構造及び材料に関する規程及び第10条の規

定による改正前の上尾市水道部公印規程の様式による用紙で、現に残存するものは、当分の間、

これに所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和３年７月20日水管規程第５号） 

この規程は、令和３年８月１日から施行する。 
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執務室への立ち入り制限（市役所本庁舎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

執務室への立ち入り制限（契約検査課）          打ち合わせスペース（３階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

打ち合わせスペース（４階）             打ち合わせスペース（５階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

打ち合わせスペース（６階） 
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執務室への立ち入り制限（上下水道部庁舎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

執務室への立ち入り制限（下水道施設課）       執務室への立ち入り制限（経営総務課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

打ち合わせスペース（１階ロビー）         打ち合わせスペース（２階部長室） 

-80-



 

 

 

 

文書の作成に関する指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 31年４月 

 

上尾市総務部総務課 
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はじめに 

 

 本市では、これまで「どのような場合に文書を作成するべきか」という基準が

なく、各所属で判断していました。しかし、どのような議論や意見があって事務

及び事業の実施が決定されたのかが分かる文書や、事務及び事業を行った結果

どのような効果や成果が得られたのかが分かる文書が適切に作成されることは、

市民に対する説明責任を果たす上で、また、市民の知る権利を尊重する上で重要

です。さらに、文書は、職員自らの職責の証として争訟における証拠となり得る

ことから、その職務の正当性を裏付けるためにも適切に作成される必要があり

ます。 

本市では、上尾市文書取扱規程（昭和５０年訓令第９号。以下「文書取扱規程」

という。）により文書を取り扱っています。文書取扱規程第３条では、「文書は、

全て正確かつ迅速に取り扱い、常にその処理経過を明らかにし、事務能率の向上

に役立つよう処理しなければならない。（第１項）」、「文書は、正確に、やさしく、

わかりやすくすることを基本方針として作成しなければならない。（第２項）」と

して、文書取扱いの原則を定めています。 

公文書等の管理に関する法律（平成２１年法律第６６号）第１条では、この法

律は、国民主権の理念にのっとり、公文書等の管理に関する基本的事項を定める

こと等により、行政文書等の適正な管理、歴史公文書等の適切な保存及び利用等

を図り、もって行政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、国及び

独立行政法人等の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全

うされるようにすることを目的とするとし、同法第４条では、行政機関の職員は、

当該行政機関の意思決定並びに当該行政機関の事務及び事業の実績について、

原則として文書を作成しなければならないとされています。また、同法第３４条

では、地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その保有する文書の適正な

管理に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施するよう努めなければなら

ないと規定されています。このことに鑑み、この度文書取扱規程の一部が改正さ

れ、「文書は、経緯も含めた意思決定に至る過程並びに事務及び事業の実績を合

理的に跡付け、又は検証することができるよう、作成しなければならない。ただ

し、事案が軽微なものであるときは、この限りでない。（第３項）」とする文書の

作成に関する基本原則を定め、「文書主管課を所管する部の長は、文書が適切に

作成されるようにするため、前２項の規定を踏まえ、文書の作成に関する指針を

定めるものとする。（第４項）」という規定が加えられました。 

 本指針は、このことを受けて、文書が適切に作成されるよう定めたもので、作

成すべき文書を明確にするとともに、作成上の留意点を示したものです。 
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１ 基本的な考え方について 

 

 市の事務は、市民や関係者の権利、義務などに影響を及ぼすものが多いので、

その処理を慎重に行い、誰にでも正しく理解できるようにしておく必要があり

ます。そのためには、文書によって処理することが最も確実です。 

 また市の事務の処理は、通常、長の補助機関によって組織的に行われており、

その処理に当たっては、決裁権者の決裁を受けなければなりません。そのために、

文書によって処理することになります。 

 また、文書は、公正で開かれた市政の発展に寄与するために設けられた情報公

開制度を運用する上においても必要不可欠なものであり、市の諸活動を市民に

説明する責務が全うされるためにも、適切に作成される必要があります。 

 

２ 作成すべき文書 

  

 作成すべき文書を次のとおり例示します。なお、この例示は原則を定めたもの

であって、新たに生じた事務等についてもその重要度等により文書を作成する

必要があるかどうか判断します。 

 

（１）条例、規則等の制定、改廃等に関する文書 

  ア 条例、規則、規程、要綱等の制定又は改廃に関する決裁文書 

  イ 告示に関する決裁文書 

 

（２）会議等に関する記録（会議録、会議要旨） 

  会議録については、上尾市会議録作成要領（平成１２年３月２８日市長決裁）

に従うものとします。また、当該要領において会議録の作成の対象となる会議

とされていないものについても、必要に応じて会議要旨を作成してください。

書式の例を別紙１に示します。 

 

（３）相談、交渉等に関する記録 

  ア 給付事務、賦課事務、違反指導事務等における行政処分、行政指導に関

する相談や苦情対応等の経過の記録 
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  イ 土地の買収交渉や建物移転に係る補償交渉等における交渉等の経過の

記録 

 

（４）事務及び事業の執行の過程における重大な事案に関する文書 

  ア 工事等における事業計画の変更や予算の補正等、事務や事業の執行の

過程における重大な事案に関する文書 

 

（５）事務及び事業の実績に関する記録 

  ア 特別な事業の実績として作成される報告書 

（例）「統計調査結果報告書」、「○○プラン結果報告書」等 

  イ 定期的に作成されている報告書 

    （例）「上尾市勢要覧」、「統計あげお」 

 

 

 

 

 

 

○ 相談、交渉等に関する記録の作成についての留意点 

  相談や交渉等の記録については、日時、場所等はもちろんのこと、その内

容についても客観的かつ公平に記録し、正確に作成するように努めてくださ

い。 

  なお、作成に当たっては要旨として記録に残すことを基本とし、別紙２に

示す書式例を参考に、必要に応じて項目を追加等してください。 

  ただし、個々の発言を記録することが重要と判断した場合は、より詳細な

内容を記録した別紙を添付することなどにより記録に残してください。   

○ 決裁による意思決定を行うまでの過程においては、意思決定の方向性が決

められるなど意思形成に大きく影響を与える会議、市長・副市長に対する重

要な報告等が行われている場合があります。文書取扱規程においても意思決

定の過程に関する事項に係る文書の作成について規定されているところであ

り、これらの意思形成過程においても事案が軽微であるものを除き、文書を

作成し、適正に保存管理しなければなりません。   
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３ 文書を作成する必要がない場合 

 

 行政運営を効率的に行うため、事案が軽微なものについては例外的に文書の

作成を要しないこととします。ただし、「事案が軽微なもの」に該当するかどう

かについては慎重に判断する必要があります。すなわち、事後に確認が必要とさ

れるものではなく、文書を作成していなくても職務上支障を生じず、かつ、当該

事案が歴史的価値を有しないような場合です。例示すると次のようなものが該

当します。 

（１）所掌事務に関する単なる照会及び問い合わせに対する応答 

（２）行政機関内部における日常業務の連絡及び打合せ 

 

４ 緊急の案件の場合等の対応について 

 

 緊急に事務を処理しなければならない案件や現場において行政指導を行う案

件等、あらかじめ文書を作成して意思決定をすることができない場合、又は会議

等の場で市としての意思決定がなされた案件等、同時に文書を作成して意思決

定を行うことができない場合等であっても、事後速やかに文書を作成する必要

があります。 

 

５ 文書作成上の留意点 

 

 文書の作成に当たっては、文書取扱規程、上尾市公文例規程（昭和５０年訓令

第６号）等の規定や文書事務ガイドブック等を参照しながら、適切に作成するよ

う努めなければなりません。 

 文書の書き方は、原則として左横書きとします。また、常用漢字を用いて、分

かりやすい用字用語で的確かつ簡潔に記載する必要があるとともに、人権に配

慮した内容となっているか（差別的な表現等がないか）について留意する必要が

あります。 

 

  附 則 

 この指針は、平成３１年４月８日から施行する。 
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上尾市役所本庁舎等防犯カメラ等管理運用基準  

                       令和元年１１月１８日 

                      総 務 部 長 決 裁 

 （趣旨）  

第１条 この基準は、上尾市役所本庁舎等に設置する防犯カメラ等及びデー

タの管理及び運用に関して必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この基準において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。  

 (1 ) 本庁舎等 本庁舎、第３別館及び文書倉庫並びにその敷地をいう。  

 (2 ) 防犯カメラ 治安維持、犯罪の防止等来庁者及び職員の安全を目的と

して本庁舎等に設置されたカメラをいう。  

 (3 ) レコーダー 防犯カメラにより記録された映像及び音声を保存する機

器をいう。  

 (4 ) データ 防犯カメラにより記録された映像又は音声で、内部記録媒体

又は外部記録媒体に記録されたものをいう。  

 (5 ) 内部記録媒体 レコーダー内部の補助記憶装置をいう。  

 (6 ) 外部記録媒体 内部記録媒体に記録されているデータを記録した内部

記録媒体以外の記録媒体をいう。  

 (7 ) 防犯カメラ等 本庁舎等に設置された防犯カメラ及びレコーダー並び

にこれらに付属して一体として構成される機器一式をいう。  

 （防犯カメラ等の設置場所等）  

第３条 防犯カメラの設置場所等については、別表に掲げるとおりとする。  

２ レコーダーの設置場所等については、次条に規定する管理責任者が別に

定める。  

（管理責任者）  

第４条 防犯カメラ等及びデータの適正な管理及び運用を図るため、管理責

任者を置く。  

２ 管理責任者は、上尾市庁舎管理規則（平成３年上尾市規則第１号）別表

に定める本庁舎、第３別館及び文書書庫の庁舎管理者とする。  

３ 管理責任者が事故により不在の場合は、直近下位の職にあるものが代理
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する。  

４ 管理責任者は、この基準による運用を適切に実施するため、必要な措置

を講じなければならない。  

 （データ利用者）  

第５条 管理責任者は、データの閲覧、解析及び保存並びにその管理（以下

「データの利用」という。）を行う者をあらかじめ指定するものとする。  

２ 前項の規定により指定された者（第８条、第９条及び第１０条において

「データ利用者」という。）は、この基準に従い、データの利用を行うも

のとする。  

（表示）  

第６条 防犯カメラの設置場所には、その付近に防犯カメラを設置している

旨を表示することとする。  

（作動時間）  

第７条 防犯カメラ等の作動時間は、原則１日２４時間とする。ただし、防

犯カメラ等が、状態が変化した場合に記録を行う機能を有し、その機能を

利用する場合においては、この限りでない。  

（保存期間）  

第８条 内部記録媒体に記録されたデータの保存期間は、レコーダーが記録

可能な期間の範囲までとする。ただし、内部記録媒体が記録可能な期間の

範囲を超える場合は、最も古いデータに新しく記録されたデータを上書き

する方法により記録した場合における当該上書きがされるまでの期間とす

る。  

２ 外部記録媒体に記録されたデータの保存期間は、次条第２項各号に掲げ

る利用目的が達成されるときまでとし、当該保存期間を超えた保存は、行

わない。  

３ 前項の場合において、外部記録媒体に記録されたデータの利用目的が達

成されたときは、データ利用者は、速やかにデータを物理的又は電磁的に

処分し、復元できない状態にしなければならない。  

（データの利用）  

第９条 データ利用者以外の者は、データの利用をすることができない。  

２ データ利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、当該デー
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タ利用者が所属する部署の長の許可を得てデータの利用をすることができ

る。  

 (1 ) 本庁舎等の治安維持のために利用する場合  

 (2 ) 本庁舎等において発生した事件、事故若しくは不法（迷惑）行為又は

災害の検証のために利用する場合  

 (3 ) 防犯カメラ等の動作確認等の点検を実施するために利用する場合  

（データの提供）  

第１０条 データは、第三者に提供してはならない。ただし、次の各号のい

ずれかに該当する場合に限り、データ利用者がデータの利用をし、管理責

任者の許可を得た上で用途を定めて提供できるものとする。  

 (1 ) 法令に基づく手続により提供を求められた場合  

 (2 ) 捜査機関等から犯罪捜査の目的により提供を求められた場合  

 (3 ) 個人の生命、身体、自由、名誉又は財産を守るため、やむを得ない事

情があると管理責任者が認める場合  

 (4 ) 本庁舎等において発生した事件、事故、不法（迷惑）行為等の裏付け

として、捜査機関等に提供する場合  

２ 前項第１号から第３号までのいずれかに該当する場合において、データ

の提供を求めようとする者は、関係書類を添えて、書面により管理責任者

に申請しなければならない。  

３ 第１項ただし書の規定によりデータを提供する場合は、当該データの内

容及びその提供の可否について、当該データに記録されている部署の長か

ら確認を得るものとする。  

４ 第１項ただし書の規定によりデータを提供する場合において、提供され

たデータの管理については、当該データの提供を求め、受領した者（以下

この条、次条及び第１２条において「請求者」という。）がその責任を負

うものとし、当該データを秘密事項として厳重に管理しなければならない。  

５ 請求者は、第１項ただし書の規定により提供されたデータの利用目的が

達成されたときは、速やかにデータを物理的又は電磁的に処分し、復元で

きない状態にしなければならない。  

 （データの再提供等）  

第１１条 請求者は、データの第三者に対する再提供、不特定多数のものに
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対する公開及び得られた情報の口外（以下「再提供等」という。）をして

はならない。  

２ 請求者は、前項の規定にかかわらず、前条第１項ただし書の規定により

データを提供する際に定めた用途の範囲内にあっては、データの再提供等

をすることができる。ただし、請求者は、データの再提供等をする場合に

あっては、その再提供等を受ける者について、再提供等をする前に管理責

任者に対して報告しなければならない。  

（データの提供記録）  

第１２条 管理責任者は、第１０条第１項ただし書の規定によりデータを提

供したときには、請求者の氏名又は名称、請求日及び許可日、提供内容、

提供を行った理由等を記載した記録簿を作成しなければならない。  

 （守秘義務）  

第１３条 管理責任者、データ利用者、請求者その他防犯カメラ等のデータ

に関する情報を知り得た者は、第１０条第１項ただし書の場合を除き、当

該情報を第三者に漏らしてはならない。  

（個人情報の取扱い）  

第１４条 データに含まれる個人情報の取扱いについては、上尾市個人情報

保護条例（平成１１年上尾市条例第３１号）の規定に、データの取扱いに

ついては、上尾市情報セキュリティ対策基準（平成２１年２月２７日市長

決裁）の規定に基づき、これらを行うものとする。  

（適用除外）  

第１５条 この基準は、本庁舎等に設置された防犯カメラ等のうち、第３条

に規定する防犯カメラ等以外のものについては、適用しない。  

（委任）  

第１６条 この基準に定めるもののほか、防犯カメラ等及びデータの管理及

び運用に関し必要な事項は、管理責任者が定める。  

附 則  

この基準は、令和元年１２月１日から施行する。  

 

 

 

-91-



別表（第３条関係）  

番号  設置場所  
設置  

台数  
撮影範囲  備考  

１  
市民ホール  ２  議会棟１階正面カウ

ンター付近  

 

２  議会棟２階通路東側  １  カウンター付近   

３  議会棟２階通路中央  １  カウンター付近   

４  議会棟２階通路西側  １  カウンター付近   

５  議会棟３階通路  ２  通路全般   

６  行政棟３階通路  １  通路全般   

７  
行政棟３階事務室  １  秘書政策課カウンタ

ー付近  

音 声 ・ 映

像共  

８  
行政棟３階事務室  １  市長室内  音 声 ・ 映

像共  

９  行政棟４階通路  １  通路全般   

１０  第３別館２階  １  開発室内   

１１  第３別館３階  ８  電算室内   
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防犯カメラの設置（市役所本庁舎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防犯カメラの設置（３階）             防犯カメラの設置（市長室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防犯カメラの設置（秘書政策課）        「録画中」を示すステッカー（秘書政策課）        

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

防犯カメラの設置（議会棟） 
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防犯カメラの設置（エレベーター内）         防犯カメラの設置（議会棟） 
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上尾市上下水道部庁舎防犯カメラ等管理運用基準  

                       令 和 ２ 年 ２ 月 ２ ８ 日 

                      上 下 水 道 部 長 決 裁 

 （趣旨）  

第１条  この基準は、上尾市上下水道部庁舎に設置する防犯カメラ等及びデ

ータの管理及び運用に関して必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この基準において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。  

 (1 ) 防犯カメラ  治安維持、犯罪の防止等来庁者及び職員の安全を目的と

して上下水道部庁舎に設置されたカメラをいう。  

 (2 ) レコーダー  防犯カメラにより記録された映像を保存する機器をいう。  

 (3 ) データ  防犯カメラにより記録された映像で、内部記録媒体又は外部

記録媒体に記録されたものをいう。  

 (4 ) 内部記録媒体  レコーダー内部の補助記憶装置をいう。  

 (5 ) 外部記録媒体  内部記録媒体に記録されているデータを記録した内部

記録媒体以外の記録媒体をいう。  

 (6 ) 防犯カメラ等  上下水道部庁舎に設置された防犯カメラ及びレコーダ

ー並びにこれらに付属して一体として構成される機器一式をいう。  

 （防犯カメラ等の設置場所等）  

第３条  防犯カメラ等の設置場所等については、別表に掲げるとおりとする。  

２  レコーダーの設置場所等については、次条に規定する管理責任者が別に

定める。  

（管理責任者）  

第４条  防犯カメラ等及びデータの適正な管理及び運用を図るため、管理責

任者を置く。  

２  管理責任者は、上尾市上下水道部庁舎管理規程第３条に定める庁舎管理

責任者とする。  

３  管理責任者が事故により不在の場合は、直近下位の職にあるものが代理

する。  

４  管理責任者は、この基準による運用を適切に実施するため、必要な措置
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を講じなければならない。  

 （データ利用者）  

第５条  管理責任者は、データの閲覧、解析及び保存並びにその管理（以下

「データの利用」という。）を行う者をあらかじめ指定するものとする。  

２  前項の規定により指定された者（第８条、第９条及び第１０条において

「データ利用者」という。）は、この基準に従い、データの利用を行うも

のとする。  

（表示）  

第６条  防犯カメラの設置場所には、その付近に防犯カメラを設置している

旨を表示することとする。  

（作動時間）  

第７条  防犯カメラ等の作動時間は、原則午前８時３０から午後５時１５分

までの８時間４５分とする。ただし、防犯カメラ等が、状態が変化した場

合に記録を行う機能を有し、その機能を利用する場合においては、この限

りでない。  

（保存期間）  

第８条  内部記録媒体に記録されたデータの保存期間は、レコーダーが記録

可能な期間の範囲までとする。ただし、内部記録媒体が記録可能な期間の

範囲を超える場合は、最も古いデータに新しく記録されたデータを上書き

する方法により記録した場合における当該上書きがされるまでの期間とす

る。  

２  外部記録媒体に記録されたデータの保存期間は、次条第２項各号に掲げ

る利用目的が達成されるときまでとし、当該保存期間を超えた保存は、行

わない。  

３  前項の場合において、外部記録媒体に記録されたデータの利用目的が達

成されたときは、データ利用者は、速やかにデータを物理的又は電磁的に

処分し、復元できない状態にしなければならない。  

（データの利用）  

第９条  データ利用者以外の者は、データの利用をすることができない。  

２  データ利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、当該デー

タ利用者が所属する部署の長の許可を得てデータの利用をすることができ
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る。  

 (1 ) 上下水道部庁舎の治安維持のために利用する場合  

 (2 ) 上下水道部庁舎において発生した事件、事故若しくは不法（迷惑）行

為又は災害の検証のために利用する場合  

 (3 ) 防犯カメラ等の動作確認等の点検を実施するために利用する場合  

（データの提供）  

第１０条  データは、第三者に提供してはならない。ただし、次の各号のい

ずれかに該当する場合に限り、データ利用者がデータの利用をし、管理責

任者の許可を得た上で用途を定めて提供できるものとする。  

 (1 ) 法令に基づく手続により提供を求められた場合  

 (2 ) 捜査機関等から犯罪捜査の目的により提供を求められた場合  

 (3 ) 個人の生命、身体、自由、名誉又は財産を守るため、やむを得ない事

情があると管理責任者が認める場合  

 (4 ) 上下水道部庁舎において発生した事件、事故、不法（迷惑）行為等の

裏付けとして、捜査機関等に提供する場合  

２  前項第１号から第３号までのいずれかに該当する場合において、データ

の提供を求めようとする者は、関係書類を添えて、書面により管理責任者

に申請しなければならない。  

３  第１項ただし書の規定によりデータを提供する場合は、当該データの内

容及びその提供の可否について、当該データに記録されている部署の長か

ら確認を得るものとする。  

４  第１項ただし書の規定によりデータを提供する場合において、提供され

たデータの管理については、当該データの提供を求め、受領した者（以下

この条、次条及び第１２条において「請求者」という。）がその責任を負

うものとし、当該データを秘密事項として厳重に管理しなければならない。  

５  請求者は、第１項ただし書の規定により提供されたデータの利用目的が

達成されたときは、速やかにデータを物理的又は電磁的に処分し、復元で

きない状態にしなければならない。  

 （データの再提供等）  

第１１条  請求者は、データの第三者に対する再提供、不特定多数のものに

対する公開及び得られた情報の口外（以下「再提供等」という。）をして
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はならない。  

２  請求者は、前項の規定にかかわらず、前条第１項ただし書の規定により

データを提供する際に定めた用途の範囲内にあっては、データの再提供等

をすることができる。ただし、請求者は、データの再提供等をする場合に

あっては、その再提供等を受ける者について、再提供等をする前に管理責

任者に対して報告しなければならない。  

（データの提供記録）  

第１２条  管理責任者は、第１０条第１項ただし書の規定によりデータを提

供したときには、請求者の氏名又は名称、請求日及び許可日、提供内容、

提供を行った理由等を記載した記録簿を作成しなければならない。  

 （守秘義務）  

第１３条  管理責任者、データ利用者、請求者その他防犯カメラ等のデータ

に関する情報を知り得た者は、第１０条第１項ただし書の場合を除き、当

該情報を第三者に漏らしてはならない。  

（個人情報の取扱い）  

第１４条  データに含まれる個人情報の取扱いについては、上尾市個人情報

保護条例（平成１１年上尾市条例第３１号）の規定に、データの取扱いに

ついては、上尾市情報セキュリティ対策基準（平成２１年２月２７日市長

決裁）の規定に基づき、これらを行うものとする。  

（適用除外）  

第１５条  この基準は、上下水道部庁舎に設置された防犯カメラ等のうち、

第３条に規定する防犯カメラ等以外のものについては、適用しない。  

（委任）  

第１６条  この基準に定めるもののほか、防犯カメラ等及びデータの管理及

び運用に関し必要な事項は、管理責任者が定める。  

附  則  

この基準は、令和２年３月２２日から施行する。  
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別表（第３条関係）  

番号  設置場所  
設置  

台数  
撮影範囲  備考  

１  上下水道部庁舎１階  １  業務課カウンター付近   

２  

上下水道部庁舎２階  ２  水道施設課カウンター

付近  

下水道施設課カウンタ

ー付近  
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防犯カメラの設置（上下水道部庁舎）  
 

防犯カメラの設置（水道施設課）         防犯カメラの設置（下水道施設課）  
 

防犯カメラの設置（業務課）         防犯カメラの設置（上下水道部庁舎１階） 
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議案第１２号

   上尾市公文書管理条例の制定について

 上尾市公文書管理条例を次のように定める。

  令和６年２月１６日提出

                  上尾市長   畠  山   稔     

   上尾市公文書管理条例

目次

 第１章  総則（第１条―第３条）

 第２章  行政文書の管理

  第１節  文書の作成（第４条）

  第２節  行政文書の整理等（第５条―第１０条）

 第３章  特定歴史公文書の保存等（第１１条―第１３条）

 第４章  雑則（第１４条―第１９条）

 附則

   第１章  総則

 （目的）

第１条  この条例は、市の諸活動や歴史的事実の記録である公文書が、市民

共有の知的資源として、市民が主体的に利用し得るものであることに鑑み、

公文書の管理に関する基本的事項を定めることにより、行政文書の適正な

管理、歴史公文書の適切な保存等を図り、もって市政が適正かつ効率的に

運営されるようにするとともに、市の諸活動を現在及び将来の市民に説明

する責務が全うされるようにすることを目的とする。

 （定義）

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。

(1) 実施機関  市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委

員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業の管理者の権限を

行う市長及び消防長並びに議会をいう。

(2) 行政文書  実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書（図画

及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られた記録をいう。）を含む。以下同

-101-



じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当

該実施機関が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。

  ア  官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売するこ

とを目的として発行されるもの

  イ  特定歴史公文書

  ウ  歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管

理がされているもの

(3) 歴史公文書  市政を検証するために後世に残すべき重要な文書として

規則で定めるものをいう。

(4) 特定歴史公文書  歴史公文書のうち、第８条第１項の規定により市長

に移管（市長が歴史公文書の保存期間が満了したときに引き続き保存す

る場合を含む。以下同じ。）がされたものをいう。

(5) 公文書  行政文書及び特定歴史公文書をいう。

 （他の法令等との関係）

第３条  公文書の管理については、法令又は他の条例に特別の定めがある場

合を除くほか、この条例の定めるところによる。

   第２章  行政文書の管理

    第１節  文書の作成

第４条  実施機関の職員は、第１条の目的の達成に資するため、当該実施機

関における経緯も含めた意思決定に至る過程並びに当該実施機関の事務及

び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証することができるよう、処理に

係る事案が軽微なものである場合を除き、文書を作成しなければならない。

    第２節  行政文書の整理等

 （整理）

第５条  実施機関の職員が行政文書を作成し、又は取得したときは、当該実

施機関は、規則で定めるところにより、当該行政文書について分類し、名

称を付するとともに、保存期間及び保存期間の満了する日を設定しなけれ

ばならない。

２  実施機関は、能率的な事務又は事業の処理及び行政文書の適切な保存に

資するよう、単独で管理することが適当であると認める行政文書を除き、

適時に、相互に密接な関連を有する行政文書（保存期間を同じくすること
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が適当であるものに限る。）を一の集合物（以下「行政文書ファイル」と

いう。）にまとめなければならない。

３  前項の場合において、実施機関は、規則で定めるところにより、当該行

政文書ファイルについて分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保

存期間の満了する日を設定しなければならない。

４  実施機関は、第１項及び前項の規定により設定した保存期間及び保存期

間の満了する日を、規則で定めるところにより、延長することができる。

５  実施機関は、行政文書ファイル及び単独で管理している行政文書（以下

「行政文書ファイル等」という。）について、保存期間（延長された場合

にあっては、延長後の保存期間。以下同じ。）の満了前のできる限り早い

時期に、保存期間が満了したときの措置として、歴史公文書に該当するも

のにあっては市長への移管の措置を、それ以外のものにあっては廃棄の措

置をとるべきことを定めなければならない。

 （保存）

第６条  実施機関は、行政文書ファイル等について、当該行政文書ファイル

等の保存期間の満了する日までの間、その内容、時の経過、利用の状況等

に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所において、適切

な記録媒体により、識別を容易にするための措置を講じた上で保存しなけ

ればならない。

２  前項の場合において、実施機関は、当該行政文書ファイル等の集中管理

の推進に努めなければならない。

３  市長は、第１項の規定による保存及び前項の規定による集中管理の推進

に資するため、他の実施機関からの依頼を受けて、行政文書ファイル等の

保存を行うことができる。

 （行政文書ファイル管理簿）

第７条  実施機関は、行政文書ファイル等の管理を適切に行うため、規則で

定めるところにより、行政文書ファイル等の分類、名称、保存期間、保存

期間の満了する日、保存期間が満了したときの措置及び保存場所その他の

必要な事項（上尾市情報公開条例（平成１１年上尾市条例第３０号。次条

第４項及び第１４条において「情報公開条例」という。）第７条に規定す

る非公開情報に該当するものを除く。）を帳簿（以下「行政文書ファイル
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管理簿」という。）に記載しなければならない。ただし、１年未満の保存

期間が設定された行政文書ファイル等については、この限りでない。

２  実施機関は、行政文書ファイル管理簿について、インターネットの利用

その他の適当な方法により公表しなければならない。

 （移管又は廃棄）

第８条  実施機関は、保存期間が満了した行政文書ファイル等について、第

５条第５項の規定による定めに基づき、市長に移管をし、又は廃棄をしな

ければならない。

２  実施機関は、前項の規定により保存期間が満了した行政文書ファイル等

について移管をし、又は廃棄をしようとするときは、あらかじめ、上尾市

情報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会（上尾市情報公開・個人

情報保護・公文書管理運営審議会条例（平成１２年上尾市条例第１０号）

第１条の規定に基づき設置された上尾市情報公開・個人情報保護・公文書

管理運営審議会をいう。次項及び第１２条第２項において「審議会」とい

う。）の意見を聴かなければならない。ただし、１年未満の保存期間が設

定された行政文書ファイル等について廃棄をしようとする場合にあっては、

この限りでない。

３  前項の場合において、実施機関は、当該行政文書ファイル等について移

管をし、又は廃棄をすべきでないとの審議会の意見があったときは、第５

条第５項の規定による定めにかかわらず、当該意見を尊重して、当該行政

文書ファイル等について市長に移管をし、又は廃棄をするものとする。

４  実施機関は、第１項又は前項の規定により移管をする行政文書ファイル

等について、情報公開条例第７条に規定する非公開情報に該当するものと

して公開の制限を行うことが適切であると認めるときは、その旨の意見を

付さなければならない。

 （管理状況の報告等）

第９条  実施機関は、行政文書ファイル管理簿の記載状況その他の行政文書

の管理の状況について、毎年度、市長に報告しなければならない。

２  市長は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表しなければ

ならない。

３  市長は、第１項に定めるもののほか、行政文書の適正な管理及び適切な
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移管を確保するために必要があると認める場合には、実施機関に対し、行

政文書の管理について、その状況に関する報告若しくは資料の提出を求め、

又は当該実施機関の職員に実地調査をさせることができる。

 （行政文書管理規程）

第１０条  実施機関は、行政文書の管理が第４条から前条までの規定に基づ

き適正に行われることを確保するため、行政文書の管理に関する定め（以

下この条において「行政文書管理規程」という。）を設けなければならな

い。

２  行政文書管理規程には、行政文書に関する次に掲げる事項を規定しなけ

ればならない。

(1) 作成に関する事項

(2) 整理に関する事項

(3) 保存に関する事項

(4) 行政文書ファイル管理簿に関する事項

(5) 移管又は廃棄に関する事項

(6) 管理状況の報告に関する事項

(7) 前各号に掲げるもののほか、行政文書の管理が適正に行われることを

確保するために必要な事項

３  実施機関は、行政文書管理規程を設けたときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

   第３章  特定歴史公文書の保存等

 （特定歴史公文書の保存等）

第１１条  市長は、特定歴史公文書について、次条の規定により廃棄をする

場合を除き、永久に保存しなければならない。

２  市長は、特定歴史公文書について、その内容、保存状態、時の経過、利

用の状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所にお

いて、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を講じた上で

保存しなければならない。

３  市長は、特定歴史公文書に個人情報（個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５７号）第２条第１項に規定する個人情報をいう。以下こ

の項において同じ。）が記録されている場合には、当該個人情報の漏えい
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の防止のために必要な措置を講じなければならない。

４  市長は、規則で定めるところにより、特定歴史公文書の適切な保存を行

い、及び適切な利用に資するために必要な事項を記載した目録を作成し、

公表しなければならない。

 （特定歴史公文書の廃棄）

第１２条  市長は、特定歴史公文書として保存されている文書がその重要性

を失ったと認めるときは、当該特定歴史公文書について廃棄をすることが

できる。

２  市長は、前項の規定により特定歴史公文書について廃棄をしようとする

ときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければならない。

 （保存等の状況の公表）

第１３条  市長は、特定歴史公文書の保存等の状況について、毎年度、その

概要を公表しなければならない。

   第４章  雑則

 （公文書の公開）

第１４条  実施機関は、市民による公文書の主体的な利用に資するため、情

報公開条例に基づいて行政文書（市長にあっては、公文書）を適正に公開

するものとする。

 （研修）

第１５条  実施機関は、当該実施機関の職員に対し、公文書の管理を適正か

つ効果的に行うために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるた

めに必要な研修を行うものとする。

２  市長は、実施機関の職員に対し、歴史公文書の適切な保存及び移管を確

保するために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるために必要

な研修を行うものとする。

 （組織の見直しに伴う行政文書の適正な管理のための措置）

第１６条  実施機関は、当該実施機関について統合、廃止等の組織の見直し

が行われる場合には、その管理する行政文書について、統合、廃止等の組

織の見直しの後においてこの条例の規定に準じた適正な管理が行われるこ

とが確保されるよう必要な措置を講じなければならない。

 （出資等法人の文書管理）
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第１７条  市が出資その他財政支出等を行う法人のうち規則で定めるもの

（以下この条において「出資等法人」という。）は、この条例の趣旨にの

っとり、その保有する文書の適正な管理に関し必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。

２  市長は、出資等法人に対し、前項の文書の適正な管理が推進されるよう

必要な措置を講ずるものとする。

 （指定管理者の文書管理）

第１８条  指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下この条において同じ。）は、

この条例の趣旨にのっとり、その保有する文書（当該指定管理者が管理を

行う公の施設（同法第２４４条第１項に規定する公の施設をいう。次項に

おいて同じ。）に関するものに限る。）の適正な管理に関し必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。

２  市長（教育委員会が所管する公の施設にあっては、教育委員会）は、指

定管理者に対し、前項の文書の適正な管理が推進されるよう必要な措置を

講ずるものとする。

 （委任）

第１９条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

   附  則

 （施行期日）

１  この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３章並びに附

則第６項、第７項、第９項（上尾市情報公開条例目次の改正規定（「第２

９条」を「第３０条」に改める部分に限る。）、第１６条第２号の改正規

定、第２３条の改正規定（「ため、」の次に「上尾市公文書管理条例に基

づいて」を加える部分に限る。）、第２７条第２項の改正規定、第２８条

の改正規定及び第２９条を第３０条とし、第２８条の次に１条を加える改

正規定を除く。）、第１０項及び第１１項（上尾市情報公開・個人情報保

護運営審議会条例（平成１２年上尾市条例第１０号）第２条第１項の改正

規定（同項第４号に係る部分に限る。）に限る。）の規定は、令和６年１

０月１日から施行する。

 （適用区分）
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２  第２章第２節の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に実施機関の職員が作成し、又は取得した行政文書について適用する。

３  この条例の施行の際、現に実施機関が保有している行政文書（以下「施

行前文書」という。）については、次項から附則第６項までに定めるもの

を除き、なお従前の例による。

４  施行前文書に係る保存、保存期間の延長並びに管理状況の報告及び公表

については、第５条第４項、第６条及び第９条の規定の例による。

５  施行前文書に係る保存期間が施行日以後に満了する場合における当該施

行前文書の移管及び廃棄については、第８条の規定の例による。

６  前項の規定にかかわらず、施行前文書（保存期間が既に規則で定める年

数を経過しているものに限る。以下この項において同じ。）であって、歴

史公文書に相当するものについては、当該施行前文書を保有している実施

機関が引き続き行政文書として保存する必要があると認めるものを除き、

特定歴史公文書とみなす。

７  この条例の施行の際、現に実施機関が歴史公文書に相当する文書として

特別に保有している文書については、当該文書を保有している実施機関が

引き続き行政文書として保存する必要があると認めるものを除き、特定歴

史公文書とみなす。

 （上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正）

８  上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年上尾市条例第１７号）の一部を次のように改正する。

  第１条の２第９号中「情報公開・個人情報保護運営審議会委員」を「情

報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会委員」に改める。

  別表第１の９の項中「情報公開・個人情報保護運営審議会」を「情報公

開・個人情報保護・公文書管理運営審議会」に改める。

 （上尾市情報公開条例の一部改正）

９  上尾市情報公開条例の一部を次のように改正する。

  目次中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に、「第２９条」を「第

３０条」に改める。

  第１条中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改める。
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  第２条第２号イを次のように改める。

   イ  特定歴史公文書

  第２条第３号中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に、「行政文書

を」を「公文書を」に改め、同号を同条第５号とし、同条第２号の次に次

の２号を加える。

  ( 3 ) 特定歴史公文書  上尾市公文書管理条例（令和   年上尾市条例第

  号）第２条第４号に規定する特定歴史公文書をいう。

  (4) 公文書  行政文書及び特定歴史公文書をいう。

  第３条及び第４条中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改める。

  第２章の章名を次のように改める。

    第２章  公文書の公開

  第５条（見出しを含む。）中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に

改める。

  第６条第１項中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改め、同項第

２号中「行政文書の名称」を「公文書の名称」に、「行政文書を」を「公

文書を」に改める。

  第７条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（公文書の公開義

務）」を付し、同条の次に次の１条を加える。

 第７条の２  市長は、特定歴史公文書に係る公開請求があったときは、次

の各号に掲げる場合を除き、公開請求者に対し、当該特定歴史公文書を

公開しなければならない。

  (1 ) 前条第１号から第５号まで又は第７号ア若しくはオに掲げる情報

（次条において「特定非公開情報」という。）が記録されている場合

  (2 ) 当該特定歴史公文書の原本を公開することにより当該原本の破損又

はその汚損を生ずるおそれがある場合

 ２  市長は、公開請求に係る特定歴史公文書が前項第１号に該当するか否

かについて判断するに当たっては、当該特定歴史公文書について作成又

は取得がされてからの時の経過を考慮するとともに、当該特定歴史公文

書に上尾市公文書管理条例第８条第４項の規定による意見が付されてい

る場合にあっては、当該意見を参酌しなければならない。

  第８条中「行政文書」を「公文書」に改め、「に非公開情報」の次に
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「（特定歴史公文書にあっては、特定非公開情報。以下同じ。）」を加え

る。

  第９条、第１０条（見出しを含む。）及び第１１条中「行政文書」を

「公文書」に改める。

  第１３条中「行政文書」を「公文書」に、「すべて」を「全て」に改め

る。

  第１４条第１項中「行政文書」を「公文書」に改め、同条第３項中「行

政文書の公開」を「公文書の公開」に改める。

  第１５条第１項及び第２項中「行政文書」を「公文書」に改め、同条第

３項中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改める。

  第１６条中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に、「掲げる行政文

書」を「掲げる公文書」に改め、同条ただし書中「当該行政文書」を「当

該公文書」に改め、同条第２号を次のように改める。

  (2 ) 電磁的記録  電磁的記録の種別、情報化の進展状況等を勘案して規

則で定める方法

  第１７条中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改める。

  第１８条中「行政文書」を「公文書」に改める。

  第１９条第１項中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改め、同条

第２項中「行政文書」を「公文書」に改める。

  第２１条第１項中「除き、」の次に「上尾市情報公開・個人情報保護審

査会条例（平成１２年上尾市条例第９号）第１条の規定に基づき設置する」

を加え、同項第２号中「係る行政文書」を「係る公文書」に、「行政文書

の公開」を「公文書の公開」に改め、同条第３項第３号中「行政文書の公

開」を「公文書の公開」に改める。

  第２２条第２号中「係る行政文書」を「係る公文書」に、「行政文書の

公開」を「公文書の公開」に改める。

  第２３条の見出し中「行政文書の」を「公文書の」に改め、同条中「た

め、」の次に「上尾市公文書管理条例に基づいて」を加え、「行政文書を」

を「公文書を」に改める。

  第２４条中「行政文書」を「公文書」に改める。

  第２５条及び第２６条第１項中「行政文書の公開」を「公文書の公開」
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に改める。

  第２７条第２項中「上尾市情報公開・個人情報保護運営審議会」を「上

尾市情報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会条例（平成１２年上

尾市条例第１０号）第１条の規定に基づき設置する上尾市情報公開・個人

情報保護・公文書管理運営審議会」に改める。

  第２８条を次のように改める。

  （出資等法人の情報公開）

 第２８条  市が出資その他財政支出等を行う法人のうち規則で定めるもの

（以下この条において「出資等法人」という。）は、この条例の趣旨に

のっとり、その保有する情報の公開に関し必要な措置を講ずるよう努め

るものとする。

 ２  市長は、出資等法人に対し、前項の情報の公開が推進されるよう必要

な措置を講ずるものとする。

  第２９条を第３０条とし、第２８条の次に次の１条を加える。

  （指定管理者の情報公開）

 第２９条  指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下この条において同じ。）

は、この条例の趣旨にのっとり、その保有する情報（当該指定管理者が

管理を行う公の施設（同法第２４４条第１項に規定する公の施設をいう。

次項において同じ。）に関するものに限る。）の公開に関し必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。

 ２  市長（教育委員会が所管する公の施設にあっては、教育委員会）は、

指定管理者に対し、前項の情報の公開が推進されるよう必要な措置を講

ずるものとする。

  附則第１項中「（以下「施行日」という。）」を削る。

  附則第２項並びに附則第３項の前の見出し並びに同項及び第４項を削り、

附則第１項の見出し及び項番号を削る。

 （上尾市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正）

１０  上尾市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１２年上尾市条例第

９号）の一部を次のように改正する。

  第６条第１項から第３項まで及び第５項並びに第９条中「行政文書」を
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「公文書」に改める。

 （上尾市情報公開・個人情報保護運営審議会条例の一部改正）

１１  上尾市情報公開・個人情報保護運営審議会条例の一部を次のように改

正する。

  題名を次のように改める。

    上尾市情報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会条例

  第１条中「）並びに」を「）、」に、「）の」を「）並びに上尾市公文

書管理条例（令和   年上尾市条例第   号）に基づく公文書管理制度

（次条において「公文書管理制度」という。）の」に、「上尾市情報公

開・個人情報保護運営審議会」を「上尾市情報公開・個人情報保護・公文

書管理運営審議会」に改める。

  第２条第１項を次のように改める。

   審議会は、次の各号に掲げる機関の諮問に応じ、それぞれ当該各号に

定める事項について調査審議する。

  (1 ) 上尾市情報公開条例第２条第１号に規定する実施機関  同条例第２

７条第２項の規定により審議会の意見を聴くこととされた事項

  (2 ) 上尾市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年上尾市条例

第２８号）第２条第１項に規定する実施機関  同条例第８条の規定に

より審議会に諮問することができるとされた事項

  (3 ) 上尾市公文書管理条例第２条第１号に規定する実施機関  同条例第

８条第２項の規定により審議会の意見を聴くこととされた事項

  (4 ) 市長  上尾市公文書管理条例第１２条第２項の規定により審議会の

意見を聴くこととされた事項

  第２条第３項中「及び個人情報保護制度」を「、個人情報保護制度及び

公文書管理制度」に改める。

  第３条第２項中「次に掲げる者」を「各種団体を代表する者、識見を有

する者その他市長が必要と認める者」に改め、同項各号を削る。

 （上尾市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正）

１２  上尾市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年上尾市条例第

２８号）の一部を次のように改正する。

  第８条中「上尾市情報公開・個人情報保護運営審議会条例」を「上尾市
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情報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会条例」に、「上尾市情報

公開・個人情報保護運営審議会に」を「上尾市情報公開・個人情報保護・

公文書管理運営審議会に」に改める。

 （上尾市議会の個人情報の保護に関する条例の一部改正）

１３  上尾市議会の個人情報の保護に関する条例（令和４年上尾市条例第３

８号）の一部を次のように改正する。

  第２条第４項ただし書中「第２条第２号」を「第２条第４号」に、「行

政文書」を「公文書」に改め、同条第１１項ただし書中「行政文書」を

「公文書」に改める。

  第１９条第１項第２号中「行政文書」を「公文書」に改める。

  第２０条中「掲げる情報（」を「掲げる情報（情報公開条例第２条第３

号に規定する特定歴史公文書にあっては、情報公開条例第７条第１号から

第５号まで又は第７号ア若しくはオに掲げる情報）（」に改める。

  第４７条中「行政文書」を「公文書」に改める。

  第５０条中「上尾市情報公開・個人情報保護運営審議会条例」を「上尾

市情報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会条例」に、「上尾市情

報公開・個人情報保護運営審議会に」を「上尾市情報公開・個人情報保

護・公文書管理運営審議会に」に改める。

提案理由

  市の諸活動について現在及び将来の市民に説明する責務を全うするため、

公文書の適正な管理に関し基本的事項を定めたいので、この案を提出する。
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上尾市コンプライアンス研修会 

 

研  修  次  第 

 

日 時 令和元年７月９日（火） 

  （午前の部） ９：３０～１１：３０ 

  （午後の部）１３：３０～１５：３０ 

会 場 上尾市文化センター 小ホール 

 

 

１ 開 会  

 

２  あいさつ  

  

３ 報 告   

 

４ 講 師  …… 人事院公務員研修所 客員教授  高嶋 直人 氏 

            

５ 講 演  ……「コンプライアンス研修」 

          ～求められる職員の意識とは～       

 

６ 質疑応答                    

 

７ 閉 会  
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令和４年度 上尾市議会議員研修会 

日 時 令和５年１月１７日（火）   

午後２時から３時３０分まで 

会 場 議場             

 

 

次     第 

 

１ 開会挨拶   上尾市議会議長 星野 良行 

 

 

 

 

２ 講師紹介   公正取引委員会事務総局 経済取引局総務課  

課長補佐 山本 浩志（やまもと ひろし） 氏 

 

 

 

 

３ 講  演   「入札談合の防止に向けて 

～独占禁止法と入札談合等関与行為防止法～」 

 

 

 

 

４ 質疑応答 

 

 

 

 

５ 閉会挨拶   上尾市議会副議長 前島 るり 

 

 

 

-116-



-117-



-118-



-119-



-120-



-121-



-122-



-123-



-124-



-125-



-126-



-127-



-128-



-129-



-130-



-131-



-132-



-133-



-134-



-135-



-136-



-137-



-138-



-139-



-140-



-141-



-142-



-143-



-144-



-145-



-146-



-147-



-148-



-149-



-150-



-151-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上尾市コンプライアンス・ハンドブック【参考資料】 

『上尾市職員倫理条例』・『上尾市職員倫理条例施行規則』の掲載は省略 
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内部統制制度とは、組織運営を阻害する要因をリスクとして捉え、対応策を講じて、適正な事務執行を確保する仕組みです。令和２年４月１日の改正地方
自治法施行により、都道府県知事と指定都市の市長は内部統制の整備が義務化されました。
本市は、内部統制の導入が法律上義務付けられている自治体ではありませんが、信頼回復に向けて公正・公平な行政を一層推進するために主体的に導入す
るものであり、試行として運用を始め、将来の本格導入を目指します。

上尾市内部統制試行運用ガイドライン 【概要版】

第1章 地方自治体における内部統制

第2章 上尾市における内部統制

内部統制とは

試行の概要

内部統制結果報告書

今後は本ガイドラインに基づき、職員一人一人が事務の
適正な執行に取り組み、公正・公平な行政を一層推進する。

行政を取り巻く諸課題をリスクとして事前に洗い出し、識別・評価した上で、その
対応策を講じることによって、事務処理ミスや不祥事の発生を未然に防ぐもの。

・実施期間 令和3年10月1日から本格導入まで(概ね２～３年)
・対象とする事務 ①契約に関する事務 ②出納に関する事務
・対象とするリスク 18リスク(契約9・出納9)
・試行を実施する所属 過去の状況を踏まえ、20所属を選出

各所属における事務レベルのリスク対応策の整備

市長は、年度毎の内部統制の整備及び運用の状況をまとめた結果報告書を
作成し、議会に報告するとともに、市ホームページに公表する。

本ガイドラインの見直し

内部統制の整備・運用状況、報告書、国の制度改正などの状況より、随時、
ガイドラインの見直しを行う。見直しを行った際には、遅滞なく公表する。

本市における内部統制試行運用の体制

リスク評価シートの確認・調整 リスク評価シートに基づく事務執行

リスク評価シートの自己評価

評価部局による評価(契約検査課・出納室)

結果報告書の作成(推進部局) ※R4年度実施分~

議会への提出・公表 ※R4年度実施分~

リスク評価シートの内容を確認し、
調整を行う。

リスク評価シートで定めた具体的な
対応策に基づき、事務を行う。

評価部局による評価や、結果報告
書の内容を各所属の取組に反映さ
せる。

運用中の取組への反映

議 会 市 民

試行時は未実施

監査委員

推
進
部
局(

総
務
課)

評価部局

(契約検査課)
(出納室)

内部統制
庁内検討
会議

推
進
体
制

実
施
機
関

指示

指示

指示

報告

報告

報告

報告

提出

提出・公表

審 査

PLAN (計画) DO (実行)

CHECK (評価)ACTION (改善)
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令和３年度 上尾市における内部統制の試行運用に関する取組結果 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５０条第４項の規定を踏まえ、「上尾市内部統

制試行運用ガイドライン」（令和３年８月策定）に基づき、令和３年度の上尾市における内部

統制を試行的に実施し、その結果を次のとおりとりまとめた。 

 

１ 試行運用に関する全庁的な取組について 

 

（１）試行運用の導入に関する取組 

   令和３年 ４月 ２日 庁議（試行運用に向けた検討の開始報告） 

     〃   ４月１２日 次長会議（試行運用に向けた検討の開始報告） 

     〃   ４月１９日 第１回内部統制の試行運用開始に向けた検討会議 

     〃   ５月１１日 他自治体視察（朝霞市） 

     〃   ５月１３日 第２回内部統制の試行運用開始に向けた検討会議 

     〃   ５月２４日 次長会議（試行運用の検討状況の中間報告） 

     〃   ６月 ４日 第３回内部統制の試行運用開始に向けた検討会議 

     〃   ６月１６日 第４回内部統制の試行運用開始に向けた検討会議 

     〃   ７月 ２日 第５回内部統制の試行運用開始に向けた検討会議 

     〃   ７月１２日 次長会議（上尾市内部統制試行運用ガイドライン(案)の審議） 

     〃   ８月    「上尾市内部統制試行運用ガイドライン」策定 

     〃   ８月 ２日 庁議（試行運用ガイドライン策定の報告） 

     〃   ８月１０日 管理職研修「内部統制・コンプライアンス研修」開催 

     〃   ８月１９日 

     〃   ８月２０日 

     〃   ８月２３日 令和３年９月定例会開会前全議員説明会（試行運用ガイドラ

イン策定及び運用開始の報告） 

     〃   ９月    内部統制試行運用対象所属によるリスク評価シートの確認及

び調整 

 

（２）試行運用の実施に関する取組 

   令和３年１０月 １日 内部統制試行運用対象所属によるリスク評価シートに基づく

取組の実施開始 

     〃  １１月 ４日 「契約事務・出納事務に係る実務研修会」開催 

   令和４年 ３月    内部統制試行運用対象所属による自己評価の実施及び推進部

局に対するリスク評価シートの提出 

 

 

 

 

「内部統制試行運用に係る職員説明会」開催 
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２ 各所属における事務レベルの内部統制について 

 

（１）評価手続 

   評価対象期間を令和３年１０月１日から令和４年３月３１日まで、評価基準日を令和

４年３月３１日として、契約及び出納に関する事務についての内部統制の評価を実施し

た。 

 

（２）評価結果 

   令和３年度における各所属のリスク評価シートに基づく取組について評価を実施した

結果、次のとおり整備上の不備が４件、運用上の不備が１件あったが、そのうち重大な

不備に該当するものはなかった。 

   よって、令和３年度における本市の事務レベルの内部統制は、有効に整備及び運用さ

れていると判断した。 

 

 ＜整備上の不備の一覧＞ 

   「整備上の不備」とは、結果として不適切な事項が発生していないものの不適切な事

項を生じさせる蓋然性が高いものをいい、このうち地方公共団体・住民に対し大きな経

済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性が高いものは「重大な不備」に該当する。 

不備の種類 不備なし 不備あり 重大な不備あり 

件数 ３３５件 ４件（※） ０件 

 

 ＜運用上の不備の一覧＞ 

   「運用上の不備」とは、整備段階で意図したように内部統制の効果が得られておらず、

結果として不適切な事項を発生させたものをいい、このうち地方公共団体・住民に対し

大きな経済的・社会的な不利益を実際に生じさせたものは「重大な不備」に該当する。 

不備の種類 不備なし 不備あり 重大な不備あり 

件数 ３３８件 １件（※） ０件 

 

 ※ 判明したこれらの不備については、推進部局及び評価部局が対象所属に対しヒアリン

グを実施し、当該不備に対する是正を確認している。 

 

 

３ 今後に向けた取組 

  今回の取組で得た成果を基に、本市における内部統制をより実効性のあるものとして機

能させるため、実施方法等について今後も継続的に検討を行うこととする。 
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令和４年度 上尾市内部統制結果報告書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５０条第４項の規定を踏まえ、「上尾市内部統

制試行運用ガイドライン」（令和３年８月策定）に基づき、令和４年度の上尾市における内部

統制を試行的に実施したので、その結果を次のとおり報告する。 

 

１ 試行運用に関する全庁的な取組について 

  令和４年 ４月 １日 内部統制試行運用対象所属によるリスク評価シートの確認・調

整及び取組の実施開始 

    〃   ６月 １日  

     ～ ７月２９日  

    〃   ６月２８日 整備上の不備に関するヒアリングの実施 

    〃   ８月    「上尾市内部統制試行運用ガイドライン」改訂 

    〃   ８月 １日 運用上の不備に関するヒアリングの実施（出納事務） 

    〃   ８月 １日 「契約事務・出納事務に係る実務研修会」開催 

    〃   ８月１０日 「コンプライアンス研修（課長級以上職員向け）」開催 

    〃   ８月１７日 庁議（ガイドラインの改訂及び令和３年度取組結果の報告） 

    〃   ８月２３日 令和４年９月定例会開会前全議員説明会（令和３年度試行運用

に関する取組結果の報告） 

              報告後、市ホームページによる取組結果の公表 

    〃   ９月    内部統制試行運用対象所属による上半期の自己評価の実施 

  令和５年 ３月    内部統制試行運用対象所属による下半期の自己評価の実施及び

推進部局に対するリスク評価シートの提出 

    〃   ４月２５日 第１回内部統制庁内検討会議 

    〃   ５月２２日  

     ～ ７月 ６日  

    〃   ６月 ８日 運用上の不備に関するヒアリングの実施（契約事務） 

    〃   ５月２４日 第２回内部統制庁内検討会議 

    〃   ６月１３日  

       ６月１５日  

    〃   ６月２１日 第３回内部統制庁内検討会議 

    〃   ７月 ７日 推進部局による評価を付したリスク評価シートの返送 

    〃   ８月 ７日 庁議（令和４年度上尾市内部統制結果報告書の報告） 

    〃   ８月２３日 令和５年９月定例会開会前全議員説明会（令和４年度上尾市内

部統制結果報告書の報告） 

              報告後、市ホームページによる結果報告の公表 

  

「コンプライアンス研修（ｅラーニング）」実施 

評価部局及び推進部局による評価の実施 

運用上の不備に関するヒアリングの実施（出納事務） 
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２ 各所属における事務レベルの内部統制について 

 

（１）評価手続 

   評価対象期間を令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで、評価基準日を令和５

年３月３１日として、契約及び出納に関する事務についての内部統制の評価を実施した。 

 

（２）評価結果 

   令和４年度における各所属のリスク評価シートに基づく取組について評価を実施した

結果、次のとおり整備上の不備が０件、運用上の不備が４件であり、そのうち重大な不

備に該当するものはなかった。 

   よって、令和４年度における本市の事務レベルの内部統制は、有効に整備及び運用さ

れていると判断した。 

 

 ＜整備上の不備の一覧＞ 

   「整備上の不備」とは、結果として不適切な事項が発生していないものの不適切な事

項を生じさせる蓋然性が高いものをいい、このうち地方公共団体・住民に対し大きな経

済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性が高いものは「重大な不備」に該当する。 

不備の種類 不備なし 不備あり 重大な不備あり 

件数 ３３９件 ０件 ０件 

 

 ＜運用上の不備の一覧＞ 

   「運用上の不備」とは、整備段階で意図したように内部統制の効果が得られておらず、

結果として不適切な事項を発生させたものをいい、このうち地方公共団体・住民に対し

大きな経済的・社会的な不利益を実際に生じさせたものは「重大な不備」に該当する。 

不備の種類 不備なし 不備あり 重大な不備あり 

件数 ３３５件 ４件 ０件 

 

 ※ 内部統制の不備の概要については、別紙のとおり。 

 ※ 判明したこれらの不備については、推進部局及び評価部局が対象所属に対しヒアリン

グを実施し、再発防止に取り組んでいることを確認している。 

 

 

３ 今後に向けた取組 

  今年度は、本市の内部統制について有効に整備及び運用されていると判断したが、一方

で試行運用の対象でない所属において運用上の不備に相当する事案が複数発生している。 

  本市において実効性のある内部統制の実現を目指すため、試行運用の実施体制や取組内

容等について検証を行い、内部統制が市全体の取組として更に浸透するよう検討を進めて

いくこととする。
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令和４年度における内部統制の不備の概要 

１ 契約事務 

  教育総務部教育総務課（契約締結事務に関する運用上の不備） 

概要 

小学校建築設備定期検査業務に係る業務委託契約の締結（支出負担行為

票）に当たって、市の予算規則等で定める会計管理者、財政主管部長及び

総務部長への合議がないまま決裁されていた。 

なお、令和４年度定期監査において指摘を受けている。 

原因 
所属職員の失念によるものであり、契約締結に係る起案の決裁過程にお

いても気づくことができなかった。 

 

２ 出納事務 

（１）市長政策室広報広聴課（支払に関する運用上の不備） 

概要 

広報紙等配送業務に係る業務委託契約の支払に当たって、契約約款で定

めた支払期日までに支払われていなかった。 

なお、令和４年度定期監査において指摘を受けている。 

原因 

業務の繁忙により担当職員の請求書の処理が遅れてしまい、支払期日

（令和４年７月２０日）を過ぎて同月２２日に支出命令票を作成すること

となった。加えて、業務の属人化により他の所属職員も気づくことができ

なかった。 

 

（２）健康福祉部生活支援課（収納事務に関する運用上の不備） 

概要 

生活保護受給者であった者２名に対する生活保護費返還のための納付

書の送付について、経理担当者が作成した納付書を地区担当者が封筒を作

成した上で送付しているが、地区担当者が納付書と封筒の宛先の確認をせ

ずに納付書を入れ違えて発送した。 

なお、令和５年２月７日にインシデントとして報告している。 

原因 
経理担当者と地区担当者とでダブルチェックを行ったが、地区担当者が

封入する際の確認を怠り、最終的に納付書を入れ違えてしまった。 

 

（３）教育総務部スポーツ振興課（支出手続に関する運用上の不備） 

概要 

上尾市学校施設開放運営委員会交付金について、要綱で交付期日を毎年

度７月３１日としているが、当該期日を過ぎて令和４年８月１０日に交付

手続がされており、要綱の規定と異なる運用が見受けられた。 

なお、令和４年度定期監査において指摘を受けている。 

原因 

添付書類として本交付金の受領に関する委任状が必要であったが、所属

職員がこのことを知らなかったため交付団体に対する事前説明が遅れて

しまい、結果として交付期日までに交付することができなかった。 

 

別紙 
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公用車へのドライブレコーダー設置 
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上尾市ドライブレコーダー及びデータの管理及び運用基準  

                     平 成 ３ １ 年 ２ 月 ２ ８ 日  

                     総  務  部  長  決  裁   

（趣旨）   

第１条  この基準は、ドライブレコーダー及びデータの管理及び運用に関し

必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。  

 (1 ) 車両  上尾市車両管理規程（昭和５５年上尾市訓令第２３号）第２条

第１号に規定する車両（原動機付自転車を除く。）をいう。  

 (2 ) ドライブレコーダー  車両に設置し、その運行中における周囲の映像

その他運行情報を撮影し、及び記録する機器をいう。  

 (3 ) データ  ドライブレコーダーにより記録された映像データ及び音声デ

ータをいう。  

 (4 ) 内部記録媒体  ドライブレコーダーに装着するメモリーカード等の記

録媒体をいう。  

 (5 ) 外部記録媒体  内部記録媒体に記録されているデータを他の記録媒体

に記録したものをいう。  

（管理責任者）  

第３条  ドライブレコーダー及びデータの適切な管理及び運用を図るため、

管理責任者を置く。  

２  管理責任者は、上尾市車両管理規程第２条第３号に規定する車両主管課

長とする。  

３  管理責任者は、第１条の目的を達成するため、必要な措置を講じなけれ

ばならない。  

４  管理責任者は、データの解析及び保存を行う者をあらかじめ指定するも

のとし、当該指定された者は、管理責任者の許可を受け、データの解析及

び保存を行うものとする。  

（保存期間）  

第４条  内部記録媒体におけるデータの保存期間は、ドライブレコーダーが

記録可能な期間の範囲とする。ただし、内部記録媒体が記録可能な期間の
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範囲を超える場合は、最も古いデータに新しく記録されたデータを上書き

する方法により記録した場合における当該上書きがされるまでの期間とす

る。  

２  外部記録媒体におけるデータの保存期間は、その利用目的が達成される

ときまでとし、当該保存期間を超えた保存は、行わない。  

３  前項の場合において、管理責任者は、外部記録媒体の利用目的が達成さ

れた後速やかにデータを物理的又は電磁的に処分し、復元できない状態に

しなければならない。  

（データの利用）  

第５条  データは、次のいずれかに該当する場合に限り、その利用をするこ

とができる。  

 (1 ) 交通事故その他車両に係る問題（次条第１項第１号において「交通事

故等」という。）の状況確認並びにその原因の分析及び究明をする場合  

 (2 ) 車両の安全な運行を目的とした研修に活用する場合  

 (3 ) 災害の発生時において当該災害の対応に活用する場合  

 (4 ) ドライブレコーダーの保守管理を目的とした映像点検を行う場合  

 (5 ) その他管理責任者が必要と認める場合  

（外部提供）  

第６条  データは、第三者に提供してはならない。ただし、次のいずれかに

該当し、その提供に妥当性があると認められる場合には、管理責任者の許

可を得た上で用途を定めてデータを提供することができるものとする。  

 (1 ) 交通事故等の状況及び原因を明らかにするため、その当事者若しくは

当事者から委任を受けた保険会社等の代理人又は捜査機関からデータの

提供を求められた場合  

 (2 ) 法令等に基づく手続によりデータの提供を求められた場合  

 (3 ) 捜査機関から犯罪捜査の目的により、その責任者の名において書面を

もってデータの提供を求められた場合  

 (4 ) 個人の生命及び財産を守る等やむを得ない事情があると管理責任者が

認める場合  

 (5 ) 提供を求めるデータに記録された全ての権利者又は個人情報保持者の

同意及び承諾を受けたことが分かる書面を添えてデータの提供を求めら

れた場合  

-173-



 

 (6 ) その他管理責任者が必要と認める場合  

２  前項ただし書の規定によりデータの提供を行った場合において、提供後

のデータの管理については、当該データの提供を求め、受領した者（次項

及び次条において「請求者」という。）がその責任を負うものとし、当該

データの第三者に対する再提供及び不特定多数の者に対する公開を禁止す

る。  

３  前項の規定にかかわらず、第１項ただし書の規定によりデータを提供す

る際に定めた用途の範囲内にあっては、再提供をすることができる。ただ

し、再提供をする場合にあっては、請求者は、管理責任者に対しその再提

供を受ける者を報告しなければならない。  

（データの提供記録）  

第７条  管理責任者は、前条第１項ただし書の規定によりデータの提供を行

った場合には、請求者の氏名又は名称、請求日及び許可日、提供内容並び

に提供を行った理由等を記載した記録簿を作成しなければならない。  

 （個人情報等の取扱い）  

第８条  データに含まれる個人情報の取扱いについては上尾市個人情報保護

条例（平成１１年上尾市条例第３１号）の規定に、データの取扱いについ

ては上尾市情報セキュリティ対策基準（平成２１年２月２７日市長決裁）

の規定に準じて、これらを行うものとする。  

（委任）  

第９条  この基準に定めるもののほか、ドライブレコーダー及びデータの管

理及び運用に関し必要な事項は、管理責任者が定める。  

   附  則  

 この基準は、平成３１年３月１日から施行する。  
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市長行動記録等の公開に関する規程 

 

令和２年１月１４日 

市長決裁 

 

（目的） 

第１条 本規程は、市長の主な行動について公開することで、市民の市政に対する理解と信

頼を深め、公正で開かれた市政を一層推進していくことを目的とする。 

（公開内容等） 

第２条 本規程における、公開内容は次のとおりとする。 

 （１）市を代表して交際、交渉等を行った公務の月日 

 （２）市を代表して交際、交渉等を行った公務のうち、市長公約に関係するもの 

 （３）災害対応等、職務上特に公開が必要と認められる公務 

 （４）その他、プライバシーに関する内容等、十分に配慮すべき内容は公開しない 

（公開媒体） 

第３条 本規程における、公開内容の公開媒体は、上尾市ホームページとする。 

（公開時期） 

第４条 本規程における、公開内容等の公開時期は、翌月の１５日を目途に公開する。 

（その他） 

第５条 本規程に定めるもののほか、本規程の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 本規程は決裁の日から施行する。 
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○審議会等の会議の公開に関する指針 

平成13年11月１日告示第268号 

改正 

令和元年９月30日告示第163号 

審議会等の会議の公開に関する指針 

１ 目的 

この指針は、審議会等の会議を公開することにより、その審議の状況を市民に明らかにし、審

議会等の運営の透明性、公正性を確保するとともに、市政に対する市民の理解と信頼を深め、も

って開かれた市政の推進に寄与することを目的とする。 

２ 定義 

この指針において「審議会等」とは、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の

規定に基づき設置された附属機関及び規則、要綱等に基づき設置された委員会、協議会等をいう。 

３ 会議の公開 

審議会等の会議は、次に掲げる場合を除き、公開するものとする。 

(１) 当該会議において上尾市情報公開条例（平成11年上尾市条例第30号）第７条第１号から第

７号までの規定に該当する情報（６の項において「非公開情報」という。）に関し審議する場

合 

(２) 当該会議を公開することにより、公正かつ円滑な審議が著しく阻害され、会議の目的が達

成されないと認められる場合 

４ 公開又は非公開の決定 

審議会等の会議の公開又は非公開の決定は、審議会等の長が当該審議会等に諮って行うものと

する。 

５ 会議開催の事前公表 

審議会等は、会議を開催するに当たっては、当該会議を開催する日の１週間前までに次の事項

を記載した会議開催のお知らせを情報公開コーナー、支所及び出張所において公表するとともに、

市のホームページに掲載するものとする。ただし、会議を緊急に開催する必要が生じたときは、

この限りでない。 

(１) 会議名 

(２) 開催日時 

(３) 開催場所 
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(４) 会議の議題 

(５) 公開・非公開の別 

(６) 傍聴の定員（会議を公開する場合） 

(７) 傍聴の手続（会議を公開する場合） 

(８) 非公開の理由（会議を非公開とする場合） 

(９) 問い合わせ先 

６ 公開の方法等 

(１) 審議会等の会議の公開は、会場に傍聴席を設け、希望する者に傍聴を認めることにより行

うものとする。 

(２) 審議会等は、会議を公開するに当たっては、会議が公正かつ円滑に行われるよう傍聴に係

る遵守事項を定め、会議開催中における会場の秩序維持に努めるものとする。 

(３) 審議会等は、傍聴者に対し会議資料（非公開情報が記載されているものを除く。）の配布

又は閲覧に努めるものとする。 

７ 会議録の作成 

審議会等は、上尾市会議録作成要領（平成12年３月28日市長決裁）により会議録を作成するも

のとする。 

８ 会議録及び会議資料の公開 

審議会等が公開した会議の会議録及び会議資料は、情報公開コーナーに備え付け、一般の閲覧

に供するものとする。 

９ 運用状況の公表について 

市長は、審議会等の会議の公開の運用状況について、年１回公表するものとする。 

附 則 

この指針は、平成14年４月１日から施行し、同日以後に公開することを決定した審議会等の会議

から適用する。 

附 則（令和元年９月30日告示第163号） 

この告示は、令和元年10月１日から施行する。 
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○上尾市監査委員に関する条例 

昭和39年12月28日条例第35号 

改正 

昭和60年３月29日条例第２号 

平成３年12月26日条例第24号 

平成９年６月24日条例第13号 

平成18年12月28日条例第50号 

平成20年７月１日条例第17号 

平成20年９月30日条例第34号 

令和元年９月27日条例第26号 

令和２年３月26日条例第３号 

上尾市監査委員に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第195条第２項ただ

し書の規定に基づき監査委員の定数を定め、法第196条第１項ただし書の規定に基づき議員のうち

から監査委員を選任しないことを定めるとともに、法第200条第２項及び第202条の規定に基づき

事務局の設置その他監査委員に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定数） 

第２条 監査委員の定数は、３人とする。 

（議員のうちから選任する監査委員） 

第２条の２ 監査委員は、議員のうちから選任しない。 

（代表監査委員） 

第３条 法第199条の３に規定する代表監査委員は、監査委員の互選によって定める。 

（事務局の設置） 

第４条 監査委員に事務局を置く。 

（定期監査） 

第５条 法第199条第４項の規定による監査を行うときは、その都度期日を指定し、その期日の10日

前までにその旨を監査の対象となる機関に通知しなければならない。 

（行政監査、随時監査、補助団体等の監査及び公金の収納等の監査） 

第６条 法第199条第２項及び第５項の規定による監査並びに同条第７項、法第235条の２第２項及
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び地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第27条の２第１項の規定による監査（市長（同法の規

定により管理者の権限を行う市長を含む。）の要求に係るものを除く。）を行うときは、あらか

じめその期日の10日前までに、その旨を監査の対象となる機関に通知しなければならない。 

（請求又は要求による監査） 

第７条 法第75条第１項、法第98条第２項、法第199条第６項及び第７項、法第235条の２第２項、

法第243条の２の２第３項（地方公営企業法第34条において準用する場合を含む。）並びに同法第

27条の２第１項の規定による監査の請求又は要求があるときは、７日以内に監査に着手しなけれ

ばならない。 

２ 法第75条第３項の規定による監査の結果に関する報告の送付、公表及び提出、法第98条第２項

の規定による監査の結果に関する報告、法第199条第９項の規定による監査の結果に関する報告の

提出及び公表（市長の要求に係る監査に関するものに限る。）、法第235条の２第３項並びに地方

公営企業法第27条の２第２項の規定による監査の結果に関する報告の提出（市長（同法の規定に

より管理者の権限を行う市長を含む。）の要求に係る監査に関するものに限る。）並びに法第243

条の２の２第３項（地方公営企業法第34条において準用する場合を含む。）の賠償責任の有無及

び賠償額の決定は、請求又は要求のあった日から60日以内にこれを行わなければならない。ただ

し、やむを得ない理由があるときは、この限りでない。 

（例月現金出納検査） 

第８条 法第235条の２第１項の規定による例月現金出納検査日は、毎月末日とする。ただし、その

日が市の休日に当たるとき、その他やむを得ない理由のあるときは、これを繰り上げ、又は繰り

下げることができる。 

（決算、証書類等の審査） 

第９条 法第233条第２項及び第241条第５項、地方公営企業法第30条第２項並びに地方公共団体の

財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項及び第22条第１項の規定により

審査に付されたときは、意見を付けて市長に回付しなければならない。 

（公表） 

第10条 監査に関する公表は、上尾市公告式条例（昭和30年上尾市条例第１号）別表に規定する掲

示場に掲示して行う。 

（委任） 

第11条 この条例に規定するもののほか、監査委員について必要な事項は、監査委員が協議して定

める。 
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附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 監査委員条例（昭和39年上尾市条例第６号）は、廃止する。 

附 則（昭和60年条例第２号） 

この条例は、昭和60年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年条例第24号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年条例第13号） 

この条例は、平成９年10月１日から施行する。 

附 則（平成18年条例第50号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年条例第17号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年条例第34号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成20年10月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月27日条例第26号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年１月１日から施行する。 

（上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年上尾市条例第

17号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（令和２年３月26日条例第３号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第６条の改正規定及び第７条第２項の改

正規定（「地方公営企業法第８条第２項の規定により上尾市水道事業の」を「同法の規定により」

に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 
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上尾市監査基準 

 

                           令和２年３月２６日 

                           監 査 委 員 決 定 

 

目次 

 第１章 一般基準（第１条－第６条） 

 第２章 実施基準（第７条－第１３条） 

 第３章 報告基準（第１４条－第１８条） 

 附則 

 

   第１章 一般基準 

 （監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他の行為の目的） 

第１条 本市において監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他の

行為は、本市の事務の管理及び執行等について、法令に適合し、正確で、経済的、

効率的かつ効果的な実施を確保し、市民の福祉の増進に資することを目的とする。 

２ 監査委員は、監査基準に従い公正不偏の態度を保持し、正当な注意を払ってそ

の職務を遂行する。それによって自ら入手した証拠に基づき意見等を形成し、結

果に関する報告等を決定し、これを議会並びに市長及び関係のある委員会又は委

員（以下「市長等」という。）に提出する。  

 （監査等の範囲及び目的） 

第２条 監査、検査、審査その他の行為のうち、本基準における監査等は次に掲げる

ものとし、それぞれ当該各号に定めることを目的とする。 

 (1) 財務監査 財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合

し、正確で、最小の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合

理化に努めているか監査すること。 

 (2) 行政監査 事務の執行が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めているか監査すること。 

 (3) 財政援助団体等監査 補助金、交付金、負担金等の財政的援助を与えている

団体、出資している団体、借入金の元金又は利子の支払を保証している団体、信

託の受託者及び公の施設の管理を行わせている団体の当該財政的援助等に係る

出納その他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか監

査すること。 

 (4) 決算審査 決算その他関係書類が法令に適合し、かつ正確であるか審査する

こと。 

 (5) 例月現金出納検査 会計管理者等の現金の出納事務が正確に行われているか

検査すること。 

 (6) 基金運用審査 基金の運用の状況を示す書類の計数が正確であり、基金の運
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用が確実かつ効率的に行われているか審査すること。 

 (7) 健全化判断比率等審査 健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの算

定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、かつ正確であるか審査す

ること。 

２ 前項第１号に規定する財務監査は、定期監査又は随時監査として実施するもの

とする。 

３ 法令の規定により監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他の

行為（監査等を除く。）については、法令の規定に基づき、かつ、本基準の趣旨に

鑑み、実施するものとする。 

 （倫理規範） 

第３条 監査委員は、高潔な人格を維持し、誠実に、かつ、本基準に則ってその職務

を遂行するものとする。 

２ 監査委員は、独立的かつ客観的な立場で公正不偏の態度を保持し、その職務を

遂行するものとする。 

３ 監査委員は、正当な注意を払ってその職務を遂行するものとする。 

４ 監査委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らし、又は他の目的に利用してはな

らない。その職を退いた後も同様とする。 

 （指導的機能の発揮） 

第４条 監査委員は、監査等を実施する過程において、監査等の目的を果たすため、

監査等の対象組織に対し、適切に指導的機能を発揮するよう努めるものとする。 

 （専門性） 

第５条 監査委員は、地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に

関し優れた識見を有することが求められ、その職務を遂行するため、自らの専門

能力の向上と知識の蓄積を図り、その専門性を維持及び確保するため研さんに努

めるものとする。 

２ 監査委員は、監査委員の事務を補助する職員に対し、監査委員の職務が本基準

に則って遂行されるよう、地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政

運営に関して、自らの専門能力の向上と知識の蓄積を図るよう研さんに努めさせ

るものとする。 

 （質の管理） 

第６条 監査委員は、本基準に則って、その職務を遂行するに当たり求められる質

を確保するものとする。そのために、監査委員の事務を補助する職員に対して、適

切に指揮及び監督を行うものとする。 

２ 監査委員は、監査計画、監査等の内容、判断の過程、証拠及び結果その他の監査

委員が必要と認める事項を監査調書等として作成し、保存するものとする。 

 

   第２章 実施基準 

 （監査計画） 
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第７条 監査委員は、監査等を効率的かつ効果的に実施することができるよう、リ

スク（組織目的の達成を阻害する要因をいう。以下同じ。）の内容及び程度、過去

の監査結果、監査結果の措置状況、監査資源等を総合的に勘案し、監査計画を策定

するものとする。監査計画には、監査等の種類、対象、時期、実施体制等を定める

ものとする。 

２ 監査委員は、監査計画の前提として把握した事象若しくは状況が変化した場合

又は監査等の実施過程で新たな事実を発見した場合には、必要に応じて適宜、監

査計画を修正するものとする。 

 （リスクの識別と対応） 

第８条 監査委員は、監査等の対象のリスクを識別し、そのリスクの内容及び程度

を検討した上で、監査等を実施するものとする。 

 （内部統制に依拠した監査等）  

第９条 前条のリスクの内容及び程度の検討にあたっては、内部統制の整備状況及

び運用状況について情報を集め、判断するものとする。 

２ 監査委員は、監査等の種類に応じ、内部統制に依拠する程度を勘案し、適切に監

査等を行うものとする。 

 （監査等の実施手続） 

第１０条 監査委員は、必要な監査等の証拠を効率的かつ効果的に入手するため、

監査計画に基づき、実施すべき監査等の手続を選択し、実施するものとする。 

 （監査等の証拠入手） 

第１１条 監査委員は、監査等の結果を形成するため、必要な監査等の証拠を入手

するものとする。 

２ 監査委員は、監査等の証拠を評価した結果、想定していなかった事象若しくは

状況が生じた場合又は新たな事実を発見した場合には、適宜監査等の手続を追加

して必要な監査等の証拠を入手するものとする。 

 （各種の監査等の有機的な連携及び調整） 

第１２条 監査委員は、各種の監査等が相互に有機的に連携して行われるよう調整

し、監査等を行うものとする。 

 （監査専門委員の選任） 

第１３条 監査委員は、必要に応じて監査専門委員を選任し、必要な事項を調査さ

せることができる。 

 

   第３章 報告基準 

 （監査等の結果に関する報告等の作成及び提出） 

第１４条 監査委員は、財務監査、行政監査及び財政援助団体等監査に係る監査の

結果に関する報告を作成し、議会及び市長等に提出するものとする。 

２ 監査委員は、前項の監査の結果に関する報告については、当該報告に添えてそ

の意見を提出することができるとともに、当該報告のうち特に措置を講ずる必要

-183-



があると認める事項については勧告することができる。 

３ 監査委員は、例月現金出納検査の結果に関する報告を作成し、議会及び市長に

提出するものとする。 

４ 監査委員は、決算審査、基金運用審査及び健全化判断比率等審査を終了したと

きは、意見を市長に提出するものとする。 

 （監査等の結果に関する報告等への記載事項） 

第１５条 監査等の結果に関する報告等には、原則として次に掲げる事項その他監

査委員が必要と認める事項を記載するものとする。 

 (1) 本基準に準拠している旨 

 (2) 監査等の種類 

 (3) 監査等の対象 

 (4) 監査等の着眼点（評価項目） 

 (5) 監査等の実施内容 

 (6) 監査等の結果 

２ 前項第６号の監査等の結果には、次の各号に掲げる監査等の種類に応じて、重

要な点において当該各号に定める事項が認められる場合にはその旨その他監査委

員が必要と認める事項を記載するものとする。 

 (1) 財務監査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり監査した限りにお

いて、監査の対象となった事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経費で最

大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めていること。 

 (2) 行政監査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり監査した限りにお

いて、監査の対象となった事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経費で最

大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めていること。 

 (3) 財政援助団体等監査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり監査し

た限りにおいて、監査の対象となった財政援助団体等の当該財政的援助等に係

る出納その他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているこ

と。 

 (4) 決算審査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり審査した限りにお

いて、決算その他関係書類が法令に適合し、かつ正確であること。 

 (5) 例月現金出納検査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり検査した

限りにおいて、会計管理者等の現金の出納事務が正確に行われていること。 

 (6) 基金運用審査 前項第１号から第５号までの記載事項のとおり審査した限り

において、市長から提出された基金の運用の状況を示す書類の計数が正確であ

ると認められ、基金の運用が確実かつ効率的に行われていること。 

 (7) 健全化判断比率等審査 健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの算

定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、かつ正確であること。 

３ 第１項第６号の監査等の結果には、前項各号に掲げる監査等の種類に応じて、

重要な点において当該各号に定める事項が認められない場合にはその旨その他監
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査委員が必要と認める事項を記載するものとする。 

４ 監査委員は、是正又は改善が必要である事項が認められる場合、その内容を監

査等の結果に記載するとともに、必要に応じて、監査等の実施過程で明らかとな

った当該事項の原因等を記載するよう努めるものとする。 

 （合議） 

第１６条 監査等のうち、次に掲げる事項については、監査委員の合議によるもの

とする。 

 (1) 監査の結果に関する報告（財務監査、行政監査及び財政援助団体等監査に係

るものに限る。以下同じ。）の決定 

 (2) 監査の結果に関する報告に添える意見の決定 

 (3) 監査の結果に関する報告に係る勧告の決定 

 (4) 決算審査に係る意見の決定 

 (5) 基金運用審査に係る意見の決定 

 (6) 健全化判断比率等審査に係る意見の決定 

２ 監査委員は、監査の結果に関する報告の決定について、各監査委員の意見が一

致しないことにより、前項の合議により決定することができない事項がある場合

には、その旨及び当該事項についての各監査委員の意見を議会及び市長等に提出

するとともに公表するものとする。 

 （公表） 

第１７条 監査委員は、次に掲げる事項を監査委員全員（除斥、事故等の事由により

監査等を実施しなかった監査委員を除く）の連名で公表するものとする。 

 (1) 監査の結果に関する報告の内容 

 (2) 監査の結果に関する報告に添える意見の内容 

 (3) 監査の結果に関する報告に係る勧告の内容 

 （措置状況の公表等） 

第１８条 監査委員は、監査の結果に関する報告を提出した者及び監査の結果に関

する報告に係る勧告をした者から、措置の内容の通知を受けた場合は当該措置の

内容を公表するものとする。 

２ 監査委員は、監査の結果に関する報告を提出した者及び監査の結果に関する報

告に係る勧告をした者に、適時、措置状況の報告を求めるよう努めるものとする。 

 

   附 則 

 本基準は、令和２年４月１日から施行する。 
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○上尾市議会基本条例 

令和５年６月27日条例第24号 

上尾市議会基本条例 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 議会及び議員の活動原則等（第５条―第７条） 

第３章 議会と市民との関係（第８条―第10条） 

第４章 議会と市長等との関係（第11条―第15条） 

第５章 議会運営（第16条―第19条） 

第６章 議会の機能強化（第20条―第29条） 

第７章 議員の政治倫理、身分、待遇等（第30条―第34条） 

第８章 災害時の議会の対応（第35条） 

第９章 他の条例との関係及び見直しに関する手続（第36条・第37条） 

附則 

議会は、日本国憲法によって定められた住民を代表する唯一の議事機関であり、二元代表制の下、

市長等の執行機関との健全な緊張関係を保持しながら、立法機能及び監視機能を発揮し、もって地

方自治の本旨の実現を目指さなくてはならない。 

このような認識の下、上尾市議会議員は、より一層の市民からの信頼に応えるため、説明責任を

果たし、議員相互の議論を展開しながら、市政の論点を明らかにして政策立案及び政策提言を積極

的に行っていかなければならない。 

よって、上尾市議会及び上尾市議会議員は、直接選挙により選ばれた民主的正当性に基づき、上

尾市の地域特性を踏まえた最適な政策の決定を行うことが、市民にとって最も身近な機関である上

尾市議会に課せられた使命との認識の下、調査機能、政策形成機能、監視機能等を強化し、揺るぎ

ない地方政府を確立するため、市民福祉の増進と市政の健全な発展を実現することを決意し、ここ

に議会の最高規範となる上尾市議会基本条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、二元代表制の下、上尾市議会（以下「議会」という。）の基本理念、議会及

び上尾市議会議員（以下「議員」という。）の活動原則等、議会に関する基本的事項を定めるこ
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とにより、議会が市民の負託に応え、もって市民福祉の増進と市政の発展に寄与することを目的

とする。 

（議会の役割） 

第２条 議会は、市民の代表から構成される市の団体意思の決定機関である。 

２ 議会は、市の議事機関であり、地方自治法（昭和22年法律第67号。第10条第２項、第15条第１

項及び第23条において「法」という。）第96条に規定する事件を議決し、及び行政活動を監視す

る権限を有する。 

（基本理念） 

第３条 議会は、市政における唯一の議事機関としての責任を自覚し、市民の意思を市政に反映さ

せるため、公平かつ公正に議論を尽くし、地方分権時代にふさわしい真の地方自治の実現を目指

すものとする。 

（基本方針） 

第４条 議会は、前条に定める基本理念にのっとり、次に掲げる方針に基づいた議会活動を行うも

のとする。 

(１) 議会の機能である政策決定並びに市長その他の執行機関（以下「市長等」という。）の事

務執行の監視及び評価を行うこと。 

(２) 提出された議案の審議又は審査を行うほか、独自の政策立案及び政策提言に積極的に取り

組むこと。 

(３) 積極的に情報の公開を行い、公平性、公正性及び透明性を高めるとともに、議会活動への

市民参加の機会を多様に設定し、市民に開かれた議会の実現を目指すこと。 

(４) 地方分権の進展に的確に対応するため、議会の活性化への取組を積極的に推進すること。 

第２章 議会及び議員の活動原則等 

（議会の活動原則） 

第５条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動するものとする。 

(１) 市民の代表機関であることを常に自覚し、公正性、透明性及び信頼性を重んじた、市民に

分かりやすい開かれた議会を目指すこと。 

(２) 市民の多様な意見を的確に把握し、市政に反映させるための運営に努めること。 

(３) 議会の活動について、積極的な情報公開を行い、もって市民への説明責任を果たすこと。 

(４) 市長等の事務執行について監視及び評価を行うこと。 

(５) 自由かったつな討議を行い、市政の課題等に関する論点及び争点を明らかにし、政策立案
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及び政策提言に努めるとともに、継続的な議会改革に取り組むこと。 

（議会運営の原則） 

第６条 議会は、議員平等の原則による民主的な運営を基本とし、あわせて市民の政治参画促進の

ため、市民に分かりやすい議会運営を行うものとする。 

２ 議会は、議会運営に関する例規、申合せ等を遵守し、円滑かつ効率的な運営に努め、合議制に

より意思決定を行う機関としての役割を果たすものとする。 

（議員の活動原則） 

第７条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動するものとする。 

(１) 市民から負託を受けた者として、その役割を深く自覚し、品位と名誉を守り、その使命の

達成及び倫理の向上に努めること。 

(２) 議会が言論の府であること及び合議制の機関であることを十分に認識し、議員相互間の自

由な討議を重んじること。 

(３) 市政に関して、必要な調査及び研究を行うとともに、政策立案及び政策提言に努めること。 

(４) 市政の課題全般について市民の意見を的確に把握するとともに、自己の資質を高める不断

の研さんによって、市民全体の奉仕者、代表者としてふさわしい活動をすること。 

(５) 議会の構成員として、一部団体及び地域の代表にとどまらず、市民全体の福祉の増進を目

指して活動すること。 

第３章 議会と市民との関係 

（会議の公開） 

第８条 議会は、本会議、委員会（常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会をいう。以下同じ。）

及び全員協議会を原則として公開するものとする。 

（情報の共有及び公開並びに議決に対する説明責任） 

第９条 議会は、市民の議会に対する意識の向上を図るため、市民との情報の共有及び積極的な情

報公開を進めるとともに、市民への説明責任を十分果たすものとする。 

２ 議会は、会議で用いた資料について積極的な公開に努めるとともに、市民が傍聴しやすい環境

の整備に努めるものとする。 

３ 議会は、議会活動に関係する情報を市民と共有するため、上尾市議会議会報及び上尾市議会ホ

ームページにより議会活動についての情報を市民へ分かりやすく、かつ、積極的に周知するもの

とする。 

４ 議会は、情報通信技術の発達を踏まえた多様な手段を活用することにより、さらに多くの市民
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が議会及び市政に対して関心を持つよう努めるものとする。 

５ 議会は、議決に対する説明責任を果たす上で、議案及び請願に対する議員の賛否の表明につい

て、公表するよう努めるものとする。 

（市民参加の促進） 

第10条 議会は、市民の多様な意見を把握し、議会活動に反映させるとともに、市民が議会活動に

参加する機会の充実に努めるものとする。 

２ 議会は、広く市民の意見及び知見を審議等に反映させるため、法第115条の２の規定に基づく公

聴会制度及び参考人制度の積極的な活用に努めるものとする。 

３ 議会は、採択した請願のうち市長等において措置することが適当と認めるものについては、市

長等に送付した後、その処理の経過及び結果の報告を求めるものとする。 

第４章 議会と市長等との関係 

（市長等との関係） 

第11条 議会は、市民の意思を代表する合議制の機関として、二元代表制の下、市長等と常に緊張

ある関係を保ち、事務執行の監視及び評価並びに政策立案及び政策提言を行い、市政の発展に取

り組まなければならない。 

２ 本会議における議員の市長等に対する質問は、広く市政の課題に関する論点及び争点を明らか

にするため、一問一答の方式で行うことができる。 

３ 本会議において、議員の質問に対し答弁をする者は、質問の趣旨を明確にするため、議長の許

可を得て、反問することができる。 

４ 前項の反問に関し必要な事項は、別に定める。 

（市長等による政策等の形成過程の説明） 

第12条 議会は、市長等が提案する重要な政策について、議会審議における論点情報を形成し、そ

の政策水準を高めることに資するため、市長等に対し、次に掲げる事項について明らかにするよ

う求めるものとする。 

(１) 政策の背景と経緯 

(２) 検討した他の政策案等の内容 

(３) 他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 

(４) 総合計画における根拠又は位置付け 

(５) 関係ある法令及び条例等 

(６) 政策の実施にかかわる財源措置 
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(７) 将来にわたる政策等に係る経費と算出根拠 

(８) 市民参加の実施の有無と内容 

（当初予算における政策説明） 

第13条 市長等は、当初予算の審議に当たり、事業別の政策説明資料を作成し、事前に議会へ提出

するものとする。 

（監視及び評価） 

第14条 議会は、市長等の事務執行について、適正かつ効率的に行われているか監視し、必要があ

るときは適切な措置を講ずるよう促すものとする。 

２ 議会は、本会議における審議、議決等を通じて、市民に市長等の事務執行についての評価を明

らかにする責務を有する。 

（議決事件の追加） 

第15条 議会は、市民の負託に応える市政運営を実現し、市民福祉の増進と市政の発展のために最

も適切な決定を行うことができるよう、法第96条第２項の規定に基づく議決事件の追加について

検討するものとする。 

２ 議会は、前項の規定により議決事件を追加する場合は、その理由及び根拠を明確にしなければ

ならない。 

３ 前２項の議会の議決すべき事件に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

第５章 議会運営 

（議長及び副議長） 

第16条 議長は、議会を代表する中立かつ公平な立場において職務を行い、民主的な議会運営を行

わなければならない。 

２ 議長は、議会の秩序を保持し、効率的な議事の整理に努め、議会の事務をつかさどる。 

３ 前２項の規定は、副議長が議長の職務を行う場合に準用する。 

（会派） 

第17条 議員は、議会活動を行うため、主義及び主張並びに政策について共通の理念をもつ集団と

して会派を結成することができる。 

２ 会派は、政策立案及び政策提言について積極的な調査研究を行うよう努めなければならない。 

３ 会派は、議会運営、政策立案及び政策提言に関し、必要に応じて会派間で調整を行い、合意形

成に努めなければならない。この場合において、会派内における意見集約、決定事項の周知等は、

会派の責任において行うものとする。 
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（委員長及び副委員長） 

第18条 委員長は、調査又は審査を行う委員会の専門性及び特性を発揮させるよう努めなければな

らない。 

２ 委員長は、中立かつ公正な立場で、民主的かつ効率的な議事の運営に努め、委員会の議事を整

理し、秩序を保持しなければならない。 

３ 前２項の規定は、副委員長が委員長の職務を行う場合に準用する。 

（委員会の活動） 

第19条 委員会は、行政課題に適切かつ迅速に対応するため、調査及び審査を自主的かつ自立的に

行うものとする。 

２ 常任委員会は、年間活動テーマを設定し、閉会中においても所管事務調査を実施するとともに、

積極的に政策立案及び政策提言を行うよう努めるものとする。 

第６章 議会の機能強化 

（議会機能の強化） 

第20条 議会は、市長等の事務執行の監視及び評価並びに政策立案及び政策提言に関する議会の機

能を強化するものとする。 

（議員間討議） 

第21条 議会は、多様な観点から課題の論点を抽出及び整理し、活発な討議と意見の交換により議

員間の理解を深め、新たな提案や合意点の模索に努めるものとする。 

（政策討論会） 

第22条 議会は、議員間の共通認識の醸成を図り、もって政策立案及び政策提言を推進するため、

政策討論会を行うことができる。 

２ 前項の政策討論会に関し必要な事項は、別に定める。 

（専門的知見の活用） 

第23条 議会は、市の直面する重要課題に対応するため、法第100条の２の規定に基づく学識経験を

有する者等による専門的事項に係る調査の活用に努めるものとする。 

（議会広報活動の充実） 

第24条 議会は、多様な広報手段の活用により議会広報活動の充実に努めることで、市民への説明

責任を果たし、その負託に応えるものとする。 

（予算の確保） 

第25条 議会は、二元代表制の趣旨を踏まえ、議事機関としての機能を充実するとともに、より円
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滑な議会運営を実現するため、必要な予算の確保に努めるものとする。 

（議会事務局） 

第26条 議会は、議員の政策立案及び政策提言に関する能力を向上させるとともに、議会運営を円

滑かつ効率的に進めるため、議会事務局の調査機能及び法務機能の充実強化並びに人員の確保に

より、組織体制の整備に努めるものとする。 

（議会図書室） 

第27条 議会は、議員の調査研究に資するために設置する議会図書室を適正に管理し、運営すると

ともに、その図書及び資料等の充実に努めなければならない。 

（交流及び連携の推進） 

第28条 議会は、分権時代にふさわしい議会の在り方についての調査研究等を行うために、他の地

方公共団体の議会との交流及び連携を推進するものとする。 

（議会改革の推進） 

第29条 議会は、継続的な議会改革に取り組むものとする。 

２ 議会は、前項の規定による取組を行うため、議員で構成する議会改革を推進する組織を設置す

ることができる。 

第７章 議員の政治倫理、身分、待遇等 

（議員の政治倫理） 

第30条 議員は、市民全体の代表者として高い倫理観を持ち、品位の保持に努めなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、議員の政治倫理に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

（議員の定数） 

第31条 議員の定数は、議会の活動原則に基づき、議会の機能を果たすために必要な数とすること

を基本とする。 

２ 議員の定数を変更する場合に当たっては、市政の現状及び課題並びに将来の予測及び展望を十

分に考慮し、議員の定数の基準等の明確な理由を示すものとする。 

３ 前２項の議員の定数に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

（議員報酬） 

第32条 議員報酬は、議員の活動及び職責に見合う対価を勘案し、市の財政状況、社会経済情勢、

他の地方公共団体の状況等を踏まえて定めるものとする。 

２ 議員報酬を変更する場合に当たっては、市政の現状及び課題並びに将来の予測及び展望を十分

に考慮し、決定するものとする。 
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３ 前２項の議員報酬に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

（政務活動費） 

第33条 会派及び議員は、政務活動費を有効に活用し、市政に関する調査研究を積極的に行うとと

もに、その収支報告書を公表し、市民に対して使途の説明責任を果たすことで、政務活動費の透

明性の向上に努めるものとする。 

２ 前項の政務活動費に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

（議員研修の充実強化） 

第34条 議会は、議員の資質と倫理の向上を図るとともに、議員の政策立案及び政策提言に関する

能力を向上させるため、議員研修の充実強化に努めなければならない。 

２ 議会は、学識経験を有する者及び市民等との議員研修会を積極的に開催するものとする。 

３ 議会及び議員は、市政の課題を広い視点から捉えるため、他の地方公共団体の事例等を調査研

究するよう努めなければならない。 

第８章 災害時の議会の対応 

（災害時の対応） 

第35条 議会は、大規模な災害等が発生した場合においても、議会機能を的確に維持するため、災

害対応体制について整備しなければならない。 

２ 前項の災害対応体制のほか、災害時の議会及び議員の役割等に係る計画に関し必要な事項は、

別に定める。 

第９章 他の条例との関係及び見直しに関する手続 

（他の条例との関係） 

第36条 この条例は、議会に関する基本的事項を定める条例であり、議会に関する他の条例等を制

定し、又は改廃する場合においては、この条例との整合性を図るものとする。 

（見直しに関する手続） 

第37条 議会は、この条例の施行後、社会情勢の変化等により必要があると認めるときは、この条

例の規定について検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。 

２ 前項の手続に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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2023/9 広報広聴課作成 

1 

 

 

 

 

１．目的 

 令和３年３月に策定した「上尾市広報戦略」では、「信頼感」「共有感」「親近感」の向上をテーマ 

に掲げている。なかでも、市民からの「信頼感」の向上のために、市政の透明性を図る情報発信に 

努めることを本戦略の推進方策の一つとして掲げている。 

 このたび、市政における重大な事務処理誤りや事故等が発生した際の公表に関する基本的な考え 

方や公表にあたっての判断基準等を示すことにより、迅速かつ正確な情報発信を推進することを目 

的に、より詳細なガイドラインを策定する。 

 

２．基本方針 

 公表にあたっては、次の基本方針に従って、公表するものとする。 

● 市は市民に対する説明責任を果たすという責務の下、事件・事故が発生した場合は、市民目線

に徹しながら積極的に公表するものとする。 

● 事件・事故が発生した場合は、本ガイドラインを参考に公表方法や公表内容等について判断し、

対応する。 

● 事件・事故の詳細を把握できない場合でも、市民生活に重大な影響を与える事案については、

速報性を優先し、その時点で把握できている事実に基づいて第一報として公表する。その後、

適宜、より詳細な情報を継続して公表する。 

● 不特定多数の市民に影響を与える事案の場合は、広く確実に周知が行き届くよう、公表期間に

留意する。 

● 内部統制制度における評価結果の報告、上尾市職員に係る懲戒処分の基準など、個別事案に係

る公表基準を策定している場合には、その基準に基づき公表するものとする。 

 

３．公表すべき事件・事故の種類 

 各所属長は、発生した事件・事故が、次の①～③のいずれかに該当する場合は、基本方針に従っ 

て、積極的に公表するものとする。なお、詳細は【別表 1】に例示する。 

 ① 社会に影響を与える、または与えると予想されるもの 

 ② 直接的な影響を受ける市民がいるもの 

 ③ 市に直接的な損害が発生しているもの 

 ただし、次の④⑤のいずれかに該当する情報については、非公表とする。なお、非公表とした情 

報についても、公表できるようになった時点で、公表するものとする。 

 ④ 公表することで市民等関係者に不利益をもたらすおそれがあるもの 

 ⑤ 公表することで捜査や裁判等に支障を来たすおそれがあるもの 

事件・事故の公表に関するガイドライン 

-194-



2023/9 広報広聴課作成 

2 

 

【別表１】事件・事故の公表基準    

該当事項 基準 

１ 個人情報の紛失・漏洩  

書類・名簿等の紛失・漏洩 ・第三者の個人情報が記載されている場合  

書類・名簿等の誤廃棄 ・個人情報が第三者に漏洩した場合 

・市民等への影響が多大である場合（件数・内容） 

・書類の再現が不可能である場合（市民等からの再提出等が必要） 

送付物の誤配送・誤投函 
・個人情報が第三者に漏洩した場合 

・市民等への影響が多大である場合（件数・内容） 
メール・FAXの誤送信 

証明書等の誤発行・誤記載 

２ 事務処理・事業執行に伴う事件・事故  

支出における誤り（手当、補助金等） ・市民等への影響が多大である場合（件数・金額） 

・市民等からの通報により誤りが発覚した場合 収入における誤り（税、保険料等） 

公金・金券の紛失、不適切な取扱い ・原則、すべて公表 

印刷物の誤記載（チラシ・ポスター・冊子等） ・事業執行に影響を与える重大な誤りがある場合 

・報道機関等に再度の情報提供が必要である場合 

３ システムの不具合  

ホームページ、業務システム、メールなどの不具合 ・市民等に影響が生じている場合 

・職員のミスにより不具合が生じている場合 

４ 公共施設における事件  

不審者の侵入 ・市の管理責任が問われる場合 

・死傷者が発生した場合 

・施設利用に影響があり、休館等の措置が必要な場合 
施設の火災 

爆破予告 ・警察等と調整の上、市民に事前周知が必要と判断した場合 

いじめ ・市の管理責任が問われる場合 
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４ 公共施設における事件  

市有器物等の破損 ・市の管理責任が問われる場合 

・警察に被害届を出した場合 

・施設利用に影響があり、休館等の措置が必要な場合 

市有備品等の盗難 ・市の管理責任が問われる場合 

・警察に被害届を出した場合 

５ 公共施設における事故  

施設利用者の死傷等 ・市の管理責任が問われる場合 

・施設利用に影響があり、休館等の措置が必要な場合 施設の破損、設備の故障 

土壌汚染の発生 ・基準値を超える有害物質が検出された場合 

感染症（結核、ノロウイルス、O-157）の発生 ・市の管理責任が問われる場合 

・市民等に影響が生じている場合 食中毒の発生 

６ 事業者等の不法行為・不正行為  

手当、補助金等の不正請求 
・市の管理責任が問われる場合 

・公表することにより犯罪の抑止効果が期待できる場合 
証明書等の不正取得 

かたり職員等による詐欺行為 

-196-



2023/9 広報広聴課作成 

4 

 

４．公表手順 

 各所属長は、事案の重大性や緊急性等、事件・事故の性質に応じて、次の①～④の手順により公 

表するものとする。なお、迅速な情報発信を図るため、各所属内で公表する方針が決まった時点で、 

事前に広報広聴課まで相談する。 

① 市長報告 

② 議会報告 

議会総務課に相談の上、議員に周知を図る。 

③ ホームページへの掲載 

トップページの［重要なお知らせ］に掲載する場合は、『情報発信媒体マニュアル』に基づき、 

  市民の生命や財産に関わるものや市民生活に影響があるものなど、全市民に周知が必要とされ  

  る情報を掲載する。その場合、広報広聴課の承認を必要とする。なお、該当しない場合には、

各所属の［新着情報］に掲載する。そのほか、個別事案の公表基準がある場合は、その基準に

従うものとする。（※『情報発信媒体マニュアル』P18～21 を参照） 

④ 記者クラブへのプレスリリース 

不特定多数の市民に影響を与えたり、社会的な影響が多大である事案は、原則、プレスリリ 

ースする。なお、事件・事故に関するプレスリリースの場合は、各所属がプレスリリース原稿 

を作成する。（※『情報発信媒体マニュアル』P12～17 を参照） 

 

市民や報道機関の関心が高いと考えられる事件・事故が発生した場合には、迅速かつ効果的に

情報を提供するため、前述の①～④以外に記者会見の実施も検討する。 

また、大規模災害や重大事故・事件等、市民の安心・安全を脅かすような事案については、状

況に応じた適切な広報媒体を活用し、適時的確な情報発信に努める。 

 

５．公表内容 

 公表内容は、情報を正確に伝えるため、次の 6W2H を基本としつつ、事件・事故の性質に合わせ 

て公表内容を決定する。 

①  When（いつ） これまでの経緯 

②  Where（どこで） 

概要 

③  Who（だれが） 

④  Whom（だれに） 

⑤  What（なにを） 

⑥  How much（いくらで） 

⑦  Why（なぜ） 原因 

⑧  How（どのように） 今後の対応、再発防止策 
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６．ホームページへの掲載対応 

 事務事業を執行する上で発生した事務処理ミスや不祥事については、個別事案に係る公表基準に 

則り、各所管課が新たに公表用ページを設け、その概要を公表する。 
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